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 1

１ 重要な指摘事項に係る措置事項 

１－１ 出資団体関係  

１－１－１ 出資団体に対するもの 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県臓器バンク 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月１４日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）法的に命令権限のない別団体にお

いて、財団職員に対し、時間外勤務

命令を行っているものがあった。 

   県からの受託事業（平成２１年度

骨髄移植普及啓発事業業務委託）で

雇用した職員の勤務地は、佐賀県

赤十字血液センター内となっていた

が、これら職員の時間外勤務命令の

決裁は、本来財団法人佐賀県臓器

バンクで行うべきものを、法的に何

ら権限のない佐賀県赤十字血液セン

ターに行わせていた。 

 

【所管課 健康増進課】 

○  （財）佐賀県臓器バンクの指揮命令

の下にあることを明らかにするため

に、原則として、（財）佐賀県臓器バン

ク事務局に出勤後に、佐賀県赤十字血

液センターに出張させることとした。 

  また、佐賀県赤十字血液センターか

ら事前に月間献血予定表等の提供を受

け、これを元にして職員に対して勤務

命令を行うとともに、時間外が見込ま

れる場合は、時間外勤務命令を行うよ

う改めた。 

 

１－１－２ 所管課に対するもの 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県臓器バンク 

所 管 課 健 康 増 進 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）団体の寄附行為に記載のない骨髄

移植普及啓発事業を委託していた。 

   当初、県は、骨髄移植普及啓発事

業については、ふるさと雇用再生

特別基金事業として日本赤十字社に

委託しようとしたが、断られたため、

財団法人佐賀県臓器バンクに受託

させていた。結果として、当財団の

寄附行為で事業として位置付けられ

ていない骨髄移植普及啓発事業を

委託していた。 

 

○  今後、同様の委託事業を委託する際

は、委託先の団体の寄附行為等記載の

事業の範囲を十分確認したうえで、

委託を行う。 
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１－２ 補助金等交付団体関係 

１－２－１ 補助金等交付団体に対するもの 

監 査 対 象 機 関 佐賀県バレーボール協会 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２２日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【さがんアスリートジュニアサポート事 

業補助金関係】 

（１）知事承認が必要な補助対象経費の

取扱いで、知事特例による支出承認

を受けないままに、執行されている

事業があった。 
   さがんアスリートジュニアサポー

ト事業補助事業においては、指導者

の育成及び選手強化を目的に、久光

製薬スプリングスの協力を受け、 
   ・高校指導者を久光チームに派遣

し、久光チーム指導者からの直

接指導 
   ・久光チーム指導者を招聘し、選

手への指導 
が計画されていたが実施されておら

ず、事業経費のほとんどが（財）日

本体育協会公認トレーナーの指導経

費として支出されていた。 
   この経費については、補助金交付

要綱の「その他特に必要と認められ

る経費」に該当するものであり、支

出する場合は、特例支出承認申請書

を提出し、知事の承認を受けること

と規定されているが、承認を受けて

いなかった。 
 
   補助事業実績額 

 １，９９６，９８３円 
 

    うちトレーナーの謝金 
 １，７７３，０００円 

      〃     旅費 
         １９６，７２０円 

    計   １，９６９，７２０円 
 

【所管課 政策監グループ】 

 

○  今後、知事特例による支出承認が

必要な事業計画の変更がある場合は、

速やかに報告・事前の承認を得る。 
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監 査 対 象 機 関 
学校法人鍋島学園 

（新栄幼稚園・鍋島幼稚園） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ８月  ９日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県私立幼稚園運営費補助金関係】 
（１）補助対象が他の受託事業と重複し、

補助金の返還を要するものがあっ

た。 
   佐賀県私立幼稚園運営費補助事業

の変更承認申請書において、補助

対象にできない幼稚園等支援要員

配置事業業務委託事業による採用

職員１名を含んで申請したため、

補助金額が過大となり、返還を要す

ることとなっていた。 
 
   過大となった補助金額 

８４，０００円／月×１２月 
＝１，００８，０００円 
 

【所管課 こども未来課】 

○  他事業による補助対象と重複しない

よう確認を行った上で、補助金申請を

行うこととした。 

過大となった補助金 1,008,000 円に

ついては、平成２３年４月４日に返還

済みである。 

 

 

監 査 対 象 機 関 
社会福祉法人麗風会 

（軽費老人ホーム（ケアハウス）桜の園）

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月１５日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県軽費老人ホーム事務費補助金 
関係】 

（１）軽費老人ホーム（ケアハウス）利

用者の収入認定の誤りにより、補助

金の返還を要するものがあった。 
   佐賀県軽費老人ホーム事務費補助

事業の補助金額は、補助対象の事務

費の実支出額と県の要綱に基づき

算定された事務費の年間合算額（事

務費基準額）とのいずれか少ない方

の額から、本人から徴収した事務費

徴収額（以下「サービス提供料」と

いう。）を控除し得られた額を基本と

し、決定される。利用者本人から徴

【所管課 長寿社会課】 

 

○  利用者より提出を受けていなかった

遺族厚生年金証明書の提出を受けると

同時に、支給開始年月日を確認した。

その結果、平成１９年度の収入認定以

降から誤りが発生していることが判明

し、平成１９年度分から公的な証明書

に基づき収入認定を再計算した。  

  その再計算した収入認定の結果を

利用者に説明し、了承を得た上で、過

少に徴収した事務費を利用者より受領

後、平成２３年２月１５日付けで補助

金を返還した。 



 4

収されるサービス提供料は、本人の

前年の対象収入によって決定される

が、対象収入の認定に必要な利用者

の収入を証明する書類（遺族厚生

年金の証明書）がないままに、前年

に提出されていた証明書を元に認定

していたものなどがあり、その結果、

サービス提供料が過少になり、補助

金を過大に受領していた。 
そのため、補助金の返還を要する

こととなっていた。収入認定は厳格

に実施されたい。 
 
ア サービス提供料を過少に認定

していたものの   ２件 
     事例：  

（正）サービス提供料 
      月額４０，０００円 

（誤）サービス提供料 
      月額１６，０００円 
イ 平成２１年度事業に係る補助

金返還額 
既受領補助金額（Ａ） 

       ２３，３２８，０００円 
      修正後補助金額（Ｂ） 
       ２２，８８５，０００円 
      補助金返還額（Ａ－Ｂ） 
          ４４３，０００円 
 

 

 

監 査 対 象 機 関 第５回食育推進全国大会佐賀県実行委員会

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月  ７日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【第５回食育推進全国大会佐賀県実行 

委員会負担金関係】 

（１）実行委員会規約に、予算・決算の 
規定がなかった。 

総会の権能として、最も重要な

予算・決算が実行委員会規約に規定

されていなかった。事務局長を務め

る県の所管課長が、実行委員会事務

【所管課 くらしの安全安心課】 

 

○  実行委員会の重要事項について、事務

局（県）だけで決定できる体制になって

いたこと、また、内部監査体制も十分

ではなかったことから、事務局内部の

決裁手続きや実行委員会規約の予算、

決算、監事の設置等、総会での議決事項
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局規程を作成する際、予算・決算に

ついては、事務局の分掌事務として

いた。 
その結果、事務局長の権限のみで

予算額が流用されていた。 
監査の際、所管課からは、予算・

決算に関し、実行委員会事務局規程

に基づき適正に処理したとの説明が

あったが、予算科目毎の予算額と

決算額の差額が大きいにもかかわら

ず、予算額変更に係る事務局の決裁

等の記録もなかった。実行委員会

規約に、予算・決算についても規定

し、実行委員会として適正に管理す

べきであった。 
また、実行委員会規約には、監事

の規定も定めておらず、やむなく関

係者（幹事）に監査をさせていた。 
 

（ 表 略 ） 
 
（２）事業計画変更に当たって、機関決

定がなされないままに、執行されて

いる事業があった。 
   広報計画については、平成２１年

９月３日開催の第２回実行委員会に

おいて、実行委員会規約第１１条に

基づき、事業計画の一部として審議

決定されているが、決定された計画

にない広報事業が実施されていた。 
また、広報事業の計画変更につい

ての事務局の決裁等の記録もなかっ

た。 
 （主な広報事業） 

項目 計画 実績 決算額 

ﾎﾟｽﾀｰ 1,200 枚 4,000 枚 231,000 円

ﾁﾗｼ 9,000 枚 120,000 枚 409,500 円

ﾊﾟﾈﾙ な し A0判 13枚､ 

特大 1 枚 

287,500 円

 

について改正を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  （１）の措置内容と同じ。 
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監 査 対 象 機 関 佐賀の米・麦・大豆マーケティング協議会

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ８月  ５日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀の米・麦・大豆マーケティング協 
議会負担金関係】 

（１）米穀事業の執行で、事業計画及び 
予算に計上されていない米袋を作成

し、卸・小売店等に販売するなど、

適正でないものがあった。 
事業計画では、米袋のロゴタイ

プ・パッケージの「デザイン開発等」

を行うとされている。したがって、

開発後の統一デザインを活用した

米袋の作成及び販売は、ＪＡ及び

卸・小売店等自身が行うべきもので

ある。 
米袋の作成、販売が協議会事業と

して必要であれば、事業計画及び予

算に計上し、執行すべきであった。 
 

 平成 21 年度

の 米 袋 の 

作 成 費 支 出

（借用） 

米袋販売収入

（収入分は、

支出に戻入）

新 県 産 米 

マ ー ケ ッ ト

確立対策費 

1,861,388 円 972,993 円

米 穀 事 業 

販 売 促 進 

対策費 

2,028,363 円 3,088,460 円

合  計 3,889,751 円 4,061,453 円
 

【所管課 流通課】 

 

○  今後は、米袋の作成及び販売を、協

議会事業から切り離すこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１－２－２ 所管課に対するもの 

監 査 対 象 機 関 佐賀陸上競技協会ほか３団体 

所 管 課 政 策 監 グ ル ー プ 

（監査の結果） （措置の内容） 

【さがんアスリートジュニアサポート事 

業補助金関係】 

（１）現場の実態の調査・把握が不十分 

 

 

○  今後、新たな取り組みを行う際には、
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で、事業手段の検討・検証が不足して

いた。 

「さがんアスリートジュニアサ

ポート事業補助事業」（平成２０～

２２年度の３か年事業）については、

佐賀県の存在感を高めるとともに、

県民の盛り上がりを創出することを

目的に、高校生スポーツ活動を支援

することとし、マスコミへの露出度

の高い特定の競技（駅伝、バレーボ

ール、ラグビー、サッカー）につい

て強化を行い、平成２２年度までに、

高校スポーツの全国大会で表彰台に

１回立つことを成果目標とされてい

たが、目標は達成できていない。 

平成１９年度の県の新規事業評価

では、「これまでの取組の反省等を踏

まえた事業手段で、常勝チームを構

築するためのプログラムも含まれて

おり、成果は見込まれる」と評価さ

れていたが、目標実現には、効果的

で高度な対応が求められる中、事業

実施についても、団体の組織的な支

援体制がなされておらず、県が指定

した公立高等学校の現場責任者任せ

になっていた。また、いずれの競技

団体も、経理処理には携わってお

らず、実質指導教師任せになって

おり、経理処理が不適切な事例も多

くあった。県は、経理指導について

も、きめ細かな指導をしておらず、

加えて実績報告書のチェックも杜撰

であった。 

当事業は、非常に高い目標を目指

す事業であるにもかかわらず、現場

の実態の調査や状況把握が十分にな

されておらず、当初の新規事業評価

時の事業手段の検討や事業実施後の

効果の検証が、杜撰であった。 

 

（事業実施が現場責任者任せの例や

経理方法の指導が不十分な例） 

事業立案段階から事業実施主体と事前

調整を十分に行い、現場の実態を踏ま

えた上で、事業を組み立てる。 

また、事業内容についても、毎年、

効果を検証しながら、必要に応じて、

見直しを行っていく。 

会計処理・事務処理については、各

団体に対して適切に行うよう指示し、

県においても随時丁寧な指導を行う。 
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・団体の決算書が、適正な決算と

はなっていなかった。 

（佐賀陸上競技協会）

・委託契約に当たって、団体内部

の決裁がなかった。 

（佐賀陸上競技協会）

・補助金変更承認時期で、大幅に

遅延していた。 

（佐賀県バレーボール協会）

・補助対象経費で、知事の承認を

受けないままに、事業が執行さ

れていた。 

（佐賀県バレーボール協会）

・総会や理事会への補助金の報告

が、事後となっていた。 

（佐賀県ラグビーフットボール協会）

・領収書の記載内容が、誤ってい

ながら、そのまま保存していた。

（佐賀県ラグビーフットボール協会）

・補助事業について、関係団体と

県の調整不足など不十分な処理

があった。 

（（社）佐賀県サッカー協会等）

 

監 査 対 象 機 関 学校法人鍋島学園 

所 管 課 こ ど も 未 来 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県私立幼稚園運営費補助金関係】 

（１）他の委託事業との重複確認を怠り、

補助金を過大に交付しているものが

あった。 

   学校法人鍋島学園に対する佐賀県

私立幼稚園運営費補助事業の変更

承認申請書において、対象にでき

ない県の幼稚園等支援要員配置事業

業務委託事業の採用職員１名を含ん

で申請されたものを、そのまま交付

決定し、補助金額が過大となり、返

還を要することとなっていた。両事

業は、いずれも所管課が管理する事

 

○  重複していた１，００８，０００円

については、平成２３年４月４日に

返還された。 

今後、補助金交付の重複が生じない

よう、他の補助事業担当者と対象者名簿

の確認を行うこととした。 
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業であり、重複の確認を行うべきで

あったが、行っていなかった。 

 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 学校法人佐賀龍谷学園ほか７３団体 

所 管 課 こ ど も 未 来 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県私立幼稚園運営費補助金関係】 

（１）団体に提出させて処理すべき補助

金変更承認申請書を県が改ざんして

いた。 

   平成２１年度の佐賀県私立幼稚園

運営費補助事業について、平成２２

年２月に、園児数割や経費割などの

補助単価を変更したため、７３団体

から平成２２年２月下旬に、補助金

変更承認申請書の提出を受けた。そ

の後、平成２２年３月に、再度補助

単価を変更したため、２回目の補助

金変更承認申請書を提出させる必要

があったが、職員の１名減等もあり、

団体への指導に手が回らず、平成

２２年２月下旬に提出された１回目

の補助金変更承認申請書を、県が

勝手に、補助単価、補助金額及び日

付を改ざんして、補助金を交付して

いた。 

 

 

○  園児数割や経費割などの単価を２月

中に確定した上で、学校法人に変更承

認申請書を提出させ、その後の変更は

生じないようにした。 

  

平成２２年度 

   平成２３年３月１６日変更交付決定 

   平成２３年３月３１日最終交付完了 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 第５回食育推進全国大会佐賀県実行委員会

所 管 課 く ら し の 安 全 安 心 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【第５回食育推進全国大会佐賀県実行 

委員会負担金関係】 

（１）実行委員会規約や規程の作成で、

所管課としての指導的役割が果たさ

れていなかった。 

第５回食育推進全国大会佐賀県

実行委員会規約は、所管課職員が

事務局職員を兼務し作成していた

 

 

○  今回の結果を受けて、事務局内部の

決裁手続きや実行委員会規約の予算、

決算、監事の設置等、総会での議決事項

について指導を行った。 
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が、総会の権能として、最も重要な

予算・決算や、監事の設置について、

当該規約に規定していなかった。

予算の大部分が県の負担金であった

としても、資金の使途は、総会の総

意で決定すべきものであり、実行

委員会規約の中に規定すべきであっ

た。 

また、予算・決算を事務局の分掌

とした実行委員会事務局規程の素案

作成に当たって、本部長及び副本部

長の判断を仰ぐべきであった。 

 

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人麗風会 

所 管 課 長 寿 社 会 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県軽費老人ホーム事務費補助金 
関係】 

（１）補助金申請書等の審査や団体への

指導を徹底すべきものがあった。 

   佐賀県軽費老人ホーム事務費補助

制度では、補助金の交付を受ける

施設は、年１回、利用料の見直しの

ために、施設利用者の収入階層認定

を行うこととなっているが、証拠書

類の確認が不十分で、認定を誤り、

補助金を過大に申請しているものが

あった。また、補助金申請書及び実

績報告書について、「佐賀県軽費老人

ホームのサービス提供費用等の額に

関する要領」の規定に沿って記載さ

れていないものもあった。 

   所管課においては、補助金申請書

等の審査や団体への指導を、徹底さ

れたい。 

 

   ア 利用者の収入認定を誤り、利

用者からの事務費徴収額（サー

ビス提供料）を過少に算定し、

結果、補助金を過大に受領して

 

 

○  監査調書項目の着眼点の中に、入所

者の対象収入に関する項目を増やし、

認定誤りをなくすよう注意を促すと

ともに、施設への説明会開催時に次の

とおり指導を行った。 

・施設の入所者に、入所費用の一部

が公的資金により補助されている

ことを徹底して認識させること。 

・入所者の対象収入を必ず公的書類

で確認し、証拠書類が不十分にな

らないようにすること。 

また、団体から提出される補助金申請

書及び実績報告書が、規定に沿った内容

で誤りなく記載されるよう審査、指導を

徹底したい。 
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いた。 

平成２１年度補助金返還額： 

４４３，０００円

   イ 補助金申請書及び実績報告書

の記載内容に誤りがあった。 

     事例：１施設当たり平均勤続

年数の記載誤り 

 

 

１－３ 公の施設の指定管理団体関係 

１－３－１ 公の施設の指定管理団体に対するもの 

監 査 対 象 機 関 
社会福祉法人佐賀ライトハウス 

（佐賀県立点字図書館） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２２日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県立点字図書館関係】 

（１）郵便物の発送で、不適正な取り扱

いがなされていた。 

   運営懇談会の開催に当たって、

ボランティアに開催通知を郵送して

いるが、それを第四種郵便扱いで

行っていた。 

 

【所管課 障害福祉課】 

○  指摘を受けた後は、適正に発送する

よう指導した。 

 

 

 

２ その他指摘事項・検討を要する事項に係る措置事項 

２－１ 各団体に対するもの 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県芸術文化育成基金 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月  ５日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）決裁規程に基づき、決裁されていな

いものがあった。  

当基金の決裁規程では、「理事会の

招集及び議案の提出」、「寄附行為及び

諸規程の制定並びに改廃」等は、理事

長決裁（副理事長代決可）になってい

るが、全て事務局長決裁となってい

た。 

 

 

 

【所管課 政策監グループ、社会教育・

文化財課】 

○  決裁規程に基づき、決裁することを

徹底した。 
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（２）公印規程の整備について、検討を要

するものがあった。 

   公印は、一般会計用１個と特別会計

用５個の計６個が使用されており、

新公益法人制度改革への対応方針も

考慮しつつ、公印規程の整備について

検討されたい。 

 

（３）特別会計に係る寄付金収入の取扱い

について、適正でないものがあった。

   寄付金（図録、グッズの頒布）の際

に、領収書が発行されていなかった。

 

吉野ヶ里遺跡保存整備特別会計、 

名護屋城博物館、博物館・美術館、

佐賀城本丸歴史館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）図録の管理について、適正でないも

のがあった。 

   名護屋城博物館で開催された、 追

悼「日本芸術会員中里逢庵」展で、 

基金特別会計から図録が購入（２００

○  公印規程を整備した。 

 

 

 

 

 

 

 

○  寄付金（図録、グッズの頒布）の受

入の際は、希望者へ領収書を発行して

いたが、現在は、現金受領の面から、

頒布者全員に領収書又は、レシート発

行を行っている。 

【吉野ヶ里遺跡保存整備特別会計】 

 希望者へのみ領収書を発行してい

たが、現在は、頒布者全員に発行し

ている。 

なお、事務の軽減を図るため、レ

シートでの発行を検討している。 

 

【芸術文化普及特別会計】 

（博物館・美術館) 

現在、頒布者全員に領収書を発行

している。 

   なお、事務の軽減を図るため、レ

シートでの発行を検討している。 

（名護屋城博物館） 

現在、頒布者全員に領収書を発行

している。 

なお、事務の軽減を図るため、レ

シートでの発行を検討している。 

（佐賀城本丸歴史館) 

 現在、図録等の頒布の際には、レ

ジスターによるレシートを発行して

いる。また、領収書が必要な方には、

その都度発行している。 

 

○  中里逢庵展図録等、特別会計で購入

した贈呈用図録は、図録贈呈表により

贈呈先、日付、部数等を記帳するとと

もに、図録在庫表で毎月の在庫管理を

行っていた。 
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部１００千円）されているが、物品

管理簿等で管理されていなかった。 

 

芸術文化普及特別会計 

（名護屋城博物館） 

 

（５）事業の執行で、県事業と財団事業と

の役割分担について、不明確なままに

支出されているものがあった。 

   名護屋城博物館で、県事業である特

別企画展「肥前名護屋城と『天下人』

秀吉の城」が開催されているが、経費

の一部（警備委託料等）が財団事業か

ら支出されていた。 

当財団の事務局を兼ねている県が、

財団事業としての位置付け（財団の事

業計画への計上、理事会の承認）を明

確にした上で、事業執行すべきであっ

た。 

 

しかし、これらの帳簿は、図録名の

みで管理しており、県費図録との区分

が明確でなかったため、平成２３年度

から基金図録の表示を行い、県費図録

との区分を明確にした。 

 

○  特別企画展の経費の一部について

は、財団事業計画に具体的に計上して

いなかったが、「各種展覧会関連イベン

ト」予算に該当すると判断し、支出を

行った。 

今後、このようなことがないよう、

事業の執行に当たっては、財団事業と

して明確な位置づけを徹底していく。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 

財団法人佐賀県女性と生涯学習財団 

(佐賀県立男女共同参画センター・佐賀県

立生涯学習センター) 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２９日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）理事の異動で、主務官庁に届けら

れていないものがあった。 

   財団寄附行為第１７条第６項に

は、理事に異動があったときは、２

週間以内に登記し、登記簿の謄本を

添えて、遅滞なく、その旨を主務官

庁に届出なければならないと規定さ

れているが、登記は行われているの

に、県の主務課への届出は行われて

いなかった。 

 

（２）予算の補正について、主務官庁に

届け出られていないものがあった。 

   財団会計規程第１６条には、予算

の補正をするときは、理事長は補正

【所管課 男女参画・県民協働課（佐賀県

立男女共同参画センター）、社会教育・文

化財課（佐賀県立生涯学習センター）】 

○  監査後は、主務課である男女参画・

県民協働課と社会教育・文化財課に、

その旨の届出を行った。 

 

 

 

 

 

○  監査後は、主務課である男女参画・

県民協働課と社会教育・文化財課に、

その旨の届出を行った。 
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予算を編成して、理事会の承認を得

て、主務官庁に届出なければならな

いと規定されているが、理事会の承

認は得られているのに、県の主務課

への届出は行われていなかった。 

 

（３）非常勤役員への謝金支払の根拠に

ついて、明確でないものがあった。 

   財団寄附行為第２１条には、「役員

は無給とする。ただし、必要な場合

には有給とすることができる。」とさ

れ、同条第３項には、前２項に関し、

必要な事項は理事会の議決を経て、

理事長が別に定めるとされている

が、非常勤役員への理事会開催時の

謝金支払は、同項に基づき理事長が

別に定めておらず、支払根拠が明確

となっていなかった。 

 

【公の施設：佐賀県立男女共同参画セン 

ター・佐賀県立生涯学習センター関係】

（１）指定管理業務報告書の様式で、検

討を要するものがあった。 

管理運営業務の報告で、県の委託

料で購入された備品が事業報告書に

記載されていなかった。 

   ・テレビ１台  ９７，５００円 

   ・給与ソフト１式５９，８５０円 

        計  １５７，３５０円 

 

（２）会計規程の見直しを要するものが

あった。 

   指定申請書において、警備、清掃、

建築設備保全、舞台等管理業務に

ついては、蓄積されたノウハウを

活用し快適で安全な施設管理を行う

ために、申請時点の契約業者と随意

契約する旨計画し、指定管理者の

指定後、この計画に基づき、単一業

者との随意契約を行っていたが、

財団会計規程では、単一業者との

契約についての規定が明記されてい

 

 

 

 

 

 

○  平成２３年６月７日の理事会の議決

を経て「非常勤役員の報酬及び費用弁

償に関する規程」を制定し、謝金支払

いの根拠を明確にした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  監査後は、県の委託料で購入した備

品については、必ず事業報告書に記載

することとした。 

  なお、平成２２年度は県の委託料で

購入した備品がないため、事業報告書

上の記載はない。 

 

 

 

○  平成２３年４月１日付けで財団会計

規程の一部改正を行い、警備、清掃、

建築設備保全、舞台等管理業務につい

ては、申請時点の契約業者と随意契約

する旨を明記した。 
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なかった。会計規程を見直されたい。

 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県環境クリーン財団 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２５日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）資金運用で、検討を要するものが

あった。 

事務監査日現在で、廃棄物処理

事業特別会計預金に約１．６億円、

環境保全基金預金に約１．４億円の

資金が普通預金で管理されていた。

地元協議を要するものもあるが、

資金を有効に活用するよう検討され

たい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【財団法人佐賀県環境クリーン財団運営 

費補助金関係】 

（１）事業の執行時期について、適正で

ないものがあった。 

産業廃棄物啓発学習推進事業で、

高度処理施設案内設備として屋外展

示用パネル３枚が平成２２年１月

１５日、循環型社会の啓発物品とし

て下敷き２，０００枚が平成２２年

１月２６日、展示パネル１７枚が

平成２２年３月３０日に納品されて

いた。 

 

【所管課 循環型社会推進課】 

○  廃棄物処理事業特別会計預金につい

ては、事務監査の翌日(平成２２年９月

２日)に大口定期預金にしたほか、以

降、随時資金需要に留意しながら運用

を行っている。 

環境保全基金預金は、地域振興の

一環として造成された資金で、地元が

実施する事業に助成するためのもので

あり、財団の純粋な資産ではない。 

  このため、資金管理については、ペ

イオフ対策を含め安全性を最優先と

考え、運用については、１千万円定期

預金し、運用益は事務費等に充当して

いるところである。 

今後とも、環境保全基金の活用に

ついては、地元と協議しながら進めて

いきたいと考えている。       

 

 

 

○  事業効果が早期に発現するよう、今

後は適正に執行していく。 
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監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県地域福祉振興基金 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月１２日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）理事会の在り方で、改善を要する

ものがあった。 

議案が事前に配付されていないに

もかかわらず、委任状が提出されて

おり、さらに、委任先が空欄となっ

ているものもあった。事実上の白紙

委任状態となっているものがあり、

理事会の在り方について検討された

い。 

 

（２）役員就任承諾日について、不明な

ものがあった。 

   監事の就任承諾書の日付が空欄と

なっていた。 

 

【地域福祉活動推進事業関係】 

（１）資金の有効利用について、検討を

要するものがあった。 

年間支出額（12,080,587 円）を超

える繰越金（34,786,586 円）があっ

た。助成金の公募や基本財産に積み

立てる等資金の有効利用を検討され

たい。 

 

 

 

 

 

（２）助成事業の実績報告書の確認で、

不適切なものがあった。 

県社会福祉協議会から当財団に提

出された実績報告書に、下記のよう

な不備があった。 

① 記載誤り 

項  目 正 誤 

住 民 福 祉 セ

ーフティ ネ

ッ ト 充 実 強

2,211,000 円 2,760,000円

【所管課 地域福祉課（地域福祉活動推

進事業）、長寿社会課（高齢者保健福祉推

進事業）】 

○  平成２３年度からは、各理事の意見

をより反映するために、事前に議案書

を送付し、欠席者には、書面により表

決をいただくよう改めた。 

 

 

 

○  今後は、日付等の漏れがないよう適

切な事務処理を要請した。 

 

 

 

 

○  地域福祉活動推進事業は、（福）佐賀

県社会福祉協議会が市町社会福祉協議

会と共同で実施する事業に対して助成

を行うものであり、（福）佐賀県社会福

祉協議会が事業を計画する際に市町社

会福祉協議会のニーズをより反映させ

るよう改善を図っている。 

なお、既に平成２２年度からは単年

度の運用収入を超える額の助成事業を

実施しており、繰越金の一部を充当し

ている。 

 

○  記載事項の誤りについては、以後こ

のようなことがないよう、記載内容の

確認作業等の徹底を平成２３年３月

１４日に要請した。 
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化 事 業 に お

ける 市町社

会福祉 協議

会への事務

交付額 

ま ち づ く り

モ デ ル 事 業

支 援 の 助 成

金額 

300,000 円× 

9 事業 = 

2,700,000 円 

300,000 円×

8 事業 = 

2,400,000円

助 成 金 の 積

算額 
8,683,000 円 8,932,000円

② まちづくりモデル事業支援とし

て、Ａ町ボランティア推進協議会

に３０万円支出されていたが、

添付されていたＡ町ボランティア

推進協議会の決算書には当助成金

が計上されていなかった。 

③ 「しあわせ体感！福祉のまちづ

くり」プロジェクトとして、Ｂ市

社会福祉協議会へ１００万円助成

されているが、Ｂ市社会福祉協議

会から提出された決算見込書（抄

本）には証明の日付も押印もなか

った。 

以上のように杜撰な事務処理がな

されており、この実績報告書を担当

者以外がチェックしたことを確認で

きなかった。実績報告書の審査に不

備があるので、改善されたい。 

 

（３）団体の事業報告書の記載で、誤っ

ているものがあった。 

住民福祉セーフティネット充実

強化事業における市町社会福祉協議

会への事務費交付額の記載に誤りが

あった。 

 

（正）Ｃ市    ９６，０００円 

Ｄ市  １０２，０００円 

（誤）Ｃ市  １０２，０００円 

Ｄ市    ９６，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後は、助成先団体に対する指導及

び（福）佐賀県社会福祉協議会におけ

る関係書類の確認作業の徹底を、平成

２３年３月１４日に要請した。 

 

 

○  今後は、市町社会福祉協議会に対す

る指導及び（福）佐賀県社会福祉協議

会における実績報告書の審査の徹底

を、平成２３年３月１４日に要請した。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  記載内容の正確さを期するよう確認

作業等の徹底を、平成２３年３月１４

日に要請した。 
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【高齢者保健福祉推進事業関係】 

（１）実績報告の確認で、改善を要する

ものがあった。 

地域福祉振興事業助成金は、平成

２１年度分から領収書の添付が求め

られたが、社会福祉法人Ｅ町社会福

祉協議会の助成は、助成額も大きく、

減額変更等もあり、領収書に代え、

現場確認が予定されていたにもかか

わらず、事務監査日現在で現場確認

も未実施であった。なお、現場確認

実施の有無にかかわらず、領収書提

出を求めるべきであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）額の確定時期について、遅れてい

るものがあった。 

平成２１年度地域福祉振興事業

助成金の額の確定が行われていなか

った。（平成２０年度は平成２１年６

月に額確定） 

返納を要する案件もあり、額の確

定は早期に行われたい。 

 

 

 

（３）基金の運用について、改善を要す

るものがあった。 

高齢者保健福祉推進事業会計の

流動資産の平成２１年度残高につい

 

○  助成金の適正使用を審査するため

に、実績報告において、領収書等の証

憑書類を確認しているが、Ｅ町社会福

祉協議会にあっては、事業規模が大き

く、また、助成対象経費に人件費が含

まれていることもあり、実地監査の対

象とした。これは一般に事業所におけ

る労働者への賃金の支払いは、口座振

替によって行われていることや、事業

所が雇用する労働者全員を対象に社会

保険料や雇用保険料を計算し、納付し

ていることもあり、当該助成事業だけ

を切り出して領収書を添付させること

は事実上困難であることなどを総合的

に判断したものである。 

事務監査日時点では、実地監査は

未実施であったが、既に実施の予定は

計画されており、事務監査の際にも、

その旨説明しているが、今後は、早急

に実施することとしている。 

本来、事業実績の確認は、実地によ

る監査等によるものが望ましいと理解

しているが、助成件数が多く、全ての

助成団体に対する実地監査は難しいた

め、領収書の提出を求めている。 

 

○  助成金の額の確定は、毎年行って

いるが、平成２１年度分の額の確定に

ついては、６６件３，３００万円を超

える事業実績報告書の点検作業を行う

必要があり、また、前年度までの確認

作業に加え、領収書の点検を行うこと

としたため、相当の時間を要し、結果、

事務監査実施日までに行うことができ

なかった。今後は、できるだけ早い時

期に額の確定を行うこととする。 

 

○  流動資産(繰越金)については、既に

平成２２年度から普通預金、定期預金、

国庫短期証券等で管理している。 

また、繰越金の額が単年度の予算額
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ては、予算額（41,390,000 円）をは

るかに超える金額（131,242,472 円）

が無利子の決済性普通預金で管理

されていた。事業費規模の見直し等

も含め、資産の有効活用について

検討されたい。 

 

よりはるかに多いが、これは、基金の

有効活用のため、満期以前の債券を有

利な債券に預け替えを行ったことによ

る売買の差益が発生したためである。

今後、現在のような低金利の状況が

続いた場合、必要な事業費が単年度の

運用収入だけでは賄えないことも考え

られるため、相当額を保持しておく

必要がある。 

なお、平成２２年度からは事業助成

費に繰越金の一部が充当されている。 

また、助成事業の募集についても、

テレビ、ラジオ、インターネット、新

聞の活用、イベントへの参加等により、

事業の拡充を図っている。 

 

 

監 査 対 象 機 関 
財団法人佐賀県長寿社会振興財団 

(佐賀県介護実習普及センター) 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２２日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県明るい長寿社会づくり推進事業 

費補助金関係】 

（１）手当の支給誤りで、補助金返還を

要するものがあった。 

① 扶養手当の認定月日の誤りで、

過払いを生じているものがあっ

た。 

    扶養手当の支給は、財団の職員

給与規程では、佐賀県職員給与条

例を準用すると規定されている

が、職員１名の扶養親族届につい

て、平成２１年４月１日の事実発

生、平成２１年６月３０日届出で、

平成２１年７月からの認定となる

が、平成２１年４月から認定され

ていたため、人件費、社会保険料

及び雇用保険料で、５７，２００

円の過払いが生じていた。 

 

  ② 期末手当の算定誤りで、過払い

【所管課 長寿社会課】 

 

 

 

○  指摘に従い、認定日を７月１日とし、

扶養手当分を県に返還した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  指摘に従い、特例措置分を県に返還
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を生じているものがあった。 

    期末手当については、財団の

職員給与規程では、佐賀県職員給

与条例を準用すると規定されてい

るが、平成２１年１２月に支給さ

れた期末勤勉手当については、県

で実施された平成２１年１２月支

給の期末手当の特例措置が適用さ

れていなかったため、過払いが生

じていた。 

 

財団職員人件費（補助金交付額） 

実績報告額（Ａ） 

       ２６，７９８，８１３円 

修正報告額（Ｂ） 

       ２６，７２９，０５９円 

    補助金返還額（Ａ－Ｂ） 

          ６９，７５４円 

    うち扶養手当に係る返還額 

           ５７，２００円 

    うち１２月支給期末手当に係る 

返還額    １２，５５４円 

 

【公の施設：佐賀県介護実習普及センター 

関係】 

（１）光熱水費等の維持管理費の経費の

按分方法について、適正でないもの

があった。 

   維持管理費等の支出については、

当施設に入居している財団、指定管

理経費、県老人クラブ連合会で応分

の負担をすることとなっているが、

按分率に基づく支出がなされていな

かった。 

 

 ・財団で決定された按分率  支出の際の按分率

  財団負担分 ４４％ → ４４％ 

  指定管理分 ４６％ → ５６％ 

（決算上は、１０%分が多めに計上）

  県老ク連分 １０％ → 年度末に一括して

１ ０ ％ 相 当 額

（４２６，３８０円）

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  指摘に従い、維持管理費等について、

決定した按分率に基づいて支出を行

い、適正な指定管理経費の実績報告を

行うこととした。 
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を徴収し、財団の

収入に受入れら

れ、適正な指定管

理経費の実績報告

とはなっていなか

った。 

 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県臓器バンク 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月１４日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）事業報告書に、財団法人佐賀県臓

器バンクの業務と社団法人日本臓器

移植ネットワークの業務とが混在し

て記載されていた。 

   事業報告書に（財）佐賀県臓器バ

ンクの業務と（社）日本臓器移植ネ

ットワークの業務とが混在して記載

されており、どの記述が（財）佐賀

県臓器バンクの業務なのか不明確で

あった。 

   （財）佐賀県臓器バンクの業務と

（社）日本臓器移植ネットワークの

業務とは明確に区分して記載された

い。 

 

（２）知事への届出・報告を要するもの

で、行われていないものがあった。 

寄附行為第１０条及び第１２条

で、事業計画、予算に関する書類、

事業報告及び決算に関する書類は、

知事に届出・報告をしなければなら

ないとされているが、届出・報告が

行われていなかった。 

 

（３）理事会の在り方で、改善を要する

ものがあった。 

   議案が事前に理事に対し配付され

ていないにもかかわらず、委任状が

提出されており、事実上の白紙委任

状態となっているものがあった。さ

【所管課 健康増進課】 

○  （財）佐賀県臓器バンクに係る事業

報告をする上で、コーディネート業務

に関する情報が必要な点もあるが、平

成２２年度事業報告書においては、

（財）佐賀県臓器バンクの事業報告の

記載とは明確に区分し、参考資料とし

て整理して必要な情報を掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２３年３月２４日付けで、「一般

社団法人及び一般財団法人に関する法

律」(以下「法人法」という。）の規定

に則し、認可された変更後の定款では、

事業計画及び予算に係る届出義務、事

業報告及び決算に係る報告義務を削除

した。 

 

 

○  法人法の規定に即し、平成２３年３

月２４日付けで認可された変更後の定

款第３６条第２項の規定により、「法人

法第１９７条において準用する法人法

第９６条の要件を満たしたときは、理

事会の決議があったものとみなす。」こ
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らに、委任先及び委任の日付が、空

欄のまま提出されているものがあっ

た。 

 

 

 

 

（４）電気料の支払方法について、適正

でないものがあった。 

   県からの受託事業実施のため別

団体庁舎の１室を借り受けていた

が、庁舎使用に伴う電気料の支払に

ついては、本来、別団体からの請求

に基づき、電気料の負担分を別団体

に支払うべきところ、支払先は九州

電力（株）であるとし、別団体が九

州電力（株）に支払う費用の一部と

して支払われていた。 

 

   別団体：財団法人 

佐賀県総合保健協会 

 

（５）県委託事業の会計処理について、

適正でないものがあった 

   県委託事業で、精算に伴う返還金

が生じており、決算においてこの返

還金は本来、未払金として計上すべ

きであったが、次期繰越収支差額と

して計上されていた。    

   県委託料返還金 

  骨髄移植普及啓発事業業務委託 

  ８２４，７０８円 

    臓器移植普及啓発事業業務委託 

   ７１，４７８円 

   合  計  ８９６，１８６円 

   財団決算計上 

  臓器バンクふるさと雇用特別 

会計次期繰越収支差額 

          ８９６，１８６円 

 

ととなった。 

  このため、今後は上記法律の規定に

基づく手続を行うことになり、この

場合は、事前の提案や適切な「同意の

意思表示」を徴する等、的確な手続を

行う。 

 

○  （財）佐賀県臓器バンクが受託実施

した平成２２年度ふるさと雇用再生基

金事業に要した電気料の経理処理につ

いては、（財）佐賀県総合保健協会から

の当財団負担分の請求に基づいて、同

協会に支払う処理に改めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２２年度委託事業の精算におい

て、返還金が生じたため、決算におい

て未払金として計上し、処理した。 
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監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県食鳥肉衛生協会 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ７月２３日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）理事会の委任の在り方で、改善を

要するものがあった。 

理事会開催に当たって、欠席の

場合は委任状の提出を求めている

が、表決権の委任先が議長に特定

されていた。委任先は理事の意思

により記載されるべきものであり、

委任の在り方を検討されたい。 

 

（２）嘱託職員の就業規則で、是正すべ

きものがあった。 

   常勤以外の職員として嘱託職員

（検査担当）を雇用し、嘱託職員の

就業規則として財団法人佐賀県食鳥

肉衛生協会嘱託職員の就業に関する

要綱（以下「要綱」という。）が整備

されている。労働基準法第３９条第

３項に基づき、短時間労働者につい

ても、法定の要件を満たせば、年次

有給休暇を与える必要があるが、要

綱では、年次有給休暇の取得に関す

る規定が設けられていなかった。 

 

【所管課 生活衛生課】 

○  理事会開催通知の際に、欠席の場合

に使用する委任状様式について、平成

２２年８月臨時理事会から、指摘の委

任先は空欄として、送付するよう改善

した。 

 

 

 

○  「財団法人佐賀県食鳥肉衛生協会嘱

託職員の就業に関する要綱」を改正し、

平成２３年４月１日付けで施行した。 

 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
財団法人佐賀県地域産業支援センター

（佐賀県地域産業支援センター・佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター）

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月１９日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）賛助会員加入促進活動で、不十分

なものがあった。 

賛助会員は、平成１６年度当初

４１２会員、７６７口であったが、

平成２２年７月末現在では３７０会

員、６５３口となっている。この間、

組織的な新規加入促進依頼として

は、解散した財団法人佐賀経済調査

【所管課 新エネルギー・産業振興課（佐

賀県地域産業支援センター・佐賀県立九

州シンクロトロン光研究センター）、雇用

労働課、商工課】 

○  賛助会員加入促進のため、財団と関

連のある企業に対して、賛助会員に加

入していただくよう依頼を行った。 

  その結果、平成２２年度は１１社
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協会会員に対し、平成２０年度に行

った文書依頼程度となっており、

平成１６年度以降の新規賛助会員

は、平成１６年度１会員、平成２０

年度４会員のみとなっていた。賛助

会費は当財団の貴重な財源であり、

賛助会員加入促進に努められたい。 

 

（２）賛助会員加入申込書の保存方法に

ついて、不適切なものがあった。 

平成２０年度の新規賛助会員の加

入申込書は、賛助会員加入申込書綴

に綴じずに賛助会員の一般文書に綴

じ込み倉庫に保管されていた。加入

申込書は、賛助会費の根拠になるも

のであり、申込書綴として適切に保

管されたい。 

 

【佐賀県地域産業支援対策事業費補助金

関係】 

（１）財務規程で、見直しの検討を要す

るものがあった。 

   県補助金交付要綱第７条におい

て、売買、その他の契約をする場合

は、一般の競争に付すこととし、一

般の競争が困難若しくは不適当であ

る場合は、指名競争又は随意契約に

よることができると規定されている

が、財団の財務規程では一般競争

入札の規定がなく、契約に当たって

は、指名競争入札又は随意契約が実

施されていた。より一層競争原理を

働かせるため、財務規程の見直しを

検討されたい。 

 

【佐賀県技術振興等補助金関係】 

（１）物品の管理事務手続きについて、

適正でないものがあった。 

   補助事業で実施した試験委託で取

得した物品について、委託契約書第

１２条第３項に基づき、委託期間終

了後も受託者に継続して使用させて

（２３口）から加入していただいた。 

  平成２３年度においても、既に７社

に対して賛助会員に加入していただく

よう依頼しているところである。 

 

 

 

 

○  不適切な保存方法の指摘を受け、当

日、監査担当者に確認の上、平成１８

～２０年度の賛助会員加入申込書を

当該綴に綴っている。 

  今後は、この度の指摘を踏まえ、適

切に保存する。 

 

 

 

 

 

 

○  一般競争入札の導入に当たっては、

実施する上での課題等を整理し、検討

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  委託期間終了後において、取得物件

を継続して使用させる場合は、受託先

より申請を受け、必要と認める場合は

承認するようにする。 

  平成２３年度より規定を作成。受託

先より無償貸付申請を出してもらい、
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いたが、受託者からの継続使用申請

を徴しておらず、また、使用承諾の

決裁を行っていなかった。 

    

物品名 ：紫外可視分光光度計  

  取得価格：７７０，０００円（１台）

 

 

【中小企業勤労者福祉サービスセンター 

事業運営費負担金関係】 

（１）資金運用で、改善を要するものが

あった。 

   年間のほとんどの期間で、2,000 万

円前後の資金が普通預金で管理され

ていた。 

   資産が有効に活用されているとは

言い難い状況なので、資産の有効活

用について検討されたい。 

 

【公の施設：佐賀県地域産業支援センター 

関係】 

（１）仕様書に定める指定管理業務にか

かる自己評価が、実施されていなか

った。 

仕様書では、業務の質とサービス

の向上を図ることを目的に、利用者

等から施設運営に関する意見・要望

等のアンケート調査を実施し、定期

的な自己評価を実施することとされ

ているが、実施されていなかった。 

 

（２）行政財産使用許可に係る維持管理

費の負担方法について、適正でない

ものがあった。 

   財団法人佐賀県地域産業支援セン

ターは、指定管理施設の一部（事務

所等）を行政財産の使用許可を受け

て使用している。使用料は免除であ

るが、使用物件の使用に伴う管理費

については使用者負担となってい

る。使用に伴う管理費の負担につい

て調査したところ、電気料のみが負

財団から必要に応じて承認する（承認

は文書。）。 

  なお、紫外可視分光光度計について

は、平成２３年６月２０日付けで継続

使用申請を受け付けている。 

 

 

 

 

 

○  サービスセンターの運営に支障をき

たさない範囲で、定期預金等の運用を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  意見聴取により得られた評価への

対応は随時講じていたが、指摘後、平

成２１年度自己評価を実施し、県に対

し平成２２年９月２２日付けで報告を

行ったところである。なお、平成２２

年度の自己評価は、平成２３年４月

２５日付けで報告を行った。 

 

 

 

○  使用物件の使用に伴う管理費負担に

ついては、光熱水費及び管理の項目毎

に、負担基準（面積比又は人数比）を

協議した結果、当財団が指定管理者に

対して応分の負担をすることとなっ

た。 

  年度協定書における管理委託料の額

は、協議結果を踏まえ、平成２２年度

の金６，８１６，０００円から、平成

２３年度では金３，８０４，９８４円

となった。 
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担され、水道・下水道料、ガス代、

建物の維持管理に要する経費（警備、

清掃等）等が負担されていなかった。

   施設管理については、指定管理者

が実施していることから、使用に伴

う管理費は、財団法人佐賀県地域産

業支援センターが指定管理者に対し

て、応分の負担をすべきである。 

 

（３）施設の利用に関して、努力すべき

ものがあった。 

   貸研究開発室６室のうち、平成

２２年３月末の利用は１室のみとな

っている。 

   利用者の確保に努力されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  事務監査当時（平成２２年９月３０

日）の貸研究開発室の利用は２室であ

ったが、財団ホームページや年度当初

の事業説明会などにおける広報の結

果、平成２３年１月に１室、平成２３

年６月に１室入居されたことにより、

平成２３年６月現在、４室入居、２室

が空きの状況である。 

  今後とも、引き続き広報等を行い、

利用促進に努めていく。 

 

 

監 査 対 象 機 関 
公益社団法人佐賀県農業公社（旧：社団

法人佐賀県農地保有合理化事業公社） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１１月  １日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）理事会の在り方で、改善を要する

ものがあった。 

代理人が大半で、理事会が開催

されていた。理事会の在り方につい

て検討されたい。 

 

【佐賀県農地保有合理化促進対策費補助 

金関係】 

（１）事業の実績確認が不十分なまま県

へ実績報告書が提出されているもの

があった。 

   農地保有合理化促進対策費補助金

の実績報告書は、県に平成２２年４

月２８日付けで提出されたが、同補

助金を使用した公社から市町への

農地保有合理化事業等業務委託で

【所管課 農産課、農山漁村課（特定鉱

害復旧事業）】 

○  平成２３年４月１日付けの公益法人

への移行に伴い、理事会については本

人の出席が必須となっている。 

 

 

 

○  適正な事務を行うよう指導を行い、

市町からの事業実績の確認後に県への

事業実績報告を行うよう是正された。 
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は、平成２２年５月１０日付けで

市から公社に実績が報告されたもの

があり、事業の実績確認が不十分な

まま、県へ実績報告書が提出されて

いた。 

 

 

 

 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県青年農業者育成センター

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月  ７日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）会計規程に定める取扱いをなされ

ていないものがあった。 

   収支予算書及び収支決算書に記載

している勘定科目の表記が、会計

規程に定める勘定科目と一致してい

なかった。新公益法人制度改革への

対応に向けて、会計規程を見直され

たい。 

 

（２）一般会計への繰出金の増額を検討

されたい。 

   一般会計で計上されている就農

支援資金貸付事務費の財源として、

就農支援資金貸付金特別会計から

貸付原資残額の運用益を繰り出され

ているが、貸付金特別会計で正味

財産が増加していた。これは、貸付

原資残額の運用益が、全額一般会計

へ繰り入れられていないためであ

る。特別会計で正味財産を増加させ

る必要がないことから、県からの

補助金を減額できるよう特別会計の

運用益から一般会計への繰出しの

増を検討されたい。 

 

（３）理事会の在り方で、改善を要する

ものがあった。 

   議案が事前に理事に対し配付され

ていないにもかかわらず、委任状が

提出されており、事実上の白紙委任

状態となっているものがあった。 

【所管課 農産課】 

○  新公益法人制度改革への対応も含

め、平成２０年公益法人会計基準に即

した会計規程へと改正を行い、平成

２３年度から適用している。 

 

 

 

 

○  平成２３年度予算においては、就農

支援資金貸付事務費に運用益の全額を

使用するようにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２３年３月に開催した理事会

から、開催１週間前までに理事に対し

議案書等を配付するよう改めた。 
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（４）理事に対する報償費及び旅費の支

給の扱いを明確にされたい。 

   財団では、佐賀県職員に準じて

支給するとされているが、理事会

出席に当たって、報償費と旅費が

支給されている理事と支給されてい

ない理事がいたので、支給の基準を

明確にされたい。 

       

（５）当法人の文書開示事務取扱要領

第５に規定する検索資料が未作成で

あった。 

   財団法人佐賀県青年農業者育成セ

ンター法人文書開示事務取扱要領 

第５ 法人文書の検索資料の作成等 

１ 検索資料の作成及び送付 

育成センターは、検索資料

として管理する法人文書に係

る文書分類表、文書分類表細

別、完結文書目録、永久保存

文書目録、永久保存文書件名

目次集、保存文書引継目録、

保存文書件名目次集及び電磁

的記録簿を作成するものと

する。 

 

 

○  通例的に農業者の理事にのみ、報償

費及び旅費を支給し、その他の県職員

及び農業関係機関・団体の理事につい

ては、支給をしていない。 

指摘のとおり、支給の基準を旅費規

程に明記していないため、規程の改正

を検討していきたい。 

 

 

○  監査後直ちに、法人文書の検索資料

を作成した。 

 

 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
社団法人佐賀県園芸農業振興基金協会 

(旧：社団法人佐賀県野菜価格安定基金協会)

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ９月  ２日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）理事会の在り方で、改善を要する

ものがあった。 

   議案が事前に役員に対し配付され

ていないにもかかわらず、書面議決

書が提出されていた。 

   また、理事の代理人が出席して

いるが、代理権を証する書面がなか

った。 

   理事会の在り方について検討され

【所管課 園芸課】 

○  前もって資料を配付するなど、今後

は必要なプロセスをとることとする。 

  理事が出席できない場合は、議決権

を代理人に委任する旨の書面を徴する

などして、代理権を明確とするよう改

善する。 
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たい。 

 

【佐賀県野菜価格安定対策事業費補助金 

関係】 

（１）事業計画の提出について、遅れて

いるものがあった。 

   佐賀県野菜価格安定対策事業費

補助金で実施される契約特定野菜

安定供給事業は、食品製造業等の

実需者と取引契約を締結している共

同出荷組織等に対し、対象出荷期間

内に対象野菜の価格が著しく下落し

た場合に、共同出荷組織等が生産委

託している生産者に、共同出荷組織

等が補給金を交付するための補給

交付金などを交付する事業である。

県実施要領では、同事業を実施しよ

うとするときは、あらかじめ、事業

計画を提出するよう規定されている

が、業務対象期間が事業計画提出日

の前となっているものがあった。 

 

   事業計画の提出日 

    平成２１年６月２５日 

   補給交付金対象出荷期間 

  平成２１年４月～５月（いちご）

 

 

 

 

 

○  事業計画書については、当協会の定

款において、事業計画の制定が総会の

議決事項となっていることから、これ

までは、通常総会後の６月提出が慣例

となっていたが、今後は、事業年度開

始前に臨時総会を開催し、事業計画を

制定することとする。 

 

 

監 査 対 象 機 関 

財団法人佐賀県教育文化振興財団 

（佐賀県北山少年自然の家・佐賀県黒髪少年自然

の家・佐賀県波戸岬少年自然の家） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月  ７日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県北山少年自然の家・ 

佐賀県黒髪少年自然の家・佐賀県波戸 

岬少年自然の家関係】 

（１）利用料金の設定で、検討を要する

ものがあった。 

   ２期目の指定管理から利用料金制

が導入され、利用料金は、宿泊利用

料と日帰り利用者の施設利用料（体

【所管課 社会教育・文化財課】 

 

 

○（設置目的外利用者に対する利用料金

の設定について） 

 少年自然の家では、設置以来、開か

れた施設として、青年団体の研修や企

業研修等についても広く受け入れてき
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育館、研修室等）が設定されている

が、宿泊者については施設利用料が

徴収されていない。 

   しかしながら、利用者の中には、

施設の設置目的に該当しない利用

として、企業の職員研修等に利用

する団体も含まれ、利用方法として

は宿泊及び研修室等の長時間占有が

多い。 

設置目的外の利用者に対する利用

料金の設定については、別料金(割増

加算)等の利用料金の設定を検討

されたい。（北山、黒髪、波戸岬の３

施設） 

また、施設利用者の増加を図るた

め、施設を活用した団体主催の自主

事業が開催されているが、実施経費

に見合う参加料が徴収されていな

い。参加者から応分の負担を求める

など参加料算定を検討されたい。 

 

（例）○○参加料 

・主催事業及び自主事業決算額 

1,336,177 円（人件費を除く。）

・   〃   に伴う収入額 

450,715 円（事業充当率 33.7%）

 

（２）財団が指定管理業務を行っている

施設で、異なった契約事務が行われ

ているものがあった。 

   財団の会計規程では、売買、賃貸

借、請負、委託その他の契約につい

ては、佐賀県の例によると規定して

いるが、佐賀県北山少年自然の家と

佐賀県黒髪少年自然の家とでは、

清掃等委託業務における予定価格

算定方法が異なっているなど、契約

事務が異なっていた。 

契約事務が各施設で異なることが

ないよう指導されたい。 

 

 

た経緯があり、指定管理者による運営

として県から委託されてからも、こう

した団体を受け入れている。 

このような企業研修等の団体につい

ても、少年団体と同じく、自然の家の

プログラムである朝の集い、夕べの集

いなどに参加することを前提としてお

り、集いでは各団体との交流など、少

年団体にとって社会人の話を聞ける貴

重な場となっている。 

こうした企業研修等団体の割増料金

については、隣県の国立青少年自然の

家、公立少年自然の家も設定しておら

ず、利用者減につながることも考えら

れ、現状のまま運営したい。 

また、平成２２年度から、学校行事

の引率者以外の２３歳以上の成人の料

金を改定(２１０円から４２０円に

変更)したばかりであり、料金改定に

ついては、利用状況を考慮し検討して

いきたい。 

 

(自主事業の参加料の設定について) 

自主事業の参加料については、実施経

費に近づけるよう参加料算定を検討し

ていきたい。 

 

○  担当者会議や研修により、各施設に

おける契約事務等の事務の統一を図る

こととした。 
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【公の施設：佐賀県北山少年自然の家 

関係】 

（１）施設利用者の増加に努力されたい。

   事業計画書に記載されている利用

者数及び利用料金とも、目標を達成

されていなかった。 

・目標延利用者数 56,200 人 

→実績利用者数   52,498 人 

（93.4%）

   ・目標利用料金額 5,282,000 円 

   →利用料金実績額 4,922,060 円 

（93.2%）

 

 

 

（２）事業計画書に記載されている自主

事業で、実施されていないものがあ

った。 

   実施されていなかった事業 

  北山出前講座 

 

（３）主催事業及び自主事業収入に係る

現金出納簿の作成及び領収書が、

発行されていなかった。 

 

（４）委託料の支払方法で、検討を要す

るものがあった。 

   施設管理業務委託については、

清掃や空調設備維持管理など月毎に

業務内容の異なるものが含まれてい

るにもかかわらず、業務毎の経費内

訳が明確にされないまま、毎月均等

に委託料が支払われていた。委託

期間や契約内容に変更が生じた場合

に、過払いとなるおそれもあるので、

委託料の経費内訳を明確にするよう

検討されたい。 

 

【公の施設：佐賀県黒髪少年自然の家 

関係】 

（１）管理運営業務で、事業計画どおり

実施されていないものがあった。 

 

 

○  平成２１年度は、新型インフルエン

ザの影響により、目標を達成できなか

ったが、平成２２年度は、年度当初か

ら、佐賀市以東の学校を中心に訪問し

て利用を呼びかけるとともに、１１月

以降には、県内大学及び久留米、福岡

市の主な大学へも訪問し、サークル、

スポーツクラブ等の利用についても広

報を行うなどの取組を行った。 

  今後とも、利用者増に向けて、学校

への働きかけを強化するなど、積極的

な広報活動を行っていきたい。 

 

○  事業を実施していながら、事業報告

書作成の際の記載漏れであった。今後

は、このようなことがないよう、適切

な処理を行う。 

 

 

○  領収書を発行するとともに、現金の

取扱については、経費精算書によって

管理するよう改めた。 

 

○  委託料の支払いに当たっては、月毎

の業務内容に応じた支払いとすること

が可能か委託業者と協議しているとこ

ろである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  パソコンの研修については、パソコ

ン操作に精通している職員が個々に
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   協定書第２０条第１項に基づき

提出された事業計画書で、施設の

管理運営に関する研修の１つとし

て、パソコン研修を実施する旨記載

されていたが、実施されていなかっ

た。 

 

（２）事業報告書の内容で、不十分なも

のや記載誤りがあった。 

（事例） 

・フィールドの開発・整備の項目の

一部で記載漏れ 

報告 

平成 21 年 8 月施設点検業務実施なし

実績 

平成 21 年 8 月 3 日点検実施 

・・・報告漏れ

・主催事業の実施日の記載誤り 

事業名：黒髪自然体験事業「黒髪

自然体験教室」（主催事業）

    報告 

    実施日 平成 22 年 3 月 25 日 

～27 日 

    実績  

実施日 平成 22 年 3 月 26 日 

～28 日 

・施設の維持及び管理に関する業務

の契約方法の記載誤り 

委託名：施設利用予約システム 

開発業務 

報告 コンペテーションによる随契

実績 単一業者との随契 

 

（３）委託仕様書の内容で、見直しを要

するものがあった。 

   清掃業務のうち日常清掃業務につ

いては、県の管理運営仕様書では、

清掃回数等は使用頻度に応じて、適

切に設定することとされている。

財団は、同業務において、委託料設

計に用いた常駐作業員の人員では、

実施困難な過剰な業務内容を記載し

指導しているため、集合研修は、実施

しなかったが、今後は、事業計画書ど

おり、職員の資質向上のためにパソコ

ン集合研修を実施するよう改めた。 

 

 

 

○  事業報告書で記載が不十分なものや

記載誤りがあった事項については、

直ちに訂正した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  宿泊棟の清掃については、日常清掃

業務仕様書では、１日１回実施として

いるが、利用者がない場合には、他の

場所を清掃するよう指示し、仕様書と

業務内容が異なっていたため、仕様書

を業務実態に応じた内容に改めた。 
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た委託仕様書を委託業者に示してお

り、実際には、必要な都度清掃を行

うよう指示していた業務があった。

また、財団は、この指示に基づいて

実施された業務の報告書により、

委託業務の履行確認を行っていた。

日常業務の委託仕様書については、

実態に応じた内容に見直されたい。 

   事例 

業務内容： 

宿泊棟のリネン庫・廊下・各室

防塵（２段ベット含む）及びモ

ップ拭き  

仕様書では、日１回実施と記載

されているが、実際は、利用前

など必要な都度実施 

 

（４）契約方法について、適正でないも

のがあった。 

財団の会計規程では、売買、賃貸

借、請負、委託その他の契約につい

ては、佐賀県の例によると規定して

いる。ホームページ作成業務につい

ては、企画コンペを実施し、受託業

者を選定していたが、企画コンペの

仕様書では、オンライン予約管理

システムを含むとされているのにも

かかわらず、予約管理システムを含

まない内容で企画提案した参加業者

を失格とせずに、この業者と契約し

ていた。 

 

（５）単価契約で、予定価格調書が作成

されていないものがあった。 

   財団の会計規程では、売買、賃貸

借、請負、委託その他の契約につい

ては、佐賀県の例によると規定して

おり、クリーニング業務については

単価契約としていたため、平成２０

年度までは、予定価格調書を作成し

ていたが、平成２１年度においては、

作成されていなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  ホームページ作成業務に関して、条

件変更に伴い、コンペをやり直すなど

の対応をせず、不適切な処理を行って

いた。今後は、佐賀県教育文化振興財

団会計規程を遵守するよう、担当者会

議や研修により、周知を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後は、佐賀県教育文化振興財団会

計規程を遵守するよう、担当者会議や

研修により、周知を図った。 
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監 査 対 象 機 関 
財団法人佐賀県体育協会（佐賀県総合運動

場、佐賀県総合体育館、市村記念体育館） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２０日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）資金調達の方針を決定していなが

ら、取り組まれていないものがあっ

た。 

   賛助会員制度導入を平成２１年６

月の理事会で決定していながら、実

現に向けて取り組まれていなかっ

た。財団の自立のために必要である

ため、その実現を図られたい。 

 

【（財）佐賀県体育協会運営事業費補助金

関係】 

（１）加盟競技団体育成補助金の交付要

綱の規定で、検討を要するものがあ

った。 

当財団補助金は、県の（財）佐賀

県体育協会運営事業費補助金の一部

を原資にしたものである。 

しかしながら、当財団が、加盟競

技団体育成補助金交付要綱第７条に

規定する補助事業者から実績報告書

等を求める最終期限と県補助金交付

要綱第５条第２項に規定する当財団

が県に実績報告書等を提出する期限

が同日（翌年度の４月１０日）とな

っているため、補助事業者から提出

された実績報告書等を十分に審査す

る時間が確保できない状況にあるこ

とから、実績報告書の提出期限につ

いて検討されたい。 

 

（２）選手強化費補助金交付要綱の取扱

いについて、適正でないものがあっ

た。 

   当財団の選手強化費補助金交付要

綱については、平成１５年度に全面

改定されていたが、平成２１年度の

【所管課 体育保健課】 

○  賛助会員制度を導入するために、平

成２２年６月８日に第１回財務委員会

を開催し協議を行ったが、具体的な行

動に至らなかった。 

今後、自主財源確保のため、早急に体

制つくりを行い、実現に努力する。 

 

 

 

 

○  加盟競技団体補助金交付要綱第７条

の提出期限を「３月３１日」に変更し、

平成２２年度補助金から適用すること

とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成１５年度に全面改正が行われた

当該補助金交付要綱の起案を監査後に

発見し、県体育保健課を通じ監査委員

事務局へ報告した。 

補助金の執行については、今後このよ

うなことがないよう、適切に事務処理を
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同要綱の一部改正の際に、平成１４

年度までに適用していた旧補助金交

付要綱（平成１５年度改定に併せ廃

止）を元に改正を行い、その改正処

理が誤っていた補助金交付要綱を元

に補助事業を実施していた。 

 

（ 表 略 ） 

 

【公の施設：佐賀県総合運動場、佐賀県 

総合体育館、市村記念体育館関係】 

（１）備品の管理について、適正でない

ものがあった。 

管理運営に関する協定書第１１条

には、委託料により備品を購入した

際は、県が定める備品台帳にその旨

を記載するとともに、その所属は、

県のものとすると記載されている

が、委託料により購入された備品に

ついて、備品台帳に記載されておら

ず、県の備品札も貼られていないも

のがあった。 

・ 平成２１年８月１９日購入  

パソコン用プリンター３台 

 ２９９，２５０円 

 

（２）再委託について、協議されていな

いものがあった。 

管理運営に関する協定書第９条の

規定により、協定書別記２に定める

第三者への委託が可能な業務以外の

再委託は、あらかじめ県の承認が必

要となるが、ホームページ保守、公

認会計業務委託など、別記２に明確

に記載されていないもので、再委託

の協議がなされていなかった。 

 

【公の施設：市村記念体育館関係】 

（１）施設利用許可日の記載について、

誤っているものがあった。 

   市村記念体育館の利用許可の記録

で、利用日以後の日付が記載されて

行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  監査後、県へ報告させ、備品札を貼

付した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  県への協議が必要な再委託について

は、今後手続きを行わせ、適正に執行

させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後は「施設の利用及び管理に関す

る規則」に基づき、事務処理を適切に

行わせる。 
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いた。 

   事例 

利用日   

平成２２年２月 ４日

    利用許可申請書の許可日の 

欄の記載内容 

   平成２２年２月１０日

 

（２）管理規則で、改正を要するものが

あった。 

   財団の施設の利用及び管理に関

する規則第５条第５項で市村記念

体育館の施設利用料については、

利用日の１０日前までに納付しなけ

ればならないと規定されているが、

利用日当日に申込があった場合は、

利用日当日に施設利用料を納入させ

ていた。実態に応じ、規則を改正さ

れたい。 

 

（３）施設利用許可の決裁で、見直しを

要するものがあった。 

市村記念体育館の利用許可の決裁

は、財団施設局長の専決事項となっ

ているが、施設局長は、総合運動場

及び総合体育館の管理も兼務されて

いることから、市村記念体育館には

常駐していないため、利用日当日に

申込があった場合の利用許可の決裁

は、事後に行われていた。施設利用

許可は、指定管理上、重要であるこ

とから、決裁規程について見直され

たい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  「施設利用及び管理に関する規則」

第８条ただし書きを適用し、施設の有

効活用を促進するため、申込期限後の

申請に対して許可したものであり、利

用料金については、当日徴収し、原符

領収書を発行したものである。 

平成２２年１１月１日に規則改正を

行い、実態に即した事務処理を行わせる

こととした。 

 

 

 

○  財団法人佐賀県体育協会決裁規程を

改正し、平成２２年１１月１日付けで

市村記念体育館課長補佐の専決事項に

改めた。 
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監 査 対 象 機 関 
公益財団法人佐賀県暴力追放運動推進セ

ンター（旧：財団法人佐賀県暴力追放運動推進センター）  

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月  ５日 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）人件費（時間外勤務手当）の支出

で、年度区分が誤っているものがあ

った。 

年度末（３月分）の時間外勤務手

当の支出年度が翌年度で処理されて

いた。勤務実態に応じた年度で、適

切に処理されたい。（決算年度で未払

金計上すべきもの） 

 

平成 21 年 3 月分 

→平成 21 年 4 月（平成 21 年度処理）

支給額 13,208 円

平成 22 年 3 月分 

→平成 22 年 4 月（平成 22 年度処理）

支給額  6,486 円

【所管課 組織犯罪対策課】 

○  年度末の手当等の支出については、

当該年度において未払金として計上

することとした。 

 

 

監 査 対 象 機 関 佐賀陸上競技協会 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２７日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【さがんアスリートジュニアサポート事 

業補助金関係】 

（１）団体の決算書が、適正な決算とは

なっていなかった。 

佐賀陸上競技協会は暦年（１－

１２月）決算を採用しているが、当

該補助事業に関して、未収であるの

に収入に計上し、未払いであるのに

支払予定額を支出に計上していた。

また、これに対する監事の指摘はな

く、監査も不十分であった。 

 

 

 

 

 

【所管課 政策監グループ】 

 

○  指摘を踏まえ、平成２２年度決算に

おいては、未収・未払い分を除いた仮

締めした部分までの決算額を記載する

よう改善を図った。 

ただし、前年決算において、１－３

月分については、既に理事会で承認を

得ていたことから、平成２２年決算に

は計上しなかった。 

このため、１－３月分も含め、暦年

での会計整理を行っているところで

ある。 

なお、平成２４年度からは、協会の

会計年度を年度決算（４月－３月）に

変更する予定である。 
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（２）委託契約に当たって、団体内部の

決裁がなかった。 

スーパーバイザーと佐賀陸上競技

協会との委託契約締結に当たって、

協会内部の決裁がなかった。 

 

（３）事務処理体制が、不十分であった。

   佐賀陸上競技協会への補助事業で

あるにもかかわらず、当該補助事業

の競技指導者である学校教員が片手

間に事務処理を行う等、13,537,000

円もの補助金を処理するにあたって

の事務処理体制がとられていなかっ

た。 

 

 

○  契約締結を含め、決裁については、

迅速、適正に行い、漏れがないよう、

平成２２年度より改善を図った。 

（契約決裁：平成２２年４月１日）

 

 

○  今後、新たに事業を実施する場合は、

事務量を考慮の上、県から随時、事務

指導を受けながら、事務処理体制の

整備をする。 

 

 

監 査 対 象 機 関 佐賀県バレーボール協会 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２２日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【さがんアスリートジュニアサポート事 

業補助金関係】 

（１）補助金変更承認申請時期で、大幅

に遅延しているものがあった。 

   社会人チームの指導者派遣及び招

聘が困難で、事業内容の変更が必要

であるにもかかわらず、事業年度が

終了する３月３１日に、補助事業内

容の変更承認申請書が提出されてい

た。 

 

（ 表 略 ） 

 

（２）報償費（トレーナー）の支出で、

実績確認がなされていなかった。 

   トレーナーへの報償費の支払いに

際して、監督の実績確認検査が実施

されていなかった。 

 

【所管課 政策監グループ】 

 

○  今後、事業計画の変更が生じた場合

には、速やかに報告するとともに、変

更承認申請書を提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２２年度より、トレーナーの

業務内容が確認できるよう書類整備

し、監督による実績確認を行うように

改善を図った。 
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監 査 対 象 機 関 佐賀県ラグビーフットボール協会 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２２日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【さがんアスリートジュニアサポート事 

業補助金関係】 

（１）補助事業について総会や理事会へ

の報告が、事後となっていた。 

平成２１年度は、当事業について、

総会や理事会でも議題とされておら

ず、協会の予算にも計上されていな

かった。 

当事業の財政的援助団体等監査で

の他協会への指摘があり、県の所管

課から平成２２年に入り機関決定等

の指導が当協会に行われたことを受

け、理事会へは、平成２２年４月初

旬に報告され、総会へは、平成２２

年４月の決算報告で決算額が計上さ

れ、報告されていた。平成２１年度

の当補助事業については、総会や理

事会への報告が、事後となっていた。

 

【所管課 政策監グループ】 

 

○  平成２２年４月の総会から、事業費

予算及び事業計画の報告を行うように

改善を図った。 

 

 

監 査 対 象 機 関 学校法人光薫学園（あさひ幼稚園） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ８月１８日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県私立幼稚園特別支援教育費補助 

金関係】 

（１）補助対象経費の取扱いについて、

適正でないものがあった。 

   佐賀県私立幼稚園特別支援教育費

補助金の補助対象経費である人件費

において、理事長の了解は得ていた

ものの、給与規程等に定めのない手

当が支給されているものがあった。 

   事例： 

副園長等に対する役職手当 

    定期券の額で支給された通勤手当 

    基準が明確でないまま支給され

た特別業務手当 

【所管課 こども未来課】 

 

○  実態に合わせ、給与規程等の改正を

行った。 
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監 査 対 象 機 関 
学校法人鍋島学園 

（新栄幼稚園・鍋島幼稚園） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ８月  ９日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県私立幼稚園預かり保育推進事業

費補助金関係】 

（１）教材費の中に、補助対象経費では

ないものが含まれていた。 

   事例：新栄幼稚園 

       卒園式のマグカップ代 

２２，１４０円 

月刊誌「チャイルドジュ

ニア」代 

                     １０，７３０円 

    

（２）実績報告書の記載で、誤っている

ものがあった。 

   事例：鍋島幼稚園 

  ○○○○氏の１ヵ月分 

の人件費 

（実績） ４５，０００円 

（報告額）４２，０００円 

      新栄幼稚園  

７月の休業日預かり時間

が記載されていなかっ

た。 

 

（３）平成２０年度の春休み期間中の預

かり保育に関する支出が、平成２１

年度の補助事業実績報告書に計上さ

れていた。 

 

【所管課 こども未来課】 

 

○  教材費について、補助対象となる

ものかどうか確認を行ったうえで、

交付申請を行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

○  記載事項に誤りがないよう適正な事

務処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  年度の変わり目である春休み期間中

の支出については、特に注意し、誤り

がないよう適正な事務処理を行う。 

 

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人吉祥会（湊保育園） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ８月１７日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県脱石油・省資源型設備導入費補 

助金関係】 

（１）実績報告書の支出明細で、領収書

【所管課 こども未来課】 

 

○  補助事業に係る実績報告書を提出
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と相違しているものがあった。 

（単位：円）

実績報告書記載内容 領収書記載内容 

材料費 9,823,700 材料費 9,348,500

工事費・ 

試運転調整費 

2,976,300 工事費・ 

代行申請費・

諸経費 

3,451,500

消費税 640,000 消費税 640,000

合 計 13,440,000 合 計 13,440,000

 

（２）実績報告書の提出が、遅延してい

た。 

実績報告書は、補助金交付要綱で

事業を完了した日から起算して３０

日以内の提出を求められているが、

遅延していた。 

・請負事業者の完了届： 

平成２１年１２月１７日

・実績報告書提出日： 

平成２２年 ３月 ５日

 

（３）補助事業の履行確認で、不十分な

ものがあった。 

   太陽電池モジュールの数量等が誤

った請求書を受領し、支払いを行っ

ていた。 

（正） 

項 目 
数

量 

単

位
単価（円） 

金 額 

（円） 

太陽電池モジュ

ール 200W 
75 枚 100,512 7,538,400

（誤） 

項 目 
数

量 

単

位
単価（円） 

金 額 

（円） 

太陽電池モジュ

ール 210W 
72 枚 104,700 7,538,400

 

 

する際には、報告書の記載内容が領収

書などの根拠資料に基づき記載されて

いるかどうかについて、複数体制（事

務担当者・園長）による確認を徹底す

ることで、同様の誤りが生じないよう

にする。 

 

 

 

 

○  補助事業が完了した場合は、補助金

交付要綱に定める実績報告書の提出期

限を遵守し、期限内に提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  業者から請求書が提出された場合

は、内容に誤りがないかどうか確認し

た上で、受理することとし、支出する

際には、複数体制（事務担当者・園長）

による審査を徹底することで、同様の

誤りが生じないようにする。 
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監 査 対 象 機 関 

社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

（佐賀県立児童養護施設聖華園、佐賀県

立婦人保護施設佐賀婦人寮） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月１２日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県社会福祉協議会運営事業（県単）

補助金関係】 

 

（１）補助金交付要綱に即した事務処理

について、行われていないものがあ

った。 

   補助金交付要綱第４条で、補助金

の交付条件の１つとして、補助対象

の職員及び常勤の役員の給与に関す

る規程を改正したときは、速やかに

知事に報告するよう規定されている

が、平成２１年１２月１日付けで施

行した「社会福祉法人佐賀県社会福

祉協議会職員給与規程施行細則」の

改正については、県に報告されてい

なかった。 

  （細則の改正内容） 

    １２月支給の期末手当、勤勉手

当の支給率の改正 

 

【佐賀県セーフティネット支援対策等事 

業費補助金関係】 

（１）委託契約書の内容で、検討を要す

るものがあった。 

   当協議会は、県内２０の市町社会

福祉協議会とそれぞれ「生活福祉資

金貸付事務委託契約書」と「臨時特

例つなぎ資金貸付事務委託契約書」

の２種類の契約を締結しているが、

各契約書には金額の記載がなく、市

町社会福祉協議会への委託金交付通

知文書にも、両契約の金額区分がな

かった。両契約は、種目の相違する

契約であり、それぞれの委託金額を

明確にするよう検討されたい。 

 

【所管課 地域福祉課、母子保健福祉課

（佐賀県立児童養護施設聖華園、佐賀県

立婦人保護施設佐賀婦人寮）】 

○  指摘を受け、直ちに報告を求めた。 

補助金事務については、適正な事務

処理を行うよう指導する。 

 

   報告書提出年月日 

    平成２２年７月３０日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  厚生労働省に確認のうえ、要領に基

づく契約書を使用している。 

金額記載については、他県の状況を

参考に、検討していきたい。 

なお、臨時特例つなぎ資金に係る市

町社協事務委託費は、交付していない

ことから金額を掲載していない。 
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（２）貸付金に係る収入未済額の解消に、

努力されたい。 

   ・生活福祉資金貸付金   

平成２１年度末収入未済額 

  ２７７，９５６，２８９円 

   ・離職者支援資金貸付金 

平成２１年度末収入未済額 

   ５９，６１７，８７７円 

 

【公の施設：佐賀県立児童養護施設聖華

園関係（平成２３年４月 1 日民営化）】

（１）事業計画書に、管理運営組織が記

載されていなかった。 

   佐賀県立児童養護施設聖華園の

管理運営に関する協定書第１５条に

は、県に提出する事業計画書に管理

運営組織の体制についても、記載す

ることとなっているが、管理運営組

織の体制について記載されていなか

った。 

 

（２）仕様書に定める施設の管理状況が、

事業計画書及び実績報告書に明記さ

れていなかった。 

施設の維持管理状況が、確認でき

る様式の作成を検討されたい。 

 

（例）固定資産の購入  

   自動車：3,099,644 円 

     施設の保守点検状況 

  消防設備、浄化槽等 

     ５０万円以上の大規模修繕の 

状況 

 

【公の施設：佐賀県立婦人保護施設佐賀

婦人寮関係（平成２３年４月 1 日民営化）】

（１）監査の指摘事項に対する不誠実な

対応があった。 

   前回（平成１９年度）の監査で指

摘され「ご指摘を踏まえ経理規程を

精査し、問題点を改善する。」と回答

されていたにもかかわらず、一切改

○  返済可能な債権者に対しては、面接

を行うなどして、収入未済額の解消に

一層努めるよう団体に要請していく。 

また、債務者不在や返済困難と思わ

れる債権については、免除処理を行う

などの対応も要請していく。 

 

 

 

 

 

○  事業計画書や事業報告書について

は、記載すべき内容等が明確にわかる

ように、担当課と充分に協議をし、様

式を定めておくべきであった。 

なお、平成２２年度事業報告書に

ついては、施設の管理状況を記載し

提出した。 

 

 

 

○  （１）の措置内容と同じ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  故意ではないにしろ、適切な改善を

していなかったことについては反省

している。 
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善されていなかった。 

 

（２）年度当初の事業計画書及び収支予

算書が、提出されていなかった。 

管理運営仕様書では、「指定管理者

は、毎年度当初に事業計画書及び収

支予算書を作成し、県に提出するこ

と。」と規定されているが、提出され

ていなかった。 

 

（３）仕様書及び協定書に定める業務で、

事業計画書及び事業報告書に記載さ

れていないものがあった。 

   協定書第３条（２）には「施設の

維持及び管理に関する業務」を行わ

せると規定されているが、県に提出

した事業計画書及び事業報告書には

この業務に関する記載がなかった。 

   （例示） 

   ・施設及び備品等の管理、維持及

び修繕業務 

   ・清掃業務 

   ・警備業務 

 

 

 

○  基本協定書第１５条の規定により前

年度末には提出をしていたため、改め

て提出する必要性はないと考えてい

た。改めて同じものを提出する必要性

も含め、担当課と確認をしておくべき

であった。 

 

 

○  事業計画書や事業報告書について

は、記載すべき内容等が明確にわかる

ように、担当課と充分に協議をし、様

式を定めておくべきであった。 

なお、平成２２年度事業報告書につ

いては、施設の管理状況を記載し提出

した。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
社会福祉法人聖母の騎士会 

（児童養護施設聖母園） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ８月  ９日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県安心こども基金特別対策事業費 

補助金関係】 

（１）契約事務において、適正でないも

のがあった。 

   社会福祉法人聖母の騎士会の経理

規程で、１００万円を超える契約に

ついては、契約書を作成するよう規

定されているものの、契約書が作成

されていなかった。 

 

   契約内容： 

滑り台付ジャングルジム組立

【所管課 母子保健福祉課】 

 

○  今後は、適正に契約事務を執行する。
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据付及び既存ジャングルジム

撤去（補助事業） 

   契約金額：１，４７０，０００円 

 

 

監 査 対 象 機 関 
社会福祉法人松風会 

（養護老人ホーム松風園） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月１４日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県老人福祉施設等施設整備費補助 

金関係】 

（１）実績報告書の内容で、誤りがある

ものがあった。 

① 設置者の総事業費について、本

来含めるべき解体費等を除外した

金額で報告されていた。 

設置者の総事業費 

    正当額     408,457,500 円

    実績報告額（誤）342,457,500 円

（解体費除く）

 

② 工事事務費の支出済事業費の

記載が、誤っていた。 

   工事事務費 

    正当額       25,200,000円

    実績報告額（誤） 25,600,000 円

   

（２）補助金交付要綱に即した事務処理

が行われていないものがあった。 

   補助金交付要綱第８条第１項で、

工事を着手したときは、着工した日か

ら５日以内に工事着手報告書を、知事

に提出するよう規定されているが、

工事着工報告書の提出が遅れていた。

     

提出期限  

着工した日から５日以内 

   着工年月日 

   平成２１年１０月 ８日 

   報告書提出日 

 平成２１年１０月１５日 

【所管課 長寿社会課】 

 

○  今後、実績報告書を提出する前に法

人内でのチェックを強化し、提出する

ようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後、交付要綱のとおりに報告書を

遅滞なく提出する。スケジュール管理

表を作成し、提出書類を管理していく

こととする。 

 



 46

 

監 査 対 象 機 関 
社会福祉法人麗風会 

（軽費老人ホーム（ケアハウス）桜の園）

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月１５日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県軽費老人ホーム事務費補助金 

関係】 

（１）補助金申請書及び実績報告書の内

容に誤りのあるものがあった。 

   佐賀県軽費老人ホーム事務費補助

金申請書及び実績報告書のうち、「１

施設当たり職員平均勤続年数算定

表」及び「職員の状況」の記載に誤

りがあった。 

    

① 「１施設当たり職員平均勤続年

数算定表」の記載誤りの内容 

施設長の勤続年数   

正当な勤続年数 

       ２年５月 

   補助金申請記載の勤続年数 

 ５年 

   実績報告書記載の勤続年数 

 ５年１０月 

 

    １施設当たり平均勤続年数 

正当な平均勤続年数 

       ４年 

     補助金申請記載の平均勤続年数 

       ５年 

   実績報告書記載の平均勤続年数 

    ５年 

 

  ② 「職員の状況」（該当箇所抜すい）

の記載誤りの内容 

    その他職員の区分誤り 

    （正）兼任 

（誤）専任･･･補助金申請書及び

実績報告書記載

内容 

 

【所管課 長寿社会課】 

 

○  誤りのあった施設長の勤続年数を、

「佐賀県軽費老人ホームのサービス

提供費用等の額に関する要綱」に基づ

き算定し、補助金交付申請書と実績報

告書に記載した勤続年数を訂正した。 

  また、職員の状況の記載は兼務で

業務に従事していた職員を専任として

報告していたため、業務内容と勤務

割合を再度確認し兼務として内容を

訂正した。 
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監 査 対 象 機 関 

特定非営利活動法人福祉コミュニティエル

（共同生活援助事業所（グループホーム）

みやびホーム） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月  ６日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県障害者就労訓練設備等整備事業 

補助金（グループホーム等改修事業） 

関係】 

（１）事業実績報告書に、効果が記載さ

れていなかった。 

事業実績報告書には、「事業の目的

及び効果」の記載が求められている

が、目的のみ記載されていた。 

  

（２）団体の決算書と事業実績報告書と

が、一致していなかった。 

   改修工事費が、団体の決算書では

４，５００，０００円、事業実績報

告書では７，３００，０００円と記

載されていた。 

 

【所管課 障害福祉課】 

 

 

○  団体から事業を行ったことでどのよ

うな効果があったかの説明を受け、その

内容を実績報告に記載するように依頼

し、修正されたものを受領した。 

 

 

○  補助事業者から請負業者への支払い

が年度内に完了していなかったもの

であるが、補助事業としては適正に完了

していると認められたものである。 

なお、監査時点において、団体の決算

書では改修工事費に係る年度内支払額

が４，５００，０００円と記載されてい

たが、確認の結果、４，９３０，０００

円であることが分かったため、団体にお

いて決算書が修正され、当課にも報告が

あっている。 

 

 

監 査 対 象 機 関 

社会福祉法人たちばな会（共同生活介護

事業所（ケアホーム）・共同生活援助事業

所（グループホーム）メゾン高津原及び

みかざきハイツ、障害福祉サービス事業

所かがやきの丘、知的障害者更生施設

たちばな学園、知的障害者通勤寮九千部

学園及び金立寮、障害福祉サービス事業

所チョボラ鹿島店） 

監 査 執 行 年 月 日 平 成 ２ ２ 年 ９ 月 ２ ９ 日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県福祉・介護職員処遇改善事業 

助成金関係】 

【所管課 障害福祉課】 

 



 48

（１）実績報告書の内容で、誤りのある

ものがあった。 

   佐賀県福祉・介護職員処遇改善

事業助成金により実施した賃金改善

所要額について、労災保険料の計上

が漏れているなど、誤った額が報告

されていた。 

 

区  分 
実績報告額

（誤） 
決算額 

賃金改善所要額 4,518,534 円 4,519,076 円

 

 

○  実績報告書を修正させ、平成２２年

１２月１０日付け福法た第２２９号に

より提出させた。 

 

 

監 査 対 象 機 関 
社会福祉法人友悠会 

（精神障害者福祉工場サン・フレンド） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月１９日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県精神障害者社会復帰施設運営 

事業費補助金関係】 

（１）補助対象経費の取扱いについて、

適正でないものがあった。 

   本来、補助対象とならない補助対

象外職員等に係る旅費や消耗品費

を、補助対象経費に計上していた。 

 

○対象経費支出額 

種 別 実績報告額 正当額 

旅費 15,000 円 14,000 円

消耗品費 35,601 円 22,633 円

その他経費 36,749,990 円 36,749,990 円

合 計 36,800,591 円 36,786,623 円

 

  

【所管課 障害福祉課】 

 

○  今後は、補助対象と対象外経費につ

いては、チェックを十分に行い間違い

のない事務処理を行うよう努める。

なお、補助対象外経費を除いても補助

金額には影響がなかった。 
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監 査 対 象 機 関 

社会福祉法人天童会（知的障害児施設

くろかみ学園、知的障害者更生施設すみ

よしの里、知的障害者更生施設いぶき村、

天童会居宅介護事業所、くろかみ学園

児童デイサービス事業所） 

監 査 執 行 年 月 日 平 成 ２ ２ 年 １ ０ 月 ５ 日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県福祉・介護職員処遇改善事業 

助成金関係】 

（１）助成金交付要綱に即した事務処理

について、なされていないものがあ

った。 

   佐賀県福祉・介護職員処遇改善事

業助成金交付要綱第１３条ただし

書きで、助成金の交付額の増減を

伴わない場合においても、福祉・介

護職員の処遇改善に係る就業規則等

を改正したときは、改正後の就業

規則等を県に提出するよう規定され

ているが、平成２２年３月に処遇

改善に係る給与規程等の改正があっ

たにもかかわらず、県に報告がなさ

れていなかった。 

 

【所管課 障害福祉課】 

 

○  平成２２年１１月２４日付け社天童

第１６２号にて、福祉・介護職員の処

遇改善に係る就業規則等を提出させ

た。 

  その際、「くろかみ学園・すみよしの

里臨時職員等就業規則」及び「いぶき

村臨時職員等就業規則」について労働

基準監督署への届出がなされていなか

ったため指摘し、平成２３年１月１７

日に届出を行った労働基準監督署の

押印があるものを再提出させている。 

 

 

監 査 対 象 機 関 佐賀県商工会連合会 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２５日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

金関係】 

（１）実績報告書の記載で、誤っている

ものがあった。 

   佐賀県小規模事業経営支援事業費

補助金交付要綱第１４条の規定に基

づき、提出された実績報告書の内容

に、誤りがあった。 

収支決算の一部誤り 

    指導事業費中の指導旅費 

 （決算額）３，３４８，９０４円 

   （報告額）３，３４８，２３８円 

【所管課 商工課】 

 

○  実績報告書の修正したものを提出し

た。また、今後は記載誤りがないよう

内容の確認を十分に行う。 
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指導事業費中の指導事務費 

（決算額）７，４３２，９１０円 

（報告額）７，６２５，３６０円 

 

【佐賀県経営支援緊急対策事業費補助金 

関係】 

（１）経営改善サポーターの任命・変更

で、知事へ届けられていないものが

あった。 

   補助金交付要綱第８条（補助金の

交付の条件）（６）に「経営改善サポ

ーターの任命又は変更をしたとき

は、すみやかに知事に届けること。」

と規定されているにもかかわらず、

届けがなされていなかった。 

 

（２）経営改善サポーターの要件を満た

すことを証する書類で、ないものが

あった。 

   補助金交付要綱第４条（経営改善

サポーターの要件）に規定する知識、

資格等を証する書類で、ないものが

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

○  知事への届け出が漏れていたものに

ついて、届け出を提出した。今後、漏

れがないよう留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

○  経営改善サポーターを採用する際に

は履歴書等で要件の確認を行っている

が、知事への報告はしていなかった。

今回の指摘を受けて、履歴書の写しを

提出した。 

今後は、履歴書の写し等、要件の確

認できる書類を知事に提出する。 

 

 

監 査 対 象 機 関 佐賀県中小企業団体中央会 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２２日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県中小企業連携組織対策事業費補 

助金関係】 

（１）給与規程で、不備のあるものがあ

った。 

   当中央会の職員給料表は、県の行

政職給料表に準じて作成されている

が、平成１８年４月に、中央会の職

員給料表の減額改定が行われ、それ

以降、改定前の給料月額を保障する

ため、会長の決裁の上、改定前と改

定後の給料月額の差額を給料月額に

加算して支給することとしていた

が、給与規程の改正が行われていな

【所管課 商工課】 

 

○  当中央会の職員給料表級別標準職務

表は、県の行政職給与表に準じて作成

しており、平成１８年４月に給料表の

減額改定が行われた以降、改定前の

給料月額を保障するため、会長の決裁

の上、改定前と改定後の給料月額の

差額を給料月額に加算して支給する

（ただし、その者の受ける新給料が改

定前に受けていた旧給料に達するまで

の間）という経過措置について、平成

１８年３月３０日開催の役員会に諮
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かった。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）扶養手当の取扱いで、見直しを要

するものがあった。 

   補助金の対象経費である扶養手当

は、職員扶養親族認定要領により、

職員からの届け出に基づき、扶養

手当の支給対象となる扶養親族を

認定し、支給されているが、届け出

に当たって、認定基準に合致して

いることを確認するために必要な公

的証明書類を提出するような規定が

なかった。 

    

認定基準の例： 

勤労所得、事業所得、資産所得

等の合計額が基準年額１３０万

円以下であること。 

 

 

り、承認を得た上で運用していたもの

である。 

  現在、差額支給の対象職員がいない

ため、今後、改めての差額支給に関す

る給与規程の条文改正は行わないが、

今回の指摘を十分に認識し、常に明確

な対応が図れるようにする。 

 

○  補助金の対象経費である扶養手当

は、職員扶養親族認定要領により、職

員からの届け出に基づき、扶養手当の

支給対象となる扶養親族を認定し、

支給している。届け出に当たって、認

定基準に合致していることを確認する

ために必要な公的証明書類の提出を

求めて運用しているが、規定がなかっ

たため、職員扶養親族認定要領を改正

し、公的証明書類の提出を義務付ける

項目を挿入する。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
佐賀県玄海地区漁業協同組合合併推進 

協議会 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ８月  ２日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県玄海地区漁業協同組合合併促進 

事業費補助金関係】 

（１）事務の執行で、一部に是正又は改

善を要するものがあった。 

① 宛名、日付、使途の記載がない

領収書があった。  

事例 

   ・２００９年６月１６日 

 ○○○[写真店] 

    （空欄）様 ２３，１１０円 

【所管課 生産者支援課】 

 

○  領収書の記載内容については、今後、

記載漏れ等がないよう、事業担当と経

理担当の双方で確認を行う。 
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但し、（空欄）  

   ・（日付なし） 有限会社△△△ 

 （空欄）様    ８４０円 

旅客運賃   以上が３件 

   ・平成２１年７月２８日  

□□□ホテル 

（空欄）様  ９，４５０円 

但（空欄） 

  

  ② 補助金の入金までの間、別組織

である佐賀県玄海漁業協同組合連

合会が、支払を立て替えていた。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）監事が、選任されていなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  当該年度（平成２１年度）は、事業

開始年度であったため、補助金等の申

請等がスムーズに行かなかった事に加

え、「協議会の事務局は連合会内に置

く」という協議会の規定から、連合会

が経費の立替を行っても問題ないと

いう認識で実施していた。平成２２年

度事業からの支払いの立替は行ってい

ない。 

 

○  法令等による監事の設置義務はない

ものの、協議会から移行した設立委員

会の業務が適正に行われているかを

監査するために、この委員会には監事

１名を選任している。 

 

 

監 査 対 象 機 関 
社団法人佐賀県園芸農業振興基金協会 

(旧 ： 社 団 法 人 佐 賀 県 果 実 生 産 出 荷 安 定 基 金 協 会 )

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ７月２６日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県果実生産出荷安定基金造成事業 

費補助金関係】 

（１）交付決定通知に付すべき条件で、

記載されていないものがあった。 

   県から当協会への補助金交付決定

通知においては、協会は、補給金を

交付する際は、交付対象者に対し、

帳簿及び証拠書類を整備し、補助

事業完了後５年間保存すること、

実施要綱及び実施要領に従い適正に

実施すること等の条件を付すことと

【所管課 園芸課】 

○  監査の指摘に従って、平成２２年度

実施分から、協会から交付対象者への

交付決定通知書に交付決定条件を記載

するよう指導していたが、平成２２年

度は事業が発動されず補給金も交付さ

れなかった。 

  平成２３年度以降に事業の発動が

なされた際は、上記の対応が確実にな

されているかどうか確認を行うことと

する。 
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されているが、協会から交付対象者

への交付決定通知書には、条件が付

されていなかった。 

  

 

 

監 査 対 象 機 関 佐賀県農地・水・環境保全向上対策協議会

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２５日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県農地・水・環境保全向上対策支 

援事業費補助金関係】 

（１）返還免除の案件について、返還免

除の理由書の添付のないものがあっ

た。 

対象面積の減少により、交付金が

減額され、交付金返還となる案件に

ついて、返還免除が決定されていた

が、返還免除の理由を電話で確認後、

理由を記載した書類の提出を依頼し

ていたものの、書類が提出されない

まま、返還免除を承認していたもの

があった。 

・〇〇〇会 平成２１年６月５日 

返還免除決裁 

 

（２）適正な管理が必要な機械及び備品

について、協議会事務局では把握さ

れていなかった。 

   県の補助金交付要綱では、県補助

金等交付規則の規定に基づく、財産

の処分の制限の対象となる財産は、

５０万円以上の機械及び器具とする

旨を定めているが、補助事業で取得

した５０万円以上の機械及び器具に

ついて、当協議会事務局では把握さ

れていなかった。 

 

（３）現金の管理について、適正でない

ものがあった。 

   当協議会から活動組織に対し、申

請に基づき交付された営農活動支援

交付金については、年度末に残金が

【所管課 園芸課（営農活動支援事業）、

農山漁村課（共同活動支援事業）】 

○  検査地区の平成２１年度の返還免除

の理由書を徴収し、採択変更承認申請書

に添付した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  活動組織が５０万円以上の機械等の

購入一覧表を作成し、県協議会で管理す

ることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  現金の取り扱いについては、佐賀県農

地・水・環境保全向上対策協議会会計処

理規程を一部改正した。 

（平成２３年７月１５日に県協議会総会

で承認） 
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生じる場合は、協議会に対し残金が

返還される。 

   交付金残金が現金で直接収納さ

れ、即日、協議会名義の金融機関口

座に入金されていない場合があった

が、協議会の会計規程には、こうし

た一時的に金庫に保管される現金の

取り扱いについての規定がなかっ

た。現金の管理について、規程の見

直しを行われたい。 

 

（４）実績報告書記載の金額で、実績額

と異なっているものがあった。 

   事業実績報告書の「補助事業に要

した経費」及び「負担区分の備考」

の欄については、実際に積み立てら

れた県補助金、国の交付金及び市町

の補助金等の額とそれらの合計額を

記載すべきであったにもかかわら

ず、補助金申請書記載の金額をその

まま記載されていた。 

 

（ 表 略 ） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２２年度の実績報告から、「国、

市町の当該年度に積み立てた資金額」＝

「補助事業に要した金額」として対応し

ている。 

 

監 査 対 象 機 関 佐賀県農業協同組合 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ９月１５日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県繁殖雌牛導入対策事業費補助金 

関係】 

（１）繁殖雌牛導入対策事業実施要領に

即した貸付を行われていないものが

あった。 

   佐賀県農業協同組合は、補助事業

の実施に当たって、県補助金交付要

綱第４条第１項第３号規定の「佐賀

県繁殖雌牛導入対策事業実施基準」

第３の規定に基づき、繁殖雌牛の

貸付要領として実施要領を作成し、

その中で、対象者の選定基準として、

【所管課 畜産課】 

 

○  当該実施要領については、「ＪＡさ

が」の預託家畜の貸付要領等を基本と

して、国・県等の各導入事業に応じて

制定しているものである。 

基本としている貸付要領について

は、「ＪＡさが」発足時に旧ＪＡで制定

されていた要領等に基づき作成した

ものであり、既に終了している事業の

内容が盛り込まれている等、一部実態

に即していない部分も認められる。 
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経営農用地面積は、繁殖雌牛１頭

当たりの飼料供給地面積を概ね６ａ

以上であるよう規定していたが、

貸付申込時の畜産経営計画で、この

基準を満たしていない繁殖農家に、

貸付を行っていた。 

 

  基準外の貸付の例 

   繁殖農家  ：○○○○氏 

繁殖雌牛１頭当たり飼料供給地面積：

４．９１ａ 

  

 飼料供給地面積の規定に関して 

「耕畜連携」の上で自給飼料の取り 

組みは重要な指導項目であるが、近 

年経営規模の拡大(多頭化)に伴い十 

分な田畑を持たない大規模畜産農家 

も増えており、全ての貸付希望農家 

が自給飼料の生産を可能であるとは 

言えなくなっており、事業が必要な 

農家に対応できない事態になってい 

る。 

 

このため、監査指摘内容を踏まえた

上で、平成２３年度の繁殖雌牛導入

対策事業のＪＡさがの実施要領の見直

しを行い（平成２３年４月２５日組合

長決裁）、実態に即した実施要領によ

り、円滑な事業実施に取り組む。 

 

〈見直しの内容〉 

繁殖雌牛１頭当たりの飼料供給地面

積(概ね６a 以上)の条文については、実

態に即していないため削除する。 

 

 

監 査 対 象 機 関 富士大和森林組合 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ８月２３日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県造林事業補助金関係】 

（１）補助金交付要綱に即した事務処理

について、行われていないものがあ

った。 

   補助金交付を受けようとする施行

主体が、申請事務を森林組合に委任

する場合は、補助金交付申請書に、

委任状及び精算依頼書の写しを添付

する必要があるが、添付されていな

かった。 

 

（２）県造林事業実施要領に即した事務

処理について、行われていないもの

があった。 

【所管課 林業課】 

○  監査直後に、是正するよう指導し、

直近の申請から、「委任状及び精算依頼

書の写し」は漏れなく添付されている

ことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

○  監査直後に、是正するよう指導し、

監査後の直近の申請から「補助金交付

完了報告」は提出されていることを確
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   補助金の申請事務の委任を受けた

森林組合は、補助事業の施行主体へ

の補助金交付完了後、速やかに知事

へ補助金交付完了報告を提出すべき

であったが、提出していなかった。 

  

認した。 

  

 

監 査 対 象 機 関 

第６２回全国人権・同和教育研究大会佐

賀県実行委員会（旧：第６２回全国人権・

同和教育研究大会佐賀県準備委員会） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ７月３０日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【平成２１年度第６２回全国人権・同和 

教育研究大会開催費補助金関係】 

（１）補助対象経費の取扱いについて、

適正でないものがあった。 

   補助対象経費の人件費において、

事務局員（勤務時間１日６時間）に

対し、事務局員取扱要綱で年次有給

休暇を付与できない期間内に休暇を

与え、また、同要綱に規定のない「夏

季休暇」を与えるなど、事務局員取

扱要綱に違反する取扱いがなされて

いたが、月額報酬は満額支払われて

いた。 

なお、他事業で支払った経費のう

ち、今回判明した補助対象外経費に

相当する額で、県補助対象事業に該

当する経費があり、修正実績報告書

の提出がなされたため、補助金返還

は生じていない。 

 

事務局員給与費 

 （誤） ３，８４０，０００円 

（正） ３，７４９，６１３円 

 

（２）補助事業の執行について、適正で

ないものがあった。 

   平成２１年５月１５日に、三重県

で開催された「第５７回全国同和教

育研究協議会総会」に、次年度に本

【所管課 学校教育課】 

 

○  補助対象経費の取扱いで適正でない

ものについては、事業実績から除外し、

修正実績報告書を提出させた。 

今後は、類似の事例が発生しないよ

う、適正な事務処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  補助事業の執行について適正でない

ものについては、事業実績から除外し、

修正実績報告書を提出させた。 

  今後は、類似の事例が発生しないよ

う、適正な事務処理を行う。 
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県で開催される全国大会のＰＲを兼

ねて４名が出席され、出席旅費が全

て補助対象経費として執行されてい

た。 

   この総会には、従来から２名が、

別団体である佐賀県人権・同和教育

研究協議会から出席してきた経緯が

あり、また、当準備委員会への補助

金の算定基礎の中にも、総会出席旅

費は積算されていない。少なくとも

４名のうち準備委員会職員２名分を

補助対象経費とし、残りの２名につ

いては、別団体である佐賀県人権・

同和教育研究協議会から支出すべき

であった。 

 

補助対象外経費： 

２名分旅費  ８６，４８０円 

  

 

監 査 対 象 機 関 第５回食育推進全国大会佐賀県実行委員会

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月  ７日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【第５回食育推進全国大会佐賀県実行 

委員会負担金関係】 

（１）事業計画書に基づかないで経費

支援の支出を行っているものがあっ

た。 

   地域実行委員会に、１５万円の活

動経費支援の支出を行っていたが、

Ａ町は１０万円の事業計画書、Ｂ町

は計画書の経費額未提出の段階で、

それぞれ１５万円の経費支援の支出

を行っていた。事業計画書に基づい

た支出をすべきであった。 

  

【所管課 くらしの安全安心課】 

 

○  実行委員会の重要事項について、事務

局（県）だけで決定できる体制になって

いたこと、また、内部監査体制も十分

ではなかったことから、事務局内部の

決裁手続きや実行委員会規約の予算、

決算、監事の設置等、総会での議決事項

について改正を行った。 
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監 査 対 象 機 関 佐賀の米・麦・大豆マーケティング協議会

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ８月  ５日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀の米・麦・大豆マーケティング協 

議会負担金関係】 

（１）単一事業者からの見積りにより

契約を締結する場合は、その理由を

明確に記録すべきであった。 

   

（２）補正予算の承認手続きについて、

適正でないものがあった。 

   協議会規約第８条第５項（３）に

は、「予算及び事業計画、決算及び事

業報告に関すること」は、委員会に

附議するとされているが、平成２１

年度補正予算が、委員会の報告事項

として処理されていた。 

 

（３）会計主任が、任命されていなかっ

た。 

   協議会会計規程第１１条第３項で

は、「会計主任は事務局長が任命す

る。」と規定されているが、事務局長

が会計主任という認識で運営されて

おり、任命行為がなされていなかっ

た。 

 

（４）５０万円以下の契約の規定がなか

った。 

   協議会会計規程第２０条では、 

    次の場合は、契約書の作成を

省略することができる。この場合

において、次の（１）に該当する

場合は、契約に必要な事項を記載

した請書を提出させなければなら

ない。ただし、軽易なもの又は時

価にて購入する農畜産物及び契約

の相手方が契約を履行しないこと

となるおそれがないときについて

は、見積書又は納品書をこれに

代えることができる。 

【所管課 流通課】 

 

○  今後は、同様の案件が発生しないよ

う、適正な事務処理を行う。 

 

 

○  今後は、補正予算についても委員会に

附議し、承認を得ることとする。 

なお、会計規程についても、予算の

補正は委員会に附議しなければなら

ない旨、改正した。 

 

 

 

 

○  今後は、会計主任の任命を行うことと

し、平成２３年度は、佐賀県農業協同

組合米穀課係長を会計主任に任命した。

 

 

 

 

 

 

○  会計規程を改正し、５０万円以下の

契約の規定を明記した。 
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   （１）契約金額が５０万円を超え

１００万円を超えない契約を

行うとき 

  と規定されているが、「次の場合」と

は、どのような場合を指すのか不明

確であった。 

 

（５）イベント補助金で、不適切な事務

処理をなされているものがあった。 

   「さがびより/佐賀日和」地域密着

型イベント事業費補助の中で、不適

切な事務をなされていたものがあっ

た。 

① 事業終了後に、補助金の事務処

理がなされていた。 

   ＜事例＞ 

    補助金の実施伺 

  平成２２年３月３０日 

    補助事業実施者 

  県内２０の大規模米麦共同

乾燥調製施設利用組合 

    補助金総額 

    ３，６８６，４８９円 

    実施期間 

     平成２１年１０月 

～２２年３月 

 

  ② 補助金交付申請書で、日付、申

請団体印のないものがあった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

○  今後は、同様の案件が発生しないよ

う、適正な事務処理を行う。 

 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
平成２１年度全国中学校体育大会佐賀県

実行委員会 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ９月  ６日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【平成２１年度全国中学校体育大会佐賀 

県実行委員会負担金関係】 

（１）物品の管理で、不十分なものがあ

った。 

新体操競技で、ネックピースを

１，２４６枚購入したが、参加者は

【所管課 体育保健課】 

 

○  今後、適正な管理を行わせる。 
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５０２人であった。在庫は、１４３

枚（平成２２年１０月１９日報告）

であり、管理が不十分であった。 

 

（２）単一事業者からの見積りにより契

約を締結する場合は、その理由を明

確に記録すべきであった。 

ソフトボール大会の会場の設営の

一部を、佐賀県ソフトボール協会と

単一業者との随意契約で行っていた

ものの、決定理由を記載した書類が

なかった。 

 

（３）事業計画及び事業報告の承認に

ついて、改善を要するものがあった。

   平成２１年５月２５日に、事業

計画、予算等、同年１１月２６日に

事業報告、決算等の総会が開催され

ているが、議事録を作成する等、承

認の確認方法を明確にすべきであっ

た。 

  

 

 

 

 

○  次回開催時には、学校事務職員の

助言・指導を受けながら、見積もり合

わせの結果や委託業者決定理由を記載

した書類を作成し、適正な事務処理を

行わせる。 

 

 

 

 

○  次回開催時には、総会開催の都度、

議事録署名人を選任のうえ、速やかに

議事録を作成させる。 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県市町村振興協会 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ８月  ３日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【市町村振興宝くじ交付金関係】 

（１）基金積立運用規程で、不備なもの

があった。 

   当交付金で造成される基金の各年

度の積立額は、市町村振興宝くじ発

売要領に基づき、県交付金から財団

法人全国市町村振興協会への納付金

を差し引いて算定される。平成２０

年に、財団法人全国市町村振興協会

において、納付金率が２０／１００

から１０／１００に見直されたこと

に伴い、財団法人佐賀県市町村振興

協会においても、平成２０年度以降

は、交付金の額の９０／１００に相

当する額を積み立てていたが、財団

【所管課 市町村課】 

○  指摘を受けた後、平成２３年２月に

開催された理事会において、財団法人

佐賀県市町村振興協会基金積立運用

規程第２条の規定にある基金の積立額

を、交付金の額の８０／１００から

９０／１００に相当する額に改正する

議題を提案し、承認を受けた後、平成

２３年３月 1 日付けで施行した。 
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法人佐賀県市町村振興協会基金積立

運用規程第２条では、基金の積立額

は、交付金の額の８０／１００に相

当する額と規定されており、改正が

されていなかった。 

  

（２）基金貸付事務で、適正でないもの

があった。 

基金による市町への貸付事業にお

いて、貸付決定の決裁文書がなかっ

た。 

   また、同貸付事業は、財団法人佐

賀県市町村振興協会基金貸付細則に

基づき実施されているが、同細則第

８条の規定に基づき、貸付先の市町

から提出される借用証書について

は、貸付利率が記載されないまま受

領し、そのまま保存していた。 

 

 

 

 

 

 

（３）市町村交付金事業実績の確認で、

検討を要するものがあった。 

   財団法人佐賀県市町村振興協会

は、財団法人佐賀県市町村振興協会

市町村交付金交付規程に基づき、

市町村交付金を県内市町に配分し、

同規程第７条に基づき、配分を受け

る市町から事業計画を提出させてい

るが、事業実績については確認して

いなかった。市町村交付金事業の実

績の確認について、検討されたい。 

  

 

 

 

 

 

 

○  指摘を受けた後、平成２２年度貸付

より貸付決定の決裁文書を作成した。

今後、このようなことがないよう、適

正な事務処理を行う。 

また、借用証書の貸付利率について

は、基金貸付細則の附則第２条（貸付

利率の特例）により貸付日の財政融資

資金利率より０．３％を減じた率で貸

し付けると定めているため、借用証書

提出時は空欄とし、確定後速やかに

貸付利率を市町へ連絡するとともに、

証書へ記載することとしていたが、

記載漏れとなっていた。 

今後は、貸付利率を記載した長期貸

付決定通知書を市町へ送付するととも

に、当該利率を借入証書に記載しても

らうことを徹底することとした。 

 

○  平成２２年度より、交付金を交付し

た市町に対し、事業終了後に事業実績

報告書の提出を求めることとした。 

  さらに、平成２３年度は、財団法人

佐賀県市町村振興協会市町村交付金

交付規程を改正し、「実績報告書の提

出」の条項を定め、事業実績を確認す

ることとした。 
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監 査 対 象 機 関 
社会福祉法人佐賀ライトハウス 

（佐賀県立点字図書館） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２２日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県立点字図書館関係】 

（１）事業計画書の提出が、遅れていた。

   佐賀県立点字図書館管理運営業務

仕様書で、指定管理者は、前年度の

９月末日までに次年度事業計画書

（案）及び収支予算書（案）を、前

年度の２月末日までに事業計画書を

県へ提出することになっているが、

次年度事業計画書（案）及び収支予

算書（案）が平成２１年１１月に、

事業計画書が平成２１年３月２０日

に提出されていた。 

 

（２）施設の維持・管理に関する業務で、

仕様書どおりに実施されていないも

のがあった。 

  ① 佐賀県立点字図書館管理運営業

務仕様書には、指定管理者は個人

利用者の意見や満足度等を聴取す

る利用者モニタリングを実施する

こととされているが、実施されて

いなかった。 

 

  ② 施設の維持・管理業務で、仕様

書どおり実施されていないものが

あった。 

・業務名：窓ガラスの特別清掃 

・清掃面積：仕様書 １１６㎡ 

          実績   ７２㎡ 

 

（３）指定管理者指定申請書に記載しな

がら実施されていないものがあっ

た。 

    ・運営懇談会を３回開催すると

しながら、実績は２回であっ

た。 

    ・職員の内部研修 

【所管課 障害福祉課】 

○  期日を守り提出するよう指導した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  仕様書どおりモニタリングを実施す

るよう指導した。 

 

 

 

 

 

○  仕様書どおり特別清掃を実施するよ

う指導した。 

 

 

 

 

 

○  指定管理者指定申請書に記載されて

いるとおり、運営懇談会を３回開催

するよう指導した。 

また、内部研修を実施するよう指導

した。 
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（４）運営懇談会で、不十分なものがあ

った。 

   利用者からの意見を点字図書館

運営に反映させるため、「点字図書館

運営懇談会」が設置されているが、

平成２２年１月３１日に開催された

運営懇談会は、挨拶や講演の記録ば

かりで、設置の趣旨に合致した内容

ではなかった。 

 

（５）保守料金の支払いについて、適正

でないものがあった。 

点字プリンター保守契約で、契約

書第６条に基づいて、契約日から

１か月以内に、指定管理者が支払う

べき基本保守料金を、使用実態に応

じたものとして、その契約額の半額

を別団体に支払わせ、残り半分の額

を、契約日の１１か月後に支払って

いた。 

 

   契約上の基本保守料金 

   ３４６，５００円 

   指定管理者が支払った額 

  １７３，２５０円 

 

 

○  設置の趣旨に合致した内容で運営懇

談会を実施するよう指導した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  契約書どおり適切に支払いを行うよ

う指導した。 

 

 

監 査 対 象 機 関 
特定非営利活動法人佐賀県射撃と狩猟

振興会（佐賀県射撃研修センター） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月１９日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県射撃研修センター 

関係】 

（１）備品の管理について、適正でない

ものがあった。 

協定書第１１条に基づき、管理

委託料で備品を購入した場合は、

県の所属とし、備品台帳に記載する

必要があるが、備品台帳に記載され

ていない備品があった。また、県の

【所管課 生産者支援課】 

 

○  備品として購入した背負いブロワー

１台について、備品台帳への記載手続

きを生産者支援課に依頼し、更新され

た備品台帳を佐賀県射撃研修センター

に備え付けた。 

また、県の備品札を備品に貼付けた。

今後、管理委託料で備品を購入する
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備品札も、貼られていなかった。 

・平成２１年１１月２４日購入 

背負いブロワー６５，９４０円 

 

際は、生産者支援課と打ち合わせの上、

適切に処理する。 

 

 

監 査 対 象 機 関 
川原建設株式会社 

（佐賀県営住宅（佐賀県西部地区）） 

監 査 執 行 年 月 日 平 成 ２ ２ 年 ７ 月 ２ ０ 日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県営住宅（佐賀県西部 

地区）関係】 

（１）個人情報の開示請求への対応に必

要な規程が、整備されていなかった。

協定書では、指定管理者は、個人

情報の開示請求の対応に必要な規程

を整備するよう規定されているが、

整備されていなかった。 

 

（２）事業報告の内容に、誤りがあった。

   協定書第１６条に基づく管理業務

の実施状況の報告内容に、誤りがあ

った。 

① 一般修繕件数の報告誤り   

唐津管理室所管件数  

（実績）197 件 

（報告）199 件 

② 計画修繕の工期の報告誤り 

    伊万里管理室所管 

工事名：平成 21 年度県営住宅岩

栗ヶ丘第二団地ＲＣ1

棟浴槽風呂釜新設工事 

工 期： 

（実績） 

自 平成 22 年 1 月 6 日 

至 平成 22 年 1 月 31 日 

（報告） 

自 平成 21 年 12 月 1 日

至 平成 22 年 1 月 31 日

 ③ 施設の運営実績及び管理体制の

うち、年間報酬額の報告誤り 

 

【所管課 建築住宅課】 

 

○  指摘があった件については整備し

た。 

 

 

 

 

 

○  一般修繕件数等の報告の誤りについ

ては、平成２２年７月２９日に訂正

箇所の修正を行っており、今後は、こ

のような誤りがないよう十分に各管理

室との調整を行う。 
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（３）財産の管理について、適正でない

ものがあった。 

   指定管理業務のために指定管理者

の負担により調達した備品につい

て、協定書第１１条第４項に基づく

備品管理簿が作成されていなかっ

た。 

 

 ・指定管理者が調達し指定管理

業務に供した備品 

    軽自動車 ６台 

（指定管理者所有３台、

リース車両３台） 

      小型自動車１台 

（指定管理者所有１台）

          計７台 

 

○  備品管理簿については作成した。 

 

 

監 査 対 象 機 関 
財団法人スマイルアース 

(佐賀県立二十一世紀県民の森) 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年  ９月２９日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県立二十一世紀県民の 

森関係】 

（１）施設等利用承諾書の様式について、

定められていないものがあった。 

仕様書では、森林学習展示館研修

室、学習室は利用に際し施設等利用

申込書を提出してもらい、利用を

認める場合は、利用承諾書を交付す

ることとなっているが、利用承諾書

の様式が定められておらず、利用

申込書の写しで代用されていた。 

 

（２）事業報告の内容について、適正で

ないものがあった。 

指定管理業務に係る委託費の報告

額に、指定管理業務以外の財団運営

に係る経費が含まれていた。 

 

 

【所管課 森林整備課】 

 

○  利用承諾書の様式を作成し、交付す

ることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  事業報告書を訂正した。 
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支出科目 

草刈外部委託費 

 （正当額）２９１，０００円 

（報告額）３３７，９１８円 

 

 

監 査 対 象 機 関 
乃村・松尾宇宙科学館活性化共同事業体

（佐賀県立宇宙科学館） 

監 査 執 行 年 月 日 平成２２年１０月２９日 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県立宇宙科学館関係】 

（１）事業体で購入された備品の管理簿

が、作成されていなかった。 

協定書第１６条第４項では、事業

体が事業体の負担により購入した備

品については、県が定める備品台帳

とは別の管理簿を作成し、管理する

こととされているが、事業体で購入

されたミュージアムショップのレジ

（約６０万円、平成１８年３月購入）

の管理簿が、作成されていなかった。

 

（２）管理運営業務の再委託で、県の承

認を得ていないものがあった。 

   協定書第９条では、「乙は、管理運

営業務を第三者に委託し、又は請け

負わせてはならない。ただし、甲の

承諾を得て、管理運営業務の一部を

第三者に委託し、又は請け負わせる

場合は、この限りではない。」と規定

されているが、財団から県への承認

申請の手続がなされずに再委託され

ていた。 

   ・委託業務名 

建築設備、特殊建築物定期報告業務

   ・委託金額  ５３１，３００円 

 

（３）規程に基づく領収書の様式が、定

められていなかった。 

   入館料の徴収に当たって、佐賀県

立宇宙科学館経理運用手引き第１７

【所管課 社会教育・文化財課】 

○  事業体で購入した備品について別途

管理簿の作成を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  「第三者に委託できる業務」（協定書

第９条第２項別記３）以外については、

事前に県の承認を得て再委託を行うよ

うにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  規程に基づき、一連番号を付した領

収書を所定の様式として管理すること

とした。 



 67

条に基づく領収証の様式が定められ

ていなかった。実態を踏まえて、当

運用手引きを見直されたい。 

  

 

２－２ 各所管課及び関係課に対するもの 

（出資団体等関係） 

監 査 対 象 機 関 

財団法人佐賀県女性と生涯学習財団 

(佐賀県立男女共同参画センター・佐賀県

立生涯学習センター)  

所 管 課 男 女 参 画 ・ 県 民 協 働 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県立男女共同参画セン 

ター・佐賀県立生涯学習センター関係】

（１）指定管理者から提出された施設・

設備の更新計画に対して、県の対応

方針（回答）が示されていなかった。

施設・設備の更新については、計

画的な更新に努める必要があるが、

指定管理者から提出された計画書に

対する県の対応方針（回答）が示さ

れていなかった。指定管理者の施

設・設備の修繕計画に支障がないよ

う適切な対応を図られたい。 

 

（２）備品管理簿の提示で、不十分なも

のがあった。 

協定書第６条に基づき、所管課は、

年度当初に、財団に対し、管理物件

として財産台帳の写し及び備品管理

簿を提示していたが、管理物件の

備品の一部を処分した際に、修正

した備品管理簿を改めて財団に提示

していなかった。   

財産台帳や備品台帳の整備は、

管理業務の基本的事項であり、指定

管理者が管理対象物件を常時把握で

きるよう、管理対象物件に変更が

生じた場合は、変更内容を記載した

管理簿等を適時財団に対し、提示さ

れたい。 

 

 

○  予算要求時に提示された財団からの

アバンセ施設設備改修等に関する意見

に対し、県の対応方針を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後、年度途中に備品等管理対象物

件に変更が生じた場合は、変更内容を

記載した管理簿等を財団に対し、提示

する。 
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処分した管理物件（備品）の例：

テレビ、舞台 

 

（３）利用料金設定に当たって、知事の

承認が必要なものを明確にされた

い。 

   事例：プラステート ４６０円 

 

 

 

 

 

○  プラステートについては、平成２３

年度から付属設備使用料から除外し

た。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県環境クリーン財団 

所 管 課 循 環 型 社 会 推 進 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【財団法人佐賀県環境クリーン財団運営 

費補助金関係】 

（１）交付申請書及び実績報告書に、事

業の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び平成

１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、交

付要綱では、事業の効果を記載する

よう規定されていなかった。 

 

【平成２０年度佐賀県公共関与型廃棄物 

処理施設整備事業費補助金関係】 

（１）補助金交付要綱の規定で、不明確

なものがあった。 

   補助金交付要綱第６条で、「（５）

工期の変更 補助事業が予定の期間

内に完了しない場合、又は補助事業

の遂行が困難となった場合には、速

やかに、その理由その他必要な事項

を記載した書面を知事に提出して、

その指示を受けなければならない。」

と規定されているが、当該書面の

様式が示されていなかったため、

必要性が不明な書類が、多数添付さ

れていた。 

 

 

 

○  運営費補助は、平成２１年度までの

事業であり、廃止した。 

  今後は、適正な交付要綱を制定する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  施設整備事業費補助は、平成２０年

度までの事業であり、廃止した。 

  今後は、適正な交付要綱を制定する。
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（２）補助金交付要綱に、補助金に係る

消費税及び地方消費税の仕入税額控

除規定が、設けられていなかった。 

   

○  施設整備事業費補助は、平成２０年

度までの事業であり、廃止した。 

  今後は、適正な交付要綱を制定する。

 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県地域福祉振興基金 

所 管 課 地 域 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）団体の在り方について、検討され

たい。 

当基金は、「外郭団体の見直し」で、

「平成１７年度中に県社会福祉協議

会との統合の可能性について結論を

出す。」としていながら、いまだ結論

が出されていない。新公益法人制度

改革への対応期限もあり、早急に団

体の在り方について、検討されたい。

 

○  指摘のとおり、新公益法人制度改革

への対応期限が迫っていることから、

早急に団体の在り方について検討を行

いたい。 

 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県地域福祉振興基金 

所 管 課 長 寿 社 会 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）基金の管理について、指導を要す

るものがあった。 

高齢者保健福祉推進事業会計の

流動資産の平成２１年度残高につい

ては、予算額（41,390,000 円）をは

るかに超える金額（131,242,472 円）

が、無利子の決済性普通預金で管理

されていた。事業費規模や基本財産

の繰入、県への返納など検討し、基

金の管理について、指導されたい。 

   

○  流動資産については、ペイオフ対策

を含め安全性を最優先と考えて決済性

普通預金で管理してきたところである

が、平成２２年度以降は、普通預金、

定期預金、国庫短期証券等での管理を

行っている。 

事業規模については、助成事業の

募集において、テレビ、ラジオ、イン

ターネット、新聞の活用、イベントへ

の参加等により広く周知を行い、拡充

を図っているところである。 

当該会計に係る原資を出資している

県としては、今後の当該会計に係る

適正な資金管理を含め、高齢者保健

福祉推進事業の目的に沿った適切な

事業執行が行われるよう法人を指導し

ていきたいと考えている。 

 



 70

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県長寿社会振興財団 

（佐賀県介護実習普及センター） 

所 管 課 長 寿 社 会 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県明るい長寿社会づくり推進事業 

費補助金関係】 

（１）実績報告書の審査で、不十分なも

のがあった。 

実績報告書に補助金交付要綱規定

の事業の効果の記載がないにもかか

わらず、修正指示をすることなく受

理し、額の確定を行っていた。 

 

（２）補助金交付要綱の内容について、

適正でないものがあった。 

当事業は、県費だけを財源とした

県単独補助事業であるが、補助金交

付要綱では、補助事業で取得し、又

は効用の増加した財産の処分を制限

する期間については、「厚生労働大臣

が別に定める期間と同等の期間とす

る。」と規定されていた。県単独補助

事業に応じた規定に、見直されたい。

 

（３）補助金の実績報告書の提出時期に

ついて、適正でないものがあった。 

補助金交付要綱第５条第２項の規

定で、全額概算払を行った場合の実

績報告書の提出期限を、翌年度の４

月３０日としているにもかかわら

ず、４月３０日付けの実績報告書が、

実際は５月２８日頃に提出され受理

していた。 

所管課にあっては、補助金交付

要綱の規定に基づき、実績報告書の

提出期限を遵守させるよう団体への

指導を徹底されたい。 

 

 

 

 

 

○  交付要綱の規定に基づき、事業の効

果を記載するよう指導を行った。 

 

 

 

 

 

○  平成２２年８月２４日付けで補助金

交付要綱の一部改正を行い、「減価償却

資産の耐用年数等に関する省令（昭和

４０年大蔵省令第１５号）で定める期

間とする」とした。 

 

 

 

 

 

 

○  交付要綱の規定に基づき、期日まで

に提出するよう指導を行った。 
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【公の施設：佐賀県介護実習普及センタ 

ー関係】 

（１）指定管理施設の利用で、検討を要

するものがあった。 

  ① 施設の一部（研修室、実習室）

について、他の団体(福祉用具事業

者、介護施設職員団体)に貸出され

ているが、「介護実習普及センター

設置条例」及び施行規則には、他

の団体等への貸出ができる規定と

されていない。 

② 当施設は、介護の実習、福祉用

具を利用した体験学習等を通じ

て、高齢者の介護に関する県民の

知識及び技術の向上並びに意識の

啓発を目的に設置された施設で

あることから、広く県民が利用で

きるよう検討されたい。 

③ 貸出に当たっては、指定管理者

にインセンティブの働く利用料金

制を検討されたい。 

 

 

 

○  次期、平成２４年度以降の指定管理

者の決定に当たっては、抜本的に施設

の在り方見直しを検討するため、非公

募で、１年間（平成２４年度）、当財団

を指定管理者として、従来と同様の条

件で継続管理委託を行うこととしたと

ころである。 

今後、この見直しの中で、指摘の事

項を含めた検討を行っていくことと

する。 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県臓器バンク 

所 管 課 健 康 増 進 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）委託先の実態の把握や検討につい

て、不十分なまま、委託しているも

のがあった。 

骨髄移植普及啓発事業を受託した

（財）佐賀県臓器バンクにおいては、

急遽受託することになったため、

指揮命令系統等の体制づくりなどの

検討・準備がなされないまま、事業

に着手し、その結果、法的に何ら権

限のない別団体の佐賀県赤十字血液

センターが時間外勤務命令を行うな

ど不適切な労務管理が行われてい

た。県は、委託先の課題等を確認し、

十分な協議を行った上で委託すべき

であった。 

 

（２）当財団の在り方について、検討を

要するものがあった。 

平成１７年度から２１年度までの

５年間を見直し期間とする県の「外

○  今後、同様の委託事業を委託する際

は委託先と十分協議を行い、委託先の

労務管理等の諸課題を検討した上で、

委託すべきか否かを判断してすること

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  指摘のとおり、（財）佐賀県総合保健

協会との統合は断念したが、県の（財）

佐賀県臓器バンクへの財政的支援によ

る基金の取り崩しの解消、公益法人へ
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郭団体の見直し」に当たって、見直

しの方向性として「（財）佐賀県総合

保健協会との統合の可能性について

検討する。」、「経営状況は、特に問題

なし。ただし、低金利のため基金か

らの運用益が低いことから、基金を

一部取り崩して事業費に充てる。」等

が示されているが、統合は断念され、

基金も取り崩しを続ける状態が続い

ており、今後の当財団の在り方を早

急に検討されたい。 

 

（３）外郭団体の見直し内容の取組みで、

不十分なものがあった。 

平成１７年度から２１年度までの

５年間を見直し期間とする県の「外

郭団体の見直し」内容で、「財務諸表

を財団のホームページで公開する。」

と掲げていながら、平成１９年度ま

での分しか掲載されていなかった。 

 

（４）知事への届出・報告を要するもの

で、行われていないものがあった。 

寄附行為第１０条及び第１２条

で、事業計画、予算に関する書類、

事業報告及び決算に関する書類は、

知事に届出・報告をしなければなら

ないと規定されているが、届出・報

告をさせていなかった。 

 

（５）理事及び副理事長を選任する理事

会で、出席していない理事が議事録

に署名していた。 

   県の人事異動に伴い、新任の理事

及び副理事長の選任が書面表決でな

されているが、当財団の寄附行為で

は「理事は、理事会において選任す

る。」、「理事は、互選により副理事長

を選任する。」、「理事会の議事録に

は、議長及びその会議において選任

された議事録署名人２人以上が、

署名及び押印しなければならない。」

と規定されている。 

   当理事会は、理事１名のみの出席

で開催され、欠席した理事長及び

理事が、議事録署名人欄に、記載、

押印されていた。 

の移行について、県内部で議論を行っ

ているところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  財団に対して指導を行い、平成２１

年度分までの財務諸表が（財）佐賀県

臓器バンクのホームページに掲載され

た。 

 

 

 

 

 

○  平成２３年３月２４日付けで「一般

社団法人及び一般財団法人に関する

法律」の規定に即して認可した、変更

後の定款では、事業計画及び予算に係

る届出義務、事業報告及び決算に関す

る書類は、知事への届出・報告を要し

ないこととした。 

 

 

○  今後、同様の事例が生じないよう、

定款に基づいた議事録の署名について

（財）佐賀県臓器バンクに指導した。 
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（６）社団法人日本臓器移植ネットワー

クの業務方法・体制について、検討

されたい。 

県から推薦依頼を受け、（財）佐賀

県臓器バンクの職員１名が（社）日

本臓器移植ネットワークの佐賀県臓

器移植コーディネーターに委嘱さ

れ、当該コーディネーターとしても

業務を行っているが、コーディネー

ター業務は、他県での臓器移植発生

時の支援依頼などで多忙な実態にあ

り、当財団の業務の実施にも影響が

出ている状況にある。 

当財団と協議し、（社）日本臓器移

植ネットワークの業務方法・体制に

ついて、検討されたい。 

 

 

○  社団法人日本臓器移植ネットワーク

(以下「ネットワーク」という。）の業

務方法に基づき、県が、（財）佐賀県臓

器バンクの職員を都道府県臓器移植

コーディネーターとしてネットワーク

に推薦し、ネットワークから委嘱され

ていることについては、国通知（平成

１５年３月２０日付け健増発第０３２

０００１号）や都道府県単位での臓器

あっせんの実情等を勘案すればやむを

得ず、業務方法自体は、（財）佐賀県臓

器バンクと協議した結果、制度として

合理性があるものと思われる。 

  しかしながら、ネットワークの体制

については、（財）佐賀県臓器バンクに

実情を確認し協議しているが、国予算

の制約上、ネットワークのコーディネ

ーターの必要人員が到底充足されてい

る状況とは言えず、九州地区では２名

しか確保されていないため、現実のコ

ーディネーター業務はネットワークの

十分な支援は期待できない状況であ

る。 

  このため、県臓器移植コーディネー

ターに他県への支援依頼に応ずる等

相当の負担が生じている状況で、対応

に苦慮しているところであり、県とし

ても（財）佐賀県臓器バンクと連携し

ながらネットワークの早期の体制強化

を求めていくことを検討したい。 

 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県食鳥肉衛生協会 

所 管 課 生 活 衛 生 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）久留米市の検査業務について、経

理を区分するよう検討されたい。 

当協会の久留米市との検査業務の

受託契約においては、契約書で、委

託料の余剰が生じた場合は、久留米

市に返還する旨の規定がある。 

また、平成２０年度から平成２４

年度までの間は、この受託業務に

ついては、法人税法基本通達１５－

○  久留米市との業務委託契約書に規定

のある、「契約の変更及び委託料の余

剰」について、その具体的ケース等を

久留米市と（財）佐賀県食鳥肉衛生協

会が協議確認し、その結果を踏まえ、

経理区分について検討を行うこととし

た。 

（財）佐賀県食鳥肉衛生協会は平成

２３年度中に公益法人の認定を受ける
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１－２８（実費弁償による事務処理

の受託等）に該当し、非収益事業で

あることを確認した旨の通知が、

平成２０年７月２日付けで、佐賀

税務署からあっているが、この通知

の中で、平成２５年度以降の同受託

業務については、平成２４年度まで

に、同通達に基づき、佐賀税務署の

再確認を受けなくてはならないこと

とされている。 

しかしながら、久留米市との検査

業務に関する支出が、他の業務と

明確に区分されていないので、経理

の区分について、検討するよう指導

されたい。 

 

（２）会計処理規則の見直しについて、

指導を要するものがあった。 

当協会の会計処理は、財団法人佐

賀県食鳥肉衛生協会会計処理規則に

基づき、行われているが、同規則に

は、契約方法（入札、随意契約）な

ど、契約事務に関する規定が設けら

れていない。平成２１年度の工事契

約では、複数業者による見積合せが

行われるなど競争原理を働かせるよ

う努められていたが、経済性や公平

性の確保を図るためには、明確な契

約事務に係る基準の整備が必要であ

ることから、協会の同規則の見直し

について、指導されたい。 

   

予定であり、認定後は「実費弁償によ

る事務処理の受託等」に係る佐賀税務

署への再確認は不要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  会計処理規則に契約事務に関する

規定が設けられていなかったため、

平成２３年度末までに、諸規程の改定

を行うこととしている。 

 

監 査 対 象 機 関 
財団法人佐賀県地域産業支援センター

（佐賀県地域産業支援センター・佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター）

所 管 課 新エネルギー・産業振興課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【財団法人佐賀県地域産業支援センター

運営費補助金関係】 

（１）補助金交付要綱で、必要な改正が

行われていないものがあった。 

   補助金交付要綱で、県派遣職員

 

 

○  補助金交付要綱について、平成２２年

３月１７日付けで県派遣職員人件費を

対象経費から除外する改正を行い、平成
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人件費を補助対象経費としていた

が、平成２２年１月２７日に締結

した「派遣職員の取扱いに関する取

決め書」により、平成２２年２月以

降の県派遣職員人件費については、

補助対象経費から除外されることと

なっていた。しかしながら、所管課

は、補助金交付要綱の改正を行って

いなかったため、財団においては、

補助金変更申請等の事務処理が遅

れ、誤った決算計上を行っていた。 

 

   平成２１年度財団決算 

（該当分のみ記載） 

（正）未収金 5,495,650 円 

（未受領補助金分）

      未払金 1,614,040 円 

（２月以降の県派

遣職員人件費補

助金の返還分） 

   （誤）未収金 5,495,650 円 

（未受領補助金分）

･･･決算計上額 

 

【佐賀県技術振興等補助金関係】 

（１）交付申請書及び実績報告書に、事

業の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び平成

１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、

交付要綱では、事業の効果を記載す

るよう規定されていなかった。 

 

【さが農商工連携応援ファンド事業費貸

付金関係】 

（１）基金事業計画実施要領の内容で、

見直しを要するものがあった。 

   県は、さが農商工連携応援基金事

業の会計処理については、特別会計

で行うよう県実施要領で規定してい

るが、実際には、当財団の一般会計

の中で区分経理されている。所管す

る（独）中小企業基盤整備機構は、

他の経理と明確に区分することが

要件であり、特別会計の設置まで

２２年度分は適正に処理されたことを

確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  実績報告書については、平成２２年

１２月２日付けで佐賀県技術振興等

補助金交付要綱の規定を見直し、支援事

業の成果を記載する欄を設けることと

し、平成２２年度から適用を開始した。

また、交付申請書については指摘を

受け、平成２３年８月１日付で同要綱を

改正し、交付申請書中に事業の効果を

記載する欄を追加した。 

 

 

 

○  実施要領の規定を下記のとおり見直

した。 

 

＜改正前＞ 

（基金事業における会計） 

第５条 センターは、基金事業にかか

る特別会計により事業を行い、基金

の経理をセンターの他の経理と区

分して整理するものとする。 
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要件とはされていない。したがって、

実施要領の規定を見直されたい。 

 

 

 

 

【公の施設：佐賀県地域産業支援センター

関係】 

（１）協定書に定める管理物件で、除外

すべきものがあった。 

  ① 財団法人佐賀県地域産業支援セ

ンターが、県から行政財産の使用

許可を受けて使用している事務室

等は、管理物件から除外すべきで

ある。 

   ・使用目的 

   （財）佐賀県地域産業支援セン

ターの事務所設置 

   ・使用物件明細 

１階事務室    227.105 ㎡ 

２階事務室      96.50 ㎡ 

２階コンピュータ室 43.925 ㎡ 

        計     367.53 ㎡ 

   ・使用期間  

  平成 21 年 4 月 1 日 

～平成 23 年 3 月 31 日 

② 財団法人佐賀県地域産業支援セ

ンターで使用している備品（理事

長室、事務室）については、管理

備品から除外し、財団法人佐賀県

地域産業支援センターと県で備品

の貸借契約を締結されたい。 

 

備 品 名 数量 金額（円）

事務用机（理事長室） １ 86,800

多機能肘付回転椅子 

（理事長室） 
１ 91,600

応接セット（理事長室） １ 129,000

アコーディオンスクリーン

（事務室） 
１ 52,600

パーテーション１式 

（事務室） 
１ 594,000

合   計 ５ 954,000

 

（２）事業報告書の様式で、検討を要す

るものがあった。 

   実績報告書で、仕様書及び事業計

＜改正後＞ 

（基金事業における会計） 

第５条 センターは、基金の経理をセ

ンターの他の経理と区分して整理

するものとする。 

 

 

 

○  佐賀県地域産業支援センターの管理

運営に関する基本協定書の一部を変更

する協定を財団と締結した。 

・ 財団が行政財産の使用許可を受け

て使用している事務室等を管理物件

から除外 

・ 財団が使用している備品を管理物

件から除外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  事業報告書の様式について、財団と協

議し、見直しを図った。なお、平成２２

年度実績報告書は、仕様書に対応した
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画書どおりに業務が履行されている

か確認できないものがあった。報告

書の様式を仕様書に対応した様式と

なるよう指定管理者と協議のうえ、

様式を検討されたい。 

  （例） 

    施設の維持及び管理に関する業

務については、実績報告書に施設

の維持管理業者の実施報告書の一

部が添付されているだけであっ

た。 

   ・警備業務： 

3 月 9 日の警備報告書添付 

   ・清掃業務： 

3 月分の日常清掃完了報告書、

定期清掃完了報告書（執務室

内のワックス作業分） 

   ・廃棄物収集業務： 

     3 月分の実績報告書 など 

 

【公の施設：佐賀県立九州シンクロトロ

ン光研究センター関係】 

（１）管理委託料の支払いで、遅れてい

るものがあった。 

管理運営協定書第１２条第４項で

は、管理委託料の支払いは、支払い

の請求があったときは、その日から

起算して３０日以内に管理委託料を

支払うとなっているが、管理委託料

の請求が３月３１日付けで、支払い

が５月２６日となっており、管理

委託料の支払いが遅れていた。 

   

様式に変更されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  職員に対して、事務処理を適切に行う

よう注意喚起を促した。 

  今後は、このようなことがないよう、

適正な事務処理を行う。 

 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県地域産業支援センター 

所 管 課 雇 用 労 働 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【中小企業勤労者福祉サービスセンター 

事業運営費負担金関係】 

（１）中小企業勤労者福祉サービスセン

ター事業の在り方について、検討さ

れたい。 

   当財団は、中小企業の福利厚生事

業を、県内の中小企業者と共同で実

施する中小企業勤労者福祉サービス

 

 

○  中小企業勤労者福祉サービスセンタ

ーについては、平成９年度のセンター

発足時の目標を下回っているが、これ

までの県内事業所等への周知等により

微増ではあるものの、年々増加傾向に

ある。 
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センター事業に取り組んでいる。当

事業の推進に当たっては、会員獲得

目標２０，０００人の計画を掲げら

れているものの、開設当初から、営

業職は１名で困難な営業が続いてお

り、当事業の信用度合いも浸透して

いない。会員数は、平成２１年度末

で２，６６８人と目標を大きく下回

っている。また、現会員のサービス

の利用も、低調で、そのため繰越金

だけが年々拡大している。この繰越

金は、サービスの原資であり、当事

業の運営に使うことはできず、運営

経費は県の負担金だよりの状況にあ

る。 

このような状況を踏まえ、中小企

業勤労者福祉サービスセンター事業

の在り方について、再度検討された

い。 

   

昨年度は、佐賀県緊急雇用創出基金

を活用して中小企業勤労者福祉向上

推進事業を実施し、企業における福利

厚生制度導入の効果・必要性の理解

促進と、中小企業勤労者福祉サービス

センターの周知・加入を働きかけた。

その結果、４４事業所、３０１人の新

規加入があった。 

また、今年度は、会員のサービス利

用を促進するために、会員ニーズ調査

や他県に設置されているサービスセン

ターの状況調査等を実施し、サービス

内容の見直しや新規企画などにより、

サービスの充実を図ることとしてい

る。 

これらの事業による結果を踏まえた

上で、将来の在り方について、あり方

検討会などで検討することとしたい。 

 

 

監 査 対 象 機 関 
公益社団法人佐賀県農業公社（旧：社団

法人佐賀県農地保有合理化事業公社） 

所 管 課 農 産 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）有明佐賀空港建設に伴う代替農地

の長期保有の対応について、関係課

に協議されたい。 

   有明佐賀空港建設に伴う代替農地

は、当公社で長期保有となっており、

関係課（空港・交通課）に対応方針

を決定するよう協議されたい。 

 

（２）公社から市町への委託契約日につ

いて、指導を要するものがあった。 

   当公社から市町への農地保有合理

化事業等業務委託の委託期間の始期

については、農地保有合理化事業等

業務委託実施要領では契約締結の

日となっていたが、農地保有合理化

事業等業務委託契約書（８月２０日

○  空港・交通課へ今後の対応方針を

決定するよう協議した。（平成２３年７

月１９日に空港・交通課より方針につ

いての回答を受領） 

 

 

 

 

○  適正な事務を行うよう指導した結

果、委託期間について、実施要領及び

契約書等の整合性が取れるよう、実施

要領の改訂が行われている。 
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契約締結）では４月１日から契約

締結日までの期間についても適用

するとされていた。補助金の内示日、

交付決定日、業務内容等も考慮し、

早期の委託契約の実施、同要領や

契約の規定の適用について、指導さ

れたい。 

 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県青年農業者育成センター

所 管 課 農 産 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）外郭団体の見直し内容の取組みに、

不十分なものがあった。 

  ① 平成１７年度から２１年度まで

の５年間を見直し期間とする県の

「外郭団体の見直し」内容で、「県

職員の役員就任の見直し」を掲げ

ていながら、役員は、平成１６年

度と同様の５名のままであった。 

        

  ② 平成１７年度から２１年度まで

の５年間を見直し期間とする県の

「外郭団体の見直し」内容で、

「（社）佐賀県農地保有合理化事業

公社との統合」を掲げていながら、

検討が先送りにされていた。 

  

（２）団体の在り方について、検討され

たい。 

   当センターは、所管課内にあり、

理事長、常務理事、事務局長を県職

員が兼務し、事務局は、非常勤嘱託

職員５名（県職員ＯＢ）、日々雇用職

員１名の体制で行っており、理事や

監事に県職員、同ＯＢが多数就任し、

公益法人の指導監督基準も満たして

いなかった。新公益法人制度改革へ

の対応を見据え、団体の在り方につ

いて、早急に検討されたい。 

 

 

 

○  当法人については、現在、新公益法

人制度改革への対応の検討を行ってお

り、これに併せ、役員等の見直しにつ

いて、指導を行っていきたい。 

 

 

 

○  上記のとおり、新公益法人制度改革

への対応の検討を行っており、その中

の一つの手法として、公益社団法人

佐賀県農業公社（旧社団法人佐賀県農

地保有合理化事業公社）との統合も検

討しているところである。 

 

○  上記のとおり、新公益法人制度改革

への対応の検討を行っており、これに

併せ、役員等の見直しを行うことと

している。 
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（３）県委託事業の契約内容で、検討を

要するものがあった。 

   地域就農促進員設置事業業務委託

（県委託事業）が、委任契約（お願

い委託）でなされているが、委託内

容の確実な履行の確保を図るもの

は、請負契約を検討されたい。 

   

○  今後、類似の契約を締結することが

ある場合は、請負契約を検討したい。 

 

 

監 査 対 象 機 関 
公益社団法人佐賀県農業公社（旧：社団

法人佐賀県農地保有合理化事業公社） 

関 係 課 空 港 ・ 交 通 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）有明佐賀空港建設に伴う代替農地

の長期保有の対応方針をまとめられ

たい。 

県は社団法人佐賀県農地保有合理

化事業公社と覚書を締結して、有明

佐賀空港建設に伴う代替農地とし

て、当公社に昭和６２年度から平成

４年度にかけて約５５．１ｈａ（圃

場整備後面積、以下同じ）の農地を

取得させているが、代替農地として、

約４０．６ｈａを平成５年度までに

利用して以降、約１４．５ｈａ（簿

価額６６３百万円）を、現在公社に

保有させたままになっている。この

農地については、農業が低迷する中

で農地価格が下落し、実勢価格は簿

価額を大きく下回っている。当公社

が、当該代替農地を売却する際の簿

価額との差額補填は、申合せに基づ

き県の責任となるが、県の今後の対

応方針が明確に決定していないた

め、公社は処分もできず困惑してい

る状況にある。 

有明佐賀空港建設に伴う代替農地

の対応方針をまとめられるととも

に、公社に負担を負わせることのな

いようにされたい。 

   

○  公社が保有する代替農地について

は、売却を行うことを基本とするが、

東京便の増便（５便化）への取り組み

とあわせて、現在、有明佐賀空港の国

際化に向けて、ＬＣＣ（格安航空会社）

の誘致活動の取組を進めているところ

である。 

こうした中で、将来的に就航先の拡

大や便数の充実などにより、滑走路等

の空港施設の拡充の必要性が出てくる

ことも想定されることから、このよう

な動きを見ながら代替農地の売却の在

り方について検討していきたいと考え

ている。 
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監 査 対 象 機 関 
社団法人佐賀県園芸農業振興基金協会 

(旧：社団法人佐賀県野菜価格安定基金協会)

所 管 課 園 芸 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）知事への報告を要するもので、行

われていないものがあった。 

   知事が所管する出資法人等の情報

公開の推進に関する要綱第４条及び

知事が所管する出資法人等の個人情

報の保護に関する要綱第４条に基づ

き、所管課長は、情報公開制度及び

個人情報保護制度に関する運用状況

の報告を求めることになっている

が、報告をさせていなかった。 

 

【佐賀県野菜出荷安定資金造成費補助金・ 

佐賀県野菜価格安定対策事業費補助金関係】

（２）実績報告書の審査で、不十分なも

のがあった。 

事業完了日については、県補助金

の支払日を記載すべきであったが、

年度末日を事業完了日とした実績報

告書を、修正指示を行うことなく受

理していた。 

所管課においては、審査を徹底さ

れたい。 

  

佐賀県野菜価格安定対策事業費 

補助金実績報告書 

    事業完了年月日 

  （正）平成２１年１０月１６日

（誤）平成２２年 ３月３１日 

   佐賀県野菜生産出荷安定資金 

造成費補助事業実績報告書 

    事業完了年月日 

  （正）平成２２年 ２月 １日 

（誤）平成２２年 ３月３１日 

 

 

 

○  県の規程に基づき、毎年度報告するよ

う指導した。 

  なお、平成２１年度分は平成２２年９

月に報告を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後、実績報告書の事業完了日には

県補助金の支払日を記載すること及び

事業完了後速やかに実績報告書を提出

することを指導し、審査を徹底する。 
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【佐賀県野菜価格安定対策事業費補助金 

関係】 

（３）事業実施計画の提出が遅れている

など補助金交付事務で、適正でない

ものがあった。 

   佐賀県野菜価格安定対策事業費補

助金で実施される契約特定野菜安定

供給事業について、所管課は、平成

２１年３月に、国実施要領に基づき、

当協会の供給計画を承認し、平成

２１年度から事業が実施されてい

る。県実施要領では、同事業を実施

しようとするときは、あらかじめ

事業計画を提出させるよう規定して

いるにもかかわらず、計画提出前の

期間が業務対象期間に含まれている

事業計画をそのまま受理し、また、

本来、補給交付金が交付される前に、

協会に対し交付すべき県補助金交付

の事務処理が遅れ、補給交付金交付

後に、県補助金が交付されていた。 

 

   事業計画の提出日 

    平成２１年６月２５日 

   補給交付金対象出荷期間 

   平成２１年４月～５月（いちご）

   上記補給交付金交付年月日 

  平成２１年 ８月２７日 

（交付額８０９，３８５円）

   県補助金交付日 

    平成２１年１０月１６日 

   

 

 

○  事業計画書については、基金協会の定

款において、事業計画の制定が総会の

議決事項となっていることから、これま

では通常総会後の６月提出が慣例と

なっていたが、今後は、事業年度開始前

に臨時総会を開催し、事業計画を制定す

ることを指導する。 

  補給交付金が交付される前に協会に

対し交付すべき県補助金交付の事務が

遅れていたことについては、今後、この

ようなことがないよう、事務処理を改善

する。 

 

 

監 査 対 象 機 関 

財団法人佐賀県教育文化振興財団 

（佐賀県北山少年自然の家・佐賀県黒髪少年自然

の家・佐賀県波戸岬少年自然の家） 

所 管 課 社 会 教 育 ・ 文 化 財 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県北山少年自然の家 

関係】 

（１）事業報告の審査で、不十分なもの

 

 

○  事業の履行状況を具体的に記載する
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があった。 

所管課は、平成２１年度事業から

事業の履行状況を確認するため、

実績報告の様式を改正しているが、

具体的な記載内容についての指導が

不十分で、実績の記載がないものが

あり、また、所管課は、不十分な内

容の実績報告書を修正指示すること

なく受理していた。記載内容につい

て指導されたい。 

（例） 

・施設点検日 （全て記載漏れ）  

・フィールドの開発・整備 

（全て記載漏れ） 

・研修等の実施（救命講習、パソコ

ン研修の実施記録

記載漏れ） 

 

（２）財産台帳及び備品管理簿の提示で、

不十分なものがあった。 

協定書第６条に基づき、所管課は

年度当初に、財団に対し、管理物件

として財産台帳の写し及び備品管理

簿を提示していたが、管理物件の施

設の改修や備品の処分を行ったもの

があったにもかかわらず、修正後の

財産台帳や備品管理簿を、改めて財

団に提示していなかった。   

財産台帳や備品台帳の整備は、管

理業務の基本的事項であり、指定管

理者が管理対象物件を常時把握でき

るよう、管理対象物件に変更が生じ

た場合は、変更内容を記載した管理

簿等を適時財団に対し、提示された

い。 

     

（３）備品の管理について、検討を要す

るものがあった。 

   使用が見込めない備品について

は、他施設での活用等を含め、今後

の取り扱いについて検討されたい。 

 

（例）電子オルガン 

（昭和６２年４月１日取得） 

 

 

 

ように指導するとともに、具体的に記

載がない場合、修正指示をすることと

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  管理物件の施設の改修や備品の処分

を行うなど、管理対象物件に変更が

生じた場合は、指定管理者が管理対象

物件を常時把握できるよう、変更内容

を記載した管理簿等を適時財団に対し

て提示することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  北山少年自然の家プレイホール(体

育館)の電子オルガンは､現在故障中の

ため、使用が見込めない状況であった。

したがって、修理可能であれば、修

理し使用に供するなど適切に措置する

こととした。 
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【公の施設：佐賀県黒髪少年自然の家 

関係】 

（１）実績報告の審査で、不十分なもの

があった。 

平成２１年度事業から、事業の履

行状況を確認するため、実績報告の

様式を改正しているが、具体的な記

載内容についての指導が不十分で、

実績の記載がないものがあるなど、

不十分な実績報告書を受理してい

た。記載内容について指導されたい。

 

（例）貯水槽清掃業務の点検日 

 

（２）備品の管理について、検討を要す

るものがあった。 

使用が見込めない備品について

は、処分を含め、今後の取り扱いに

ついて検討されたい。 

 

（例）吊り縄 

   （昭和５４年３月３１日取得）

滑降ロープ 

（昭和５４年３月３１日取得）

 

 

 

○  事業の履行状況を具体的に記載する

ように指導するとともに、具体的に

記載がない場合、修正指示をすること

とした。 

 

 

 

 

 

 

 

○  使用が見込めない備品については、

他施設での活用やそれができない場合

は、処分を含め今後の取り扱いについ

て検討することとした。 

 

監 査 対 象 機 関 
財団法人佐賀県体育協会（佐賀県総合運動

場、佐賀県総合体育館、市村記念体育館） 

所 管 課 体 育 保 健 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）教育長への報告を要するもので、

行われていないものがあった。 

   佐賀県体育協会個人情報保護に関

する規程第３４条及び佐賀県体育協

会情報公開に関する規程第１９条に

基づく教育長への運用状況報告をさ

せていなかった。 

 

【（財）佐賀県体育協会運営事業費補助金

関係】 

（２）加盟競技団体育成補助金交付要綱

及び選手強化費補助金交付要綱につ

いて、見直しを要するものがあった。

  （財）佐賀県体育協会運営事業費

補助金交付要綱第４条で規定する補

助金交付の条件として、（財）佐賀県

○  監査後、ただちに（財）佐賀県体育

協会へ報告を求め、報告を行わせた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  県が付した交付の条件と同様の条件

を付すよう指導し、加盟競技団体育成

補助金等の交付要綱の改正を行わせ

た。 
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体育協会が加盟各種団体等への助成

事業を行う場合には、（財）佐賀県体

育協会は、県が付した交付の条件と

同様の条件を付すべきことが、明記

されていなかった。明記するよう指

導されたい。    

 

（３）補助金の実績報告書の提出時期に

ついて、適正でないものがあった。 

   （財）佐賀県体育協会運営事業費

補助金交付要綱（県補助金）第５条

第２項で全額概算払を行った場合の

実績報告書の提出期限を、翌年度の

４月１０日としているにもかかわら

ず、（財）佐賀県体育協会から平成

２２年４月９日付けの実績報告書

が、実際は同年５月３１日頃に提出

され受理していた。 

所管課にあっては、補助金交付

要綱の規定に基づき、実績報告書の

提出期限を遵守させるよう団体への

指導を徹底されたい。 

 

【公の施設：佐賀県総合運動場、佐賀県 

総合体育館、市村記念体育館関係】 

（４）協定書に基づく財産台帳及び備品

台帳が、提示されていなかった。 

   管理運営に関する協定書第６条に

は、管理物件は県が別に定める財産

台帳及び備品台帳のとおりとされて

いるが、県から指定管理者である財

団に対し、財産台帳及び備品台帳が

提示されていなかった。 

 

（５）監査調書で、誤った資料を提出し

ているものがあった。 

   監査実施に際し、所管課は、監査

調書の一部として指定管理に係る管

理運営業務仕様書を県監査委員事務

局に提出したが、誤って、施設管理

上、重要な変更である利用料金制の

導入が行われる前の平成２０年度の

仕様書を提出し、事務監査の際の監

査委員事務局からの指摘で誤りに気

づき、再提出した。監査調書は、監

査の際の重要な資料であることか

ら、適切な書類を提出されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

○  県から（財）佐賀県体育協会への補

助金、（財）佐賀県体育協会から加盟団

体等への補助金の実績報告書提出期限

がそれぞれ同日の４月１０日となって

いたため、（財）佐賀県体育協会の事務

負担の軽減並びに実績報告書の提出

期限を遵守させるため、全額概算払を

行った場合の実績報告書の提出期限を

４月３０日と補助金要綱の改正を行

い、改めて実績報告書の提出期限を

遵守するよう指導した。 

 

 

 

 

 

 

 

○  監査後、協定書に基づく財産台帳

及び備品台帳を（財）佐賀県体育協会

に対し提示した。 

 

 

 

 

 

 

○  今後誤った資料の提出をしないよう

にするため、監査調書の提出が担当者

任せとならないよう課内のチェック

体制を高めていく。 
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監 査 対 象 機 関 
公益財団法人佐賀県暴力追放運動推進セ

ンター（旧：財団法人佐賀県暴力追放運動推進センター） 

所 管 課 組 織 犯 罪 対 策 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

（１）県委託事業の契約種別で、検討を

要するものがあった。 

不当要求防止責任者講習事務委託

（県委託事業）は、委任（お願い委

託）契約となっているが、長年、当

財団に委託され、業務内容も熟知し

ていることから、見積額が算定でき

るような仕様書の作成を行い、請負

契約で締結されたい。 

 

委託契約額２，１１１，９２８円 

 

【財団法人佐賀県暴力追放運動推進セン 

ター補助金関係】 

（２）補助金交付事務について、適正で

ないものがあった。 

県の補助金交付事務が遅れ、県か

ら財団への補助申請可能額の通知

が、平成２１年５月１９日となった。

このため、県への補助金交付申請や

補助金交付決定も遅れていた。当補

助事業は県単独補助事業で、補助対

象はほとんどが人件費であり、必要

な時期に補助金が交付できるよう、

補助限度額の通知は、年度当初に速

やかに実施されたい。 

 

補助限度額通知日 

   平成２１年５月１９日 

交付申請日 

   平成２１年５月２０日 

交付決定日 

   平成２１年６月 ９日 

 

○  平成２３年度からは、見積額が算出

できるような仕様書を作成の上、請負

契約で締結している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  財団法人佐賀県暴力追放運動推進セ

ンター補助金交付要綱を改正し、平成

２３年度からは、県の当初予算確定後、

補助金限度額通知を速やかに実施する

こととしており、平成２３年度は、当

初予算確定後の平成２３年３月１５日

に実施した。 
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（補助金等交付団体関係） 

監 査 対 象 機 関 佐賀陸上競技協会ほか３団体 

所 管 課 政 策 監 グ ル ー プ 

（監査の結果） （措置の内容） 

【さがんアスリートジュニアサポート事 

業補助金関係】 

（１）交付申請書及び実績報告書に、事業

の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び平成

１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、交付

要綱では、事業の効果を記載するよう

規定されていなかった。 

 

＜佐賀陸上競技協会関係＞ 

（１）補助対象経費の確認で、不十分なも

のがあった。 

   補助対象経費のうち指導者の交通

費については、指導業務の従事時間に

応じ、全日当又は半日当が支給されて

いるが、所管課は、指導業務の従事時

間を確認していなかった。実績報告書

の審査を徹底されたい。 

 

（２）補助金交付事務について、適正でな

いものがあった。 

  ① 当補助事業は、補助金交付要綱第

９条で補助金交付については、概算

払を可能とする旨規定しており、平

成２１年７月２８日及び同年１２

月８日に、事業実施に必要な補助金

を概算払で交付していたにもかか

わらず、第３回目の補助金交付にお

いて、平成２２年４月１１日に提出

された実績報告書を同年３月３１

日付で提出されたものとして、同日

付けで補助金の額の確定を行い、同

年５月２１日に完了払で補助金の

交付を行っていた。 

 

 

○  平成２２年度実施分からは、具体的

な数値を盛り込むなど、事業の成果が

具体的に把握できるよう指導を行い、

改善を図った。（各種大会の順位、タイ

ム等の成績を記載の上、成果分析を説

明） 

 

 

 

 

 

○  平成２２年度実施分からは、指導者

の業務時間が確認できるような書類を

整備するよう指導、書類の確認を行い、

改善を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２２年度実施分については、

補助金を全額概算払で支払い、補助金

交付要綱の規定により、実績報告書を

４月１０日までに提出させることで、

日程的に無理のない事務処理を行っ

た。 
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 交付年月日 交 付 額 

第１回目 

補 助 金 交 付

（概算払） 

平成 21 年 

7 月 28 日 
7,000,000 円

第２回目 

補 助 金 交 付

（概算払） 

平成 21 年 

12 月 8 日 
5,309,500 円

第３回目 

補 助 金 交 付

（完了払） 

平成 22 年 

5 月 21 日 
1,227,500 円

 

 ※さがんアスリートジュニアサポート

事業補助金交付要綱 

第８条 規則第１２条に規定する実

績報告書は、様式第３号のとおりと

する。 

２ 前項の実績報告書の提出期限は、

毎年度３月３１日又は事業完了後

１ヶ月以内のいずれか早い日とし、

その提出部数は１部とする。ただ

し、補助金が全額概算払で支払われ

た場合は、翌年度４月１０日までと

する。   

第９条 この交付金は、知事が必要と

認めた場合は、概算払で交付するこ

とができるものとする。 

 

② 平成２２年３月３１日付けで行

った補助金変更交付決定通知にお

いて、補助事業に要する経費につい

ては、変更承認申請書に正当な額が

記載されていたにもかかわらず、誤

った額で通知していた。 

（正） 

補助事業に要する経費 

 １３，５３９，９１２円 

（うち今回減少額 

     ４６０，０８８円） 

※自主財源２，９１２円 

含んだ額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後このようなことがないよう、

チェックを強化するなど、再発防止を

行う。 
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  （誤） 

補助事業に要する経費 

 １３，５３７，０００円 

（うち今回減少額 

    ４６３，０００円） 

 

（３）交付先の事務処理体制を勘案した上

で、補助金を交付されたい。 

   団体の財務処理が、杜撰になってい

た。補助金の交付に当たっては、交付

先の事務処理体制も勘案した上で、行

われたい。 

 

＜佐賀県バレーボール協会関係＞ 

（１）補助事業成果の継承に当たって、改

善を要するものがあった。 

専門的知識を持つトレーナーに指

導を受けたとされているが、何を学ば

れているか、どのような指導を受けて

いるか一切の記録がなかった。指導の

成果が継承できるよう報告様式を定

められたい。 

 

（２）補助金の交付事務について、適正で

ないものがあった。 

   平成２２年４月に入ってから提出

された実績報告書を、同年３月３１日

に、協会から県へ提出されたように書

き直す等不適正な事務処理がなされ

ていた。 

 

（３）補助事業の進行管理について、適正

でないものがあった。 

補助金交付要綱で、「知事は、必要

に応じて補助事業者等から補助事業

等の遂行の状況について報告を求め、

又は調査をすることができる。」と規

定しているが、補助事業等の遂行の状

況についての確認が十分でなく、当初

に計画していた指導者育成費（指導者

派遣研修）及び選手強化費（指導者招

聘）の６００，０００円の事業が、実

 

 

 

 

 

 

○  当該団体が組織として適切な会計

処理を行うよう指示し、事務処理に

ついては、県においても随時丁寧な

指導を行う。 

 

 

 

 

○  トレーナーの業務内容が確認できる

よう書類整備を行うとともに、監督

へは確実に実績確認を行うよう指導

し、改善を図った。 

 

 

 

 

 

○  平成２２年度実施分については、

補助金を全額概算払で支払い、補助金

交付要綱の規定により、実績報告書を

４月１０日までに提出させることで、

日程的に無理のない事務処理を行っ

た。 

 

 

○  事業計画の変更が生じた場合には、

速やかに報告するとともに、変更承認

申請書を提出するよう指導を行った。 
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施されていなかった。 

事業計画に変更が生じた時点（７

月）で、補助事業者から補助事業等の

報告を求め、事業内容等の変更指示を

行うべきであった。 

 

＜佐賀県ラグビーフットボール協会関係＞

（１）補助事業について、関係団体との調

整不足など不十分な処理があった。 

県ラグビーフットボール協会会長

の話では、「一番最初話があったのは、

高校に話がいっており、ラグビー協会

に話はきていなくて、協会は関係ない

という感覚であった。したがって、初

年度は、計画にも、決算書にも上げて

いなかった。２年度目に監査の指摘を

受けられ、県からラグビー協会に受け

皿になってくれとのことだった。前年

度総会で予算にも載せていない、それ

をどうするかということで、総会前の

役員会で、事業計画になかった事業を

受けざるを得なくなったと理事の方

に承認をお願いし、決算書の中に、ア

スリート事業の県補助金ということ

で、入れさせていただいた。」とのこ

とであった。 

県ラグビーフットボール協会の中

で、高校のラグビーがどう位置付けら

れ、どんな支援が得られるのかを適切

に把握した上で、事業実施すべきであ

った。 

 

（２）領収書記載の出張日について、誤っ

ているものがあった。 

指導者派遣研修で、１名が平成２１

年８月１１日～１７日に早稲田大学

菅平グラウンド（長野県上田市）に出

張しているが、領収書記載の出張日の

日付は同年８月７日～１１日となっ

ており誤っていた。実際に出張した日

を書類上、明らかにすべきであった。

 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後はこのようなことがないよう

に、事業実施主体と事前調整を十分に

行い、事業主体の状況等を十分把握

した上で事業を組み立てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  当該領収書の不適切箇所の補正を行

うとともに、証拠書類の確認・整理を

適切に行うよう指導し、改善を図った。
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＜社団法人佐賀県サッカー協会関係＞ 

（１）補助事業について、関係団体との調

整不足など不十分な処理があった。 

当補助事業は、平成２０年度から開

始されているが、平成１９年度末頃

に、県サッカー協会事務局に当補助事

業の説明があっており、その後、県サ

ッカー協会関係者で協議が行われた

が、当補助金の対象先や利用方法等に

ついて結論が出ず、平成２０年度の当

補助金は、県サッカー協会としては辞

退された。 

平成２１年度は、県サッカー協会で

検討し、対象校２校が決定され、当

補助金は、平成２１年３月の総会で、

県サッカー協会として事業申請する

ことが提案、承認され、決算も、平成

２２年６月の総会で議案として報告

されている。なお、県サッカー協会は、

公益法人で、補助金は不特定多数のチ

ームへの配分を基本とすることや、

（財）日本サッカー協会との関係等が

あり、当補助金は、通常の一般会計と

は別の特別の事業として審議され了

承されている。 

県サッカー協会に、会計上無理を強

いているところもあり、県サッカー

協会の中で、高校サッカーがどう位置

付けられ、どんな支援が得られるのか

を、適切に把握した上で、支援方法

等も含め検討し、事業実施すべきであ

った。 

 

 

○  今後はこのようなことがないよう

に、事業実施主体と事前調整を十分に

行い、事業主体の状況等を十分把握

した上で事業を組み立てる。 

 

 

監 査 対 象 機 関 学校法人佐賀龍谷学園ほか７３団体 

所 管 課 こ ど も 未 来 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県私立幼稚園運営費補助金関係】 

（１）補助金の変更承認申請時の誤りで、

補助金が過少に交付決定されている

ものがあった。 

 

○  補助の対象となる本務教員につい

て、学校法人から提出される名簿及び

給与台帳を確認し、疑問が生じた場合
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補助金交付要綱で補助金額の算定

は、均等割、園児数割、経費割、調

整割となっている。そして、経費割

については、「本務教員の当該年度に

おける勤務期間により按分（幼稚園

教諭免許を保有し、常勤雇用であり

私学共済等に加入している者。ただ

し、園長は除く。）」となっているが、

当初申請時点の本務教員（１７人）

の中から年度途中に園長に昇格した

ことから、変更承認申請時点で本務

教員数の算定を誤り補助金交付申請

額が過少となっていた。 

   補助事業者に不利益とならないよ

う補助金交付事務の審査を徹底され

たい。 

  【経費割分】 

  正当な補助金交付申請額（Ａ） 

     １６，６３２，０００円 

   実際の補助金交付申請額（Ｂ） 

     １５，６２４，０００円 

過少交付となった補助金額（Ａ－Ｂ）

   １，００８，０００円 

 

（２）実績報告書の記載内容で、不十分

なものがあった。 

   「事業概要およびその成果」の欄

には、「人格の育成と能力の開発に努

めてまいりました」「日々の保育に努

めました」とのみ記載されていた。 

   所管課においては、実績報告の審

査を徹底されたい。 

 

（３）補助金の額の確定が、なされてい

なかった。 

   平成２１年度補助金の額の確定

が、監査日現在行われていなかった。

   実績報告書提出日 

 平成２２年４月３０日付け 

   額の確定年月日  

 未了 

（平成２２年１０月８日現在） 

は、補助事業者と連絡を密にし、現状

の把握を確実に行ったうえで、補助金

の交付を行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  実績報告書の記載事項について、内

容審査を徹底することとし、不備が

あれば、修正を求めることとした。 

 

 

 

 

 

 

○  平成２３年３月３１日に、補助金の

額の確定を行った。 
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（４）補助金の変更承認事務で、遅延し

ているものがあった。 

   団体は、変更承認申請書を平成

２２年２月２６日付けで提出してい

たが、所管課が同年３月１５日付け

と書き直していた。 

   変更交付決定通知は、平成２２年

３月１５日付けとされているが、団

体の収受日は同年４月１４日であっ

た。 

 

（５）実績報告書で、期限を過ぎて提出

されていたものがあった。 

   補助金交付要綱に定める提出期限

を過ぎているにもかかわらず、期限

内の日付となっている実績報告書を

期限後に受理していた。 

 

・提出期限 

    平成２２年４月３０日 

  ・実績報告書の日付 

平成２２年４月３０日 

・実際の提出日 

    平成２２年５月１１日以降 

（団体内部の提出伺は、 

同年５月１１日付け） 

 

（６）交付決定に当たって、不要な条件

が付されていた。 

   補助金の交付団体が、学校法人で

あるにもかかわらず、補助金交付決

定に当たって、学校法人化措置状況

報告書の提出を求めるような条件を

付していた。 

   

 

○  交付決定事務を速やかに行うことと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  補助金交付要綱に基づき、４月３０

日の提出期限を遵守するよう指導の

徹底を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  補助事業者に応じた条件内容となる

よう、補助金交付決定通知書を見直し

た。 
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監 査 対 象 機 関 学校法人光薫学園ほか３４団体 

所 管 課 こ ど も 未 来 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県私立幼稚園特別支援教育費補助 

金関係】 

（１）交付申請書及び実績報告書に、事

業の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び平成

１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、交

付要綱では、事業の効果を記載する

よう規定されていなかった。 

 

（２）補助金交付要綱の内容について、

適正でないものがあった。 

   補助金交付申請時には、補助対象

人件費の確認のため「障害児担当教

職員に関する調書」を添付させてい

るが、事業実績報告書には添付する

よう規定してなかった。同調書に記

載された給料年額は、補助対象経費

の根拠を示したものであり、実績報

告書の審査を行う上で不可欠である

ことから、提出させ、厳格な審査を

実施されたい。 

 

（３）補助金申請書の審査で、不十分な

ものがあった。 

平成２１年度佐賀県私立幼稚園特

別支援教育費補助金交付申請書で、

未記載や記載誤りがあった。所管課

においては、審査を徹底されたい。 

  （内容） 

・障害児の年齢及び生年月日につい

て、記載誤りがあった。 

・障害区分の判定資料区分について、

記載誤りがあり、また、判定の基

礎となった資料名が未記載であっ

た。 

 

 

○  平成２２年度については、別紙にて

「事業の効果」を提出させることとし

た。今後、交付要綱を改正し、様式を

改めることとする。 

 

 

 

 

 

 

○  平成２２年度については、「障害児

担当教職員に関する調書（実績）」を

提出させることとした。今後、交付要

綱を改正し、実績報告書に「障害児担

当教職員に関する調書」を添付させる

こととする。 

 

 

 

 

 

 

 

○  補助金交付申請書の記載事項の審査

の徹底を図る。 
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・収支予算書について、園児納付金

の額並びに補助対象人件費の額、

積算基礎及び教育管理費の額に、

誤りがあった。 

 

（４）実績報告書の記載の審査で、不十

分なものがあった。 

   平成２１年度佐賀県私立幼稚園特

別支援教育事業実績報告書添付の収

支決算書が実績額ではなく、補助金

申請書添付の収支予算書と同じ内容

で記載されていたにもかかわらず、

受理し、補助金の額の確定を行って

いた。所管課においては、審査を徹

底されたい。 

<事例> 

   （実績） 

 収入の部及び支出の部の計 

 ６，２０６，９３２円 

   （報告） 

 収入の部及び支出の部の計 

 ７，８７１，９８１円 

 

（５）補助金交付事務について、適正で

ないものがあった。 

   補助事業者からは、補助金交付要

綱規定の補助単価７８４，０００円

（限度額）により算定した補助金額

で、交付要綱規定の提出期限（平成

２２年１月末日）までに交付申請さ

れていた。所管課は、県補助金の財

源である国庫補助金の減額に伴い、

平成２２年３月３日に交付決定の補

助単価を７６６，０００円とするこ

ととしたが、本来、交付申請額は、

そのままで、減額となった交付決定

額により通知すべきところ、申請額

を交付決定額に合せるよう依頼し、

必要のない申請書の差し替えを行わ

せていた。  

  <事例> 

平成２２年１月２９日提出の申請

 

 

 

 

 

○  実績報告書の記載事項の審査の徹底

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  交付申請書提出後に国の補助単価の

減額があったものであるが、このよう

なケースでは、今後は、交付申請書は

そのままで減額となった額で交付決定

を行うなど事務処理の簡素化を図る。 
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書に記載されていた交付申請額 

６，２７２，０００円（８名分）

   平成２２年３月３日に依頼して

差し替えさせた交付申請額  

 ６，１２８，０００円（８名分）

 

※佐賀県私立幼稚園特別支援教育費補助金

交付要綱 

   第４条 補助金の交付の対象経費及びこれ

に対する補助金額は、次表のとおりとす

る。 

補助対象経費 補助金額 

障害児の教育の

ために必要な人件

費（役員報酬及び退

職金支出を除く。）

及び教育管理経費 

定額補助とし、１

園あたりの障害児

数が１人の幼稚園

にあっては幼児１

人あたり３９２千

円、１園あたりの障

害児数が２人以上

の幼稚園にあって

は幼児１人あたり

７８４千円を限度

とする。 

 

（６）補助金の額の確定が遅れ、出納整

理期間後に行われているものがあっ

た。 

   実績報告書提出日： 

平成２２年４月３０日 

   補助金の額の確定日： 

平成２２年６月 ３日 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  適切な事務処理を行うこととする。 

 

  

 

監 査 対 象 機 関 学校法人鍋島学園ほか７１団体 

所 管 課 こ ど も 未 来 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県私立幼稚園預かり保育推進事業 

費補助金関係】 

（１）補助金の交付決定時期で、検討を

要するものがあった。 

この補助事業は、財源として国庫

 

 

○  補助事業の効果の早期発現のため、

早期支払いに努めたいが、国の交付

決定前に国庫補助事業の一般財源相当
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補助金を受けていることから、国か

らの交付内定通知（平成２２年３月）

後に、県の補助金交付決定がなされ

ているため、補助金の交付が遅れて

いた。 

   補助事業を効果的に機能させ、補

助事業者の負担軽減を図る上から

も、国の通知を待たずに、県費相当

額の補助金交付決定を行い、補助金

の早期支払いができるよう検討され

たい。 

 

（２）補助金の額の確定が、なされてい

なかった。 

平成２１年度補助金の額の確定

が、監査日現在行われていなかった。

額の確定は速やかに（出納整理期

間末までに）行われたい。 

   実績報告書提出日 

 平成２２年４月２３日 

   額の確定年月日 

  未了 

（平成２２年１１月１０日現在）

 

（３）補助対象経費となる教材費の基準

を明確にされたい。 

   新栄幼稚園の砂（１．５㎥）代が、

全額、佐賀県私立幼稚園預かり保育

推進事業費補助金の補助対象とされ

ていたが、幼稚園の通常保育時にも

使用されるものであるので、補助対

象経費の計上基準を検討されたい。 

   

分のみを交付決定することは、当該

補助金が一般財源まで含めて補助事業

として議会の承認を受けており、国の

交付決定がない場合のリスクを考える

と、困難と思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２３年３月３１日に、補助金の

額の確定を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  補助対象経費について、実施要領の

記載がわかりにくい表現となっている

ので、具体的に例示して通知を行い

たい。 

 

 

 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 学校法人佐賀龍谷学園ほか７団体 

所 管 課 こ ど も 未 来 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県私立中学校・高等学校運営費補 

助金関係】 

（１）交付申請書及び実績報告書に、事

業の効果の記載がなかった。 

 

 

○  今後、補助金交付要綱を改正し、様

式を改めることとする。 
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佐賀県補助金等交付規則及び平成

１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、

交付要綱では、事業の効果を記載

するよう規定されていなかった。 

 

（２）補助金の額の確定が遅れ、出納整

理期間後に行われているものがあっ

た。 

   実績報告書提出日： 

平成２２年４月３０日 

   補助金の額の確定日： 

平成２２年６月２８日 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

○  適切な事務処理を行うこととする。 

 

監 査 対 象 機 関 
「家族だんらん県民運動」みんなで食卓

推進委員会 

所 管 課 く ら し の 安 全 安 心 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【家族だんらん県民運動みんなで食卓推 

進委員会負担金関係】 

（１）支出科目に、検討を要するものが

あった。 

当推進委員会の事業としては、

所管課の説明によれば、企業・団体

からの協賛金を使った１２回の啓

発、県負担金３，０００，０００円

による３回の啓発があり、この両事

業を互いが持ち寄り、効果をあげる

新しいしくみの県民協働の手法とし

て、負担金で交付したとしているが、

こうした手法で取り組むことが、

推進委員会の理事会資料等では不明

確であった。また、県の３回分の啓

発分は県負担金のみで実施されて

おり、県啓発分としては、委託料の

業務内容であり、負担金の支出科目

でよかったかについて疑義がある。

県啓発分の実施のみであるならば、

 

 

○  県としては当推進委員会の事業は、

企業・団体からの協賛金を使った１２

回の啓発、県負担金３百万円による

３回の啓発があり、この両事業を互い

が持ち寄り、効果をあげる新しいしく

みの県民協働の手法として、負担金で

交付したものである。 

  しかし、結果的に県啓発事業は、委

託料の業務内容といえる内容であり、

支出科目は負担金だけでなく、委託料

として検討する必要があったと考え

る。 

今後、類似の例があった場合は、事

業内容にあった適正な科目で支出して

まいりたい。 
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支出科目は負担金以外で検討すべき

であった。   

 

 

監 査 対 象 機 関 相賀区自治会ほか１団体 

所 管 課 循 環 型 社 会 推 進 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県廃棄物処理施設整備関連唐津市 

湊地区地域振興特別助成金関係】 

（１）実績報告書の審査で、不十分なも

のがあった。 

   「事業の成果」の欄については、

補助金交付申請書に記載の「事業の

目的及び効果」と同じ内容が記載さ

れており、事業成果が記載されてい

なかった。 

   所管課においては、実績報告書の

審査を徹底されたい。 

   

 

 

○  今後、補助事業完了後の実績報告書

の審査を徹底するとともに、事業実績

を適正に把握することとする。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
有限会社鳥栖環境開発綜合センター 

ほか１団体 

所 管 課 循 環 型 社 会 推 進 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県リサイクル産業育成支援事業費 

補助金関係】 

（１）補助金交付決定通知書の補助金の

交付条件の記載について、不十分な

ものがあった。 

補助金交付要綱第１１条の補助金

の交付に関する条件に、４項目の

条件が規定されているが、補助金

交付決定通知には、そのうち３項目

が記載されており、条件のうち、「出

勤簿、賃金台帳、労働者名簿を整備

していること。」という条件が、記載

されていなかった。雇用者数は、補

助金額の算定基礎となるものでもあ

り、交付決定通知書に、補助金の交

付の条件として記載されたい。   

 

 

○  指摘のとおり、補助事業の交付決定

通知において、すべての交付条件を記

載するよう見直しを図った。     

  なお、平成２２年度より、本事業の

補助金交付要綱を見直し、本事業の採

択要件のうち「新規雇用」を削除した

ことから、改正補助金交付要綱第１１

条のとおり補助金の交付に関する条件

のうち、「出勤簿、賃金台帳、労働者名

簿を整備していること。」の記載を不要

としている。 
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監 査 対 象 機 関 社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

所 管 課 地 域 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県社会福祉協議会運営事業（県単）

補助金関係】 

（１）補助金交付事務について、適正で

ないものがあった。 

県の補助金交付事務が遅れ、また、

９月議会で予算額の補正（県派遣職

員１名増）があったこともあり、県

から協議会への補助基準額等の通知

が、９月議会後の平成２１年１０月

１９日となった。このため、県への

補助金交付申請や補助金交付決定も

遅れていた。当補助事業は、県単独

補助事業で、補助対象は、ほとんど

が人件費であり、必要な時期に補助

金が交付できるよう、内示通知に

当たる補助基準額等の通知は、年度

当初に、速やかに実施し、予算額の

補正等がある場合は、補助金の変更

手続きで対応されたい。 

 

 補助基準 

額等通知 

交付 

申請日 

交付 

決定日 

平成 19年度 5 月 25 日 5 月 28 日 6 月 11 日

平成 20年度 9 月 22 日 9 月 30 日 10 月 16 日

平成 21年度 10 月 19 日 10 月 22 日 11 月 6 日

 

 

 

 

○  補助基準額等の通知は、年度当初に、

速やかに実施する。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

所 管 課 地 域 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県セーフティネット支援対策等事 

業費補助金（地域福祉増進事業費及び 

住宅・生活支援対策事業費）関係】 

（１）補助金の交付事務で、適正でない

ものがあった。 

   平成２１年４月から事業を開始

 

 

 

○  補助金の早期交付、早期支払いを実

施することとする。 
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されているにもかかわらず、補助金

が、平成２２年１月２７日及び同年

３月３１日に交付されていた。 

補助事業を効果的に機能させ、

補助事業者の負担軽減を図る上から

も、補助金の早期支払いができる

よう検討されたい。 

 

交付 

の状況 

交付 

年月日 
交付金額（円）

1 回目 
平成 22 年 

1 月 27 日 
1,007,610,000

2 回目 
平成 22 年 

3 月 31 日 
32,758,000

 

（２）補助金の返還通知が、なされてい

なかった。 

   平成２２年４月３０日付けで実績

報告書が提出され、４１１,１５３円

の返還が必要であるにもかかわら

ず、補助金の額の確定が未済で、返

還事務がなされていなかった。 

 

 

（３）交付申請書及び実績報告書に、事

業の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び平成

１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、

交付要綱では、事業の効果を記載す

るよう規定されていなかった。 

 

（４）実績報告書が、期限を過ぎて提出

されていた。 

   補助金交付要綱に定める提出期限

を過ぎているにもかかわらず、期限

内の日付となっている実績報告書

を、期限後に受理していた。 

  ・提出期限 

     平成２２年４月３０日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  国庫補助金の額の確定通知を受け

て、県補助金の額の確定を行うととも

に、補助金返還事務を行った。 

 

  県補助金の額の確定年月日 

   平成２３年２月 ２日 

 県補助金の返還年月日 

   平成２３年２月１０日 

 

○  交付要綱に、事業の効果を記載する

ように規定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後、提出期限等は、遵守するよう

指導する。 
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・実績報告書の日付 

 平成２２年４月３０日 

・実際の提出日 

   平成２２年６月 ８日 

 

（５）補助金交付事務の標準処理期間短

縮について、検討されたい。 

   補助金交付要綱には、補助金の

交付申請が到達してから交付決定を

するまでに、通常要すべき標準的な

期間は９０日とされているが、要綱

上求められている書類から判断して

９０日も要するとは考えられない。 

また、補助金の中には、多額の人

件費も含まれており、標準処理期間

の短縮について検討されたい。 

 

（６）緊急小口資金の貸付が、実施され

ていなかった。 

   生活福祉資金貸付事業の貸付原資

を補助金として交付していながら、

その事業メニューの一つである「緊

急小口資金」の貸付が、実施されて

いなかった。 

 

（７）貸付実績が、あがっていなかった。

   生活福祉資金貸付のために補助金

が交付されているが、貸付の実績が

あがっていないので、補助事業の

目的が達成されるよう団体を指導

されたい。 

 

 

 

 

 

 

○  補助金交付事務の標準処理期間につ

いては、短縮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２２年１１月から導入した。 

 

 

 

 

 

 

 

○  制度見直し等もあり、平成２１年度

は、７３件、約３，５００万円を貸し

付けた。 

今後も、適正な貸し付けを要請して

いく。 

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

所 管 課 地 域 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県福祉施設経営指導事業費補助金 

関係】 

（１）補助金交付事務について、適正で

ないものがあった。 

県の補助金交付事務が遅れ、県

 

 

○  平成２２年度は、事業の見直しを行

い、廃止した。 

人件費を伴う補助金については、
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から協議会への補助限度額の通知が

平成２１年６月３０日となってい

た。このため、県への補助金交付申

請や補助金交付決定も遅れていた。

当補助事業は、県単独補助事業で、

補助対象は、ほとんどが人件費で

あり、必要な時期に補助金が交付で

きるよう、内示通知に当たる補助

限度額の通知は、年度当初に速やか

に実施されたい。 

 

補助限度額通知日 

   平成２１年６月３０日 

交付申請日 

   平成２１年７月２１日 

交付決定日 

   平成２１年８月 ５日 

 

（２）交付申請書及び実績報告書に、事

業の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び平成

１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、

交付要綱では、事業の効果を記載

するよう規定されていなかった。 

 

適正な交付を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２２年度は、事業の見直しを行

い、廃止した。 

今後は、適正な交付要綱を制定する。

 

 

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人済昭園 

所 管 課 母 子 保 健 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県児童養護施設整備費補助金関係】 

（１）児童養護施設整備費補助金で、交

付要綱どおりに事業が実施されてい

ないものがあった。 

補助金交付額の算定は、「対象経費

の実支出額に２分の１を乗じた額

と、補助基準額により算出された額

とを比較して少ない方の額に４分の

３を乗じて得た額の範囲内の額を

 

○  今後、事業実施に当たっては、事業

の実情に応じた要綱に改正し、適正な

事務処理を行う。 
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交付額とする。」となっているが、実

態は、比較して少ない方の額に２分

の１を県単独で加算して得た額の範

囲内で予算化され、交付されていた。

補助金交付要綱どおりの事業実施

（予算化）をするか、実情に応じた

要綱に見直されたい。 

   

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人聖母の騎士会ほか７団体 

所 管 課 母 子 保 健 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県安心こども基金特別対策事業費 

補助金関係】 

（１）補助事業に係る指導不足で、補助

金申請をなされていないものがあっ

た。 

この補助事業の財源の大半は、

経済対策として造成された安心こど

も基金であり、基金の趣旨から、補

助要件に合致するものについては、

最大限、補助制度を活用すべきで

あったが、所管課の補助事業者に

対する指導が十分でなかったため、

冷凍庫及び製氷機の整備において、

本来補助対象経費となる電気・配管

工事費（２８１，７６８円）につい

て、補助金申請がなされていなかっ

た。所管課は、補助金申請が適切に

行われ、安心こども基金が有効に活

用されるよう、指導を徹底されたい。

   

 

 

○  今後、事業実施に当たっては、補助

金申請が適切に行われるよう事業者に

対する指導を徹底する。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人麗風会ほか２２団体 

所 管 課 長 寿 社 会 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県軽費老人ホーム事務費補助金関係】 

（１）交付申請書及び実績報告書に、事

業の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び平成

 

○  軽費老人ホーム事務費補助金交付要

綱の改正を行い、事業の効果について

補助金交付申請書及び実績報告書に
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１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、

交付要綱では、事業の効果を記載す

るよう規定されていなかった。 

 

（２）補助対象経費でないもので、事務

費対象経費として算入されている

ものがあった。 

   補助金額に影響はないものの、補

助対象経費でないものが事務費対象

経費に算入されていた。所管課は

指導を徹底されたい。 

   （事例） 

・平成２０年度の佐賀県軽費

老人ホーム事務費補助金の

返納金  ３０１，０００円 

 ・親睦会賛助金 ５，２００円

記載するよう規定した。 

 

 

 

 

 

 

○  説明会開催時に、指導を行った。ま

た、補助対象となる事務費が総事業費

のうちどの科目から算出されている

のか明確になるよう様式を改めること

で、算入誤りがないよう注意を促す

こととした。 

 

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人松風会ほか１団体 

所 管 課 長 寿 社 会 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県老人福祉施設等施設整備費補助 

金関係】 

（１）実績報告書の審査で、不十分なも

のがあった。 

   設置者の総事業費や工事事務費の

支出済事業費の記載が、誤っていた。

   ・設置者の総事業費の記載誤り 

  （正）４０８，４５７，５００円

 （誤）３４２，４５７，５００円

（解体費除く）

   ・工事事務費の記載誤り 

  （正） ２５，２００，０００円

 （誤） ２５，６００，０００円

 

 

○  社会福祉法人松風会は、唐津市営

だった老人福祉施設の移譲を受けて、

養護老人ホームを運営している。指摘

の件は、養護老人ホームを隣接地に建

て替えるに当たり、旧養護老人ホーム

の解体費用を施設整備の総事業費に含

めて申請していたものを実績報告時に

は、解体費が佐賀県老人福祉施設等

施設整備費補助の対象外であること、

解体の事業年度が新施設の整備年度の

翌年度であること及び解体費が法人

自己負担のみで行うことから総事業費

から除いて報告していたものである。 

老人福祉施設等施設整備費補助金額

には影響ないものではあるが、今後、

実績報告書の審査には十分注意を払い
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事務を遂行したい。 

  また、工事事務費の記載誤りを見過

ごすことなく審査する。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人麗風会ほか９団体 

所 管 課 長 寿 社 会 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県介護基盤緊急整備等特別対策事 

業（既存施設のスプリンクラー整備 

支援特別対策事業）補助金関係】 

（１）補助事業者への指導で、不十分な

ものがあった。 

   平成２１年度９月議会で予算計上

され、所管課の補助金内示が、平成

２１年１１月１８日付け、補助金交

付決定が、平成２１年１２月１７日

付け、また、指令前着手承認が平成

２１年１２月１０日付けであり、

施工期間が限られている中、設計

監理費については、平成２１年１２

月８日付けの補助金申請書及び平成

２２年２月１８日付けの補助金変更

申請書では、補助対象経費となって

いたが、県の完了検査時に、指令前

着手承認前の着手等として補助対象

外と指摘され、平成２２年３月２５

日の補助金変更申請では補助対象外

経費とされていた。補助対象者に、

当初申請時から、指令前着手承認や

補助対象の考え方、指令前着手申請

日等について、十分に指導すべき

であった。 

 

（２）補助事業者への指導が不十分で、

補助事業者に不利益を与えている

ものがあった。 

   補助金の内示事務（平成２１年

１１月１８日）が遅れ、補助金交付

申請及び交付決定が遅れたことか

 

 

 

○  当該補助事業は、平成２１年度の補

正予算で成立した新規事業であるが、

補助事業者が補助金事業に不慣れで

あり、県側の説明や指導が十分に理解

してもらえない部分もあった。 

  補助金事業の説明・指導については

注力して行っていたところであるが、

今後は、更なる充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  指令前着手の承認申請に当たって

は、承認前に設計業務を発注しない

よう繰り返し指導を行っていたところ

であるが、こちらの指導内容を理解

してもらえず指令前着手承認前に設計

監理業務を発注した事業者があった
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ら、年度内の事業完了に向けて補助

事業者は、事業の指令前着手承認申

請書を知事に提出した。(申請日空欄)

県は、事業着手日を確認しないま

ま、工事の入札日を事業開始承認日

としたことから、補助事業の対象経

費である事業執行に伴う工事事務費

（設計・施工監理費）が、補助対象

外とされていた。 

県は、指令前着手承認申請書が

提出された時点で、事業着手日を

確認の上指令前着手承認日を決定

すべきであった。 

   また、補助事業者は、指令前着手

承認申請書を提出したことから、

工事事務費も、補助対象と理解して

いたが、県の完了検査(平成２２年

３月２９日)時に、事業開始日(承認)

前の設計委託料については、補助

対象外として変更申請するよう県の

指示を受け、処理されていた。さら

に、補助事業者の設計・監理委託契

約書が業務に応じた設計業務、監理

業務ごとの請負額となっていなかっ

たことから、監理委託料に相当する

部分まで補助対象外として処理され

ていた。 

   

ため、その部分については補助対象外

と判断せざるを得なかった。 

  また、この場合にあっても、設計監

理業務のうち監理業務については補助

対象とすることが可能な場合がある旨

説明を行い、監理業務に係る書類の

提出を求めたところであるが、事業者

側から当該書類を準備できないため、

監理業務に係る補助金は要求しない旨

の申し出があったので、補助事業の対

象経費としなかったところである。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
特定非営利活動法人福祉コミュニティエル

ほか４団体 

所 管 課 障 害 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県障害者就労訓練設備等整備事業 

補助金（グループホーム等改修事業） 

関係】 

（１）補助金に係る消費税及び地方消費

税の仕入控除税額確定に伴う報告書

が、提出されていなかった。 

 

 

 

 

 

○  補助事業者に、事業を実施した平成

２１年度の消費税及び地方消費税（以下

「消費税等」という。）の課税事業者に

なっているかどうかを確認したところ、

課税事業者ではないとのことであった。
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（２）補助金の交付事務が、遅延してい

た。 

   国の県に対する国庫補助内示 

       平成２１年 ７月２２日 

工事着手 

       平成２１年 ８月２３日 

   工事完成 

       平成２１年１１月３０日 

   事業開始 

       平成２１年１２月 １日 

県から団体への交付申請書提出

期限の通知 

  平成２１年１２月１５日 

（提出期限：平成２２年３月１５日）

   団体から県への交付申請書の提出 

       平成２２年 ２月 １日 

   県から団体への交付決定の通知 

       平成２２年 ３月２５日 

   県から団体への補助金額の確定の

通知 

     平成２２年 ３月３１日 

 

（３）補助金の審査事務について、適正

でないものがあった。 

   補助金交付申請書や実績報告書

で、記載の不備、記載誤り及び添付

書類の不足があるにもかかわらず、

修正指示を行うことなく受理し、

補助金交付決定や補助金の額の確定

を行っていた。 

 

 （補助金交付申請書の記載の不備の例）

   補助金交付要綱で規定の敷地の所

有関係が記載されていなかった。 

 

  補助金交付要綱では、「消費税等の申

告により補助金に係る消費税仕入控除

税額確定した場合」に、この仕入控除税

額の報告を求めており、申告が不要な場

合については仕入税額が発生しないた

め仕入控除税額の報告を求めていない。

 

○  国からの内示後、団体からは交付申請

書が提出されていたが、国からの交付

決定が、平成２２年３月１６日であった

ため、債権が確定せず、補助金の交付が

できなかった。しかしながら、国からの

交付決定通知後は、速やかに処理を行っ

ている。 

  国からの交付決定通知後は、速やかに

団体への交付決定を行っており、県の事

務処理が遅れたものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  指摘のとおり、記載の不備や記載誤り

等に気付かず、事務処理を進めていた

が、今後は、このようなことがないよう

適正な事務処理を行う。 
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（実績報告書の記載の不備の例） 

   補助金交付要綱で規定の事業効果

及び敷地の所有関係が記載されてい

なかった。 

 （実績報告書記載内容の誤りの例） 

補助金交付要綱で規定の精算書に

記載誤りがあった。 

区分 
実績報告額 

（誤） 
正当額 

対象経費の 

実支出額 
7,300,000円 7,168,569円

（添付書類の漏れの例） 

① 補助金交付申請の際の事業計画

書に、工事費費目別内訳書が添付

されていなかった。 

  ② 実績報告書に、抵当権の設定を

証明する書類（登記簿の写し等）

が添付されていなかった。   

 

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人たちばな会ほか１団体 

所 管 課 障 害 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県脱石油・省資源型設備導入費補 

助金関係】 

（１）補助金交付要綱に、補助金に係る

消費税及び地方消費税の仕入税額

控除規定が、設けられていなかった。

   

○  指摘を受けて、平成２１～２２年度

にこの事業による補助金を受けた４団

体に確認したところ、３団体が消費税

及び地方消費税の課税事業者であり、

仮に仕入控除税額の報告規定があった

とすれば報告の必要があったが、消費

税等の仕入税額控除に伴う補助金の返

還が生じるような事例はなかった。 

この事業は、平成２２年度で終了し

ているが、今後、新たに補助金交付要

綱を作成する際には、このような規定

漏れがないように、他の補助金交付要

綱を十分に参照する。 
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監 査 対 象 機 関 社会福祉法人たちばな会ほか６０団体 

所 管 課 障 害 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県福祉・介護職員処遇改善事業助 

成金関係】 

（１）助成金の交付決定が、遅延してい

た。 

   平成２１年１０月に、助成金交付

申請書が提出されたものに対し、

事務処理が遅れ、平成２２年３月に、

助成金の交付決定を行っていた。 

また、佐賀県補助金等交付規則

第４条第３項で、「知事は、補助金等

の交付の申請が到達してから当該

申請に係る補助金等の交付の決定を

するまでに通常要すべき標準的な

期間を定め、かつ、これを公表する

よう努めなければならない。」と規定

されているが、標準的な期間につい

て、助成金交付要綱に規定されて

いなかった。  

 

（２）助成金交付要綱の内容について、

適正でないものがあった。 

助成金交付要綱第８条規定の助成

金交付申請の様式で、助成金の額は、

報酬等の総額にサービス毎に定めら

れた交付率を乗じて得た額（基準額）

と対象経費（賃金改善額）のいずれ

か低い額とするよう規定している

が、同交付要綱第７条では、交付額

は、報酬等の総額に交付率を乗じて

得た額とだけ規定していた。本来の

取扱いどおりに、助成金交付要綱第

７条の規定を改正されたい。 

 

（３）実績報告書の提出時期で、遅れて

いるものがあった。 

   所管課は、助成金交付要綱で、実

績報告書の提出期限を定め、助成金

の交付団体に遵守を求めているにも

 

 

○  交付申請に対する事務処理が、遅延

しないようにする。また、標準的な事

務処理期間については、平成２３年９

月３０日付けで交付要綱を改め、規定

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  助成金交付額の算定方法に関する

交付要綱上の表現については、平成

２３年９月３０日付けで交付要綱を改

め、実際の取扱どおりとなるよう規定

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  実績報告書の提出については、期限

を遵守するよう補助事業者に対し指導

を行う。 
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かかわらず、助成金の交付決定が

遅れていたこともあり、期限内の

日付となっている報告書を、期限後

に受理していた。 

   所管課にあっては、助成金交付

要綱の規定に基づき、実績報告書の

提出期限を遵守するように団体への

指導を徹底されたい。 

  （事例） 

助成金交付申請日 

       平成２１年１０月２２日 

助成金交付決定日 

       平成２２年 ３月 ５日 

実績報告書の提出期限 

       平成２２年 ３月３１日 

実績報告書の文書の日付 

        平成２２年 ３月３１日 

実績報告書の実際の提出日 

        平成２２年 ４月２８日 

 

 

（４）実績報告書の審査で、不十分なも

のがあった。 

   助成金交付要綱第５条で、助成金

の交付対象職種が限定されている

が、助成金の対象の賃金改善を実施

した施設職員が対象職種に該当して

いるか確認されていなかった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後、実績報告書には、助成金によ

り賃金改善を行った職員の職種まで

確認できる書類の添付を求めることと

する。 

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人友悠会ほか２団体 

所 管 課 障 害 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県精神障害者社会復帰施設運営事 

業費補助】 

（１）補助金交付事務が、遅延していた。

   平成２１年８月１０日に交付申請

書が提出されているにもかかわら

ず、交付決定が平成２２年１月１３

日になされていた。 

   

 

 

○  平成２１年度の反省を踏まえ、平成

２２年度は、平成２２年９月３０日の

申請書を、同年１０月２８日に交付決

定するなど、事務の効率化に努力した

ところである。 
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（２）補助金に係る消費税及び地方消費

税の仕入控除税額確定に伴う報告書

が、提出されていなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（３）実績報告書が、期限を過ぎて提出

されていた。 

   ・提出期限 

     平成２２年４月３０日 

   ・実績報告書の日付 

 平成２２年４月３０日 

・実際の提出日 

   平成２２年５月２６日 

 

（４）交付申請書及び実績報告書に、事

業の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び平成

１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、

交付要綱では、事業の効果を記載

するよう規定されていなかった。 

  

○  補助事業者に、事業を実施した平成

２１年度の消費税及び地方消費税（以

下「消費税等」という。）の課税事業者

になっているかどうかを確認したとこ

ろ、課税事業者ではないとのことであ

った。 

  補助金交付要綱では、「消費税等の申

告により補助金に係る消費税仕入控除

税額確定した場合」に、この仕入控除

税額の報告を求めており、申告が不要

な場合については仕入税額が発生しな

いため仕入控除税額の報告を求めてい

ない。 

 

○  （１）の措置内容と同様に、平成 

２２年度は、平成２３年４月３０日に

実績報告書を受け付けており、提出期

限を遵守することができた。 

 

 

 

 

 

○  平成２３年７月１日付けで佐賀県精

神障害者社会復帰施設運営事業費補助

金交付要綱を改正したところである。 

 

 

監 査 対 象 機 関 社会福祉法人天童会 

所 管 課 障 害 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県社会福祉施設等耐震改修等整備 

事業費補助金関係】 

（１）補助金交付要綱の規定に、不備が

あった。 
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  ① 条項等で、整合性がとれていな

い箇所があった。 

補助金交付要綱 

記載内容 
正当な記載 

（交付の対象経費及

び補助率） 

第２条第２項第３号

事業ごとに、アに

より選定された額と

イにより算出した額

とを比較していずれ

か少ない方の額に

別添の２に掲げる補

助率を乗じて得た額

の合計額の範囲内の

額を助成額とする。

（交付の対象経費及

び補助率） 

第２条第２項第３号

事業ごとに、（１）

により選定された額

と（２）により算出

した額とを比較して

いずれか少ない方の

額に別記に掲げる補

助率を乗じて得た額

の合計額の範囲内の

額を助成額とする。

（補助金の交付の条件）

第４条第１項第８号

 第１１条第２項に

規定する期間内に

知事の承認を受けて

財産を処分すること

により収入があった

場合には、その収入

の全部又は一部を

県に納付させること

がある。 

（補助金の交付の条件）

第４条第１項第８号

 第８条第２項に

規定する期間内に

知事の承認を受けて

財産を処分すること

により収入があった

場合には、その収入

の全部又は一部を

県に納付させること

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

② 補助金交付要綱第４条で、「帳

簿、証拠書類を整備し、補助事業

完了後５年間保管すること。」と

規定していながら、附則で「この

要綱は、平成２４年１２月３１日

限り、その効力を失う。」と規定

されていた。 

 

 

 

○  この部分は、平成２１年度末の改正

作業で誤りに気づき、平成２２年度

からの交付要綱では改正済みである。 

平成２１年度 

交付要綱 

平成２２年度 

交付要綱 

（交付の対象経費及

び補助率） 

第２条第２項第３号

事業ごとに、アに

より選定された額と

イにより算出した額

とを比較していずれ

か少ない方の額に 

別添の２に掲げる補

助率を乗じて得た額

の合計額の範囲内の

額を助成額とする。

（交付の対象経費及

び補助率） 

第２条第２項第３号

事業ごとに、第１

号により選定された

額と前号により算出

した額とを比較して

いずれか少ない方の

額に別記の１（１）

及び２（１）に掲げ

る補助率を乗じて得

た額の合計額の範囲

内の額を補助金額と

する。 

（補助金の交付の条件）

第４条第１項第８号

 第１１条第２項に

規定する期間内に 

知事の承認を受けて

財産を処分すること

により収入があった

場合には、その収入

の全部又は一部を 

県に納付させること

がある。 

（補助金の交付の条件）

第４条第１項第８号

 省令で定める期間

内に知事の承認を受

けて財産を処分する

ことにより収入があ

った場合には、その

収入の全部又は一部

を県に納付させるこ

とがある。 

  （注）省令とは、「減価償却資産の耐用年数

等に関する省令」（昭和４０年大蔵省令

第１５号）のこと。 

 

○  附則の「この要綱は、平成２４年 

１２月３１日限り、その効力を失う。」

は、既に交付決定を行った補助金や、

当該補助金の交付の条件についてまで

効力を失わせる趣旨ではないが、誤解

を招くことがないよう、その旨、補助

金の交付決定を受けた法人に通知し

た。 
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（２）補助金の審査事務で、不十分なも 

のがあった。 

   補助金の交付申請、変更承認申請

及び実績報告書に記載の延べ面積

に、誤りがあった。確認（審査）を

徹底されたい。 

 

（３）補助金に係る消費税及び地方消費

税の仕入控除税額確定に伴う報告書

が、提出されていなかった。 

   

○  事業計画・実績の主要部分に係る

記載誤りの確認（審査）漏れであり、

結果として補助金額に影響はなかった

ものの、今後は、このようなことがな

いよう、確認（審査）を徹底する。 

 

 

○  指摘のあった補助事業の補助事業者

（社会福祉法人天童会）に、事業を実

施した平成２１年度の消費税及び地方

消費税（以下「消費税等」という。）の

課税事業者になっているかどうかを確

認したところ、課税事業者ではないと

のことであった。 

 補助金交付要綱では、「消費税及び地

方消費税の申告により補助金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額が確定した場合」に、この仕入控除

税額の報告を求めており、申告が不要

な場合については仕入控除税額が発生

しないため仕入控除税額の報告を求め

ていない。 

 このように、消費税等の申告が不要

で仕入控除税額が発生しないことが明

らかなケースにおいては、今後も、こ

の報告書の提出は不要として取り扱う

こととする。 

 

 

監 査 対 象 機 関 佐賀大学医学部附属病院ほか１団体 

所 管 課 地 域 医 療 体 制 整 備 室 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県ＩＣＴ医療連携推進設備整備費 

補助金関係】 

（１）補助事業が、遅延していた。 

   補助金交付決定が、平成２２年

３月２３日になされ、システムの

導入が同年３月末となっていた。

補助金の効果が、早期に発現できる

よう事務を改善されたい。 

 

 

 

○  平成２１年度１月補正予算で遠隔診

断機能システム整備補助を事業に追加

したが、その際、申請者内部での検討

に時間を要したために大幅に遅れた

ものである。 

  今後は、事業計画を適正に管理し、

遅延が発生しないようにする。 
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（２）補助金に係る消費税及び地方消費

税の仕入控除税額確定に伴う報告書

が、提出されていなかった。 

 

 

 

 

（３）補助金交付要綱の内容で、不備な

ものがあった。 

   補助金変更承認申請書（様式第２

号）には、「経費の配分を変更」する

場合について記載されているが、

補助金交付要綱本文には、「経費の

配分を変更」する場合に承認申請が

必要だとは記載されていなかった。 

 

（４）補助金の額の確定通知が、遅延し

ていた。 

   確定の日付が、平成２２年３月

３１日付とされていたが、当該文書

を施行したのは平成２２年５月２１

日であった。 

   

 

○  明らかに消費税対象外の事業者であ

ったため報告書を取らなかったもので

ある。 

  今後は、交付要綱を精査し、不必要

な報告の徴取とならない様、除外規定

を設ける。 

 

○  交付要綱の内容と申請様式の整合性

がとれていなかったものである。 

今後は、交付要綱等の内容について

十分な精査を行う。 

 

 

 

 

 

○  平成２１年度１月補正予算で遠隔診

断機能システム整備補助を事業に追加

したが、その際、申請者内部での検討

に時間を要し、補助事業の事務作業が

大幅に遅れ、交付額の確定が遅延して

しまったが、単年度事業であるため、

年度末の日付で通知したものである。 

  今後は、事業計画を適正に管理し、

遅延が発生しないようにする。 

 

 

監 査 対 象 機 関 株式会社日立物流 

所 管 課 企 業 立 地 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県物流施設立地促進補助金関係】 

（１）交付申請書及び実績報告書に、事

業の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び平成

１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、

交付要綱では、事業の効果を記載

するよう規定されていなかった。 

 

○  補助金交付要綱を改正し、交付申請

書及び実績報告書に事業の効果を記載

するようにした。 
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（２）雇用促進奨励金の対象者の住所確

認で、不十分なものがあった。 

   雇用促進奨励金の対象者は、採用

時及び補助金申請時に、佐賀県在住

の常用労働者が要件であり、常用

労働者の判断は、補助金取扱要領に

おいて、雇用保険一般保険者である

ことをもって行うとされている。

このため、採用時は、社会保険事務

所の資格取得等確認通知書等で、

申請時は、社会保険事務所の事業所

別被保険者台帳等で確認されていた

が、事業所別被保険者台帳について

は、住所の記載がないため、申請者

から別に雇用者名簿や住所変更届等

の写の提出を受け、住所の確認が行

われていた。住所の確認は、申請者

作成資料のみではなく、公的機関

書類の写しなど、第三者との関係

書類で確認すべきである。 

   

○  公的機関書類の写しなど、第三者が

発行する関係書類で確認することとし

た。 

 

監 査 対 象 機 関 美光九州株式会社ほか６団体 

所 管 課 企 業 立 地 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県工場等立地促進補助金関係】 

（１）交付申請書及び実績報告書に、事

業の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び平成

１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、

交付要綱では、事業の効果を記載

するよう規定されていなかった。 

 

（２）雇用促進奨励金の対象者の住所確

認で、不十分なものがあった。 

   雇用促進奨励金の対象者は、採用

時及び補助金申請時に、佐賀県在住

の常用労働者が要件であり、常用

 

○  補助金交付要綱を改正し、交付申請

書及び実績報告書に事業の効果を記載

するようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

○  公的機関書類の写しなど、第三者が

発行する関係書類で確認することとし

た。 
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労働者の判断は、補助金取扱要領に

おいて、雇用保険一般保険者である

ことをもって行うとされている。

このため、採用時は、社会保険事務

所の資格取得等確認通知書等で、

申請時は、社会保険事務所の事業所

別被保険者台帳等で確認されていた

が、事業所別被保険者台帳について

は、住所の記載がないため、申請者

から別に雇用保険加入者リストや

通勤方法届変更書類等の写の提出を

受け、住所の確認が行われていた。

住所の確認は、申請者作成資料のみ

ではなく、公的機関書類の写しなど、

第三者との関係書類で確認すべきで

ある。 

   

 

監 査 対 象 機 関 
職業訓練法人唐津高等職業訓練運営会 

ほか１１団体 

所 管 課 雇 用 労 働 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県認定職業訓練運営費補助金関係】 

（１）補助金交付要綱で、改善を要する

ものがあった。 

① 補助金交付申請書、実施状況報

告書及び実績報告書を２部提出す

るよう求めているが、１部で対応

できるのであれば実態に即して改

善されたい。 

 

② 標準処理期間を定めるよう検討

されたい。 

 

  ③ 交付申請書及び実績報告書に、

事業の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び

平成１７年３月２５日に通知され

た補助金等交付要綱準則で、「事業

の効果」を補助金交付申請書及び

実績報告書に記載するよう示され

 

 

 

○  平成２３年３月３１日に交付要綱を

改正し、２部提出を１部提出に変更し

た。 

 

 

 

○  平成２３年度末までに、交付要綱を

改正することとしている。 

 

○  平成２３年度末までに、交付要綱を

改正することとしている。 
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ていたが、交付要綱では、事業の

効果を記載するよう規定されてい

なかった。 

 

（２）補助金の審査で、不十分なものが

あった。 

   補助金変更承認申請書の変更理由

が「経費の増のため」とのみ記載さ

れていた。 

   

 

 

 

 

○  各補助事業者に申請書記載方法を通

知し、指導した。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 佐賀県商工会連合会ほか２８団体 

所 管 課 商 工 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県小規模事業経営支援事業費補助 

金関係】 

（１）実績報告書の審査で、不十分なも

のがあった。 

   実績報告書に記載誤りがあり、

審査段階で把握可能であったにも

かかわらず、所管課は、修正指示を

行うことなく受理していた。 

   また、商工会指導員の人件費は、

補助対象経費となっているが、同

指導員の活動実績の確認をなされて

いなかった。所管課は、審査を徹底

されたい。 

 

   実績報告書記載誤りの事例： 

 指導旅費及び指導事務費の決算額

 

（２）補助金申請書の内容で、検討を要

するものがあった。 

   補助金申請書の審査において、

補助金交付要綱では、職員の資格

取得状況の報告を求めていないた

め、現行の補助金申請書では、補助

対象職員の要件確認ができていなか

った。要件審査に必要な書類の提出

について検討されたい。 

   

 

 

○  実績報告書及び商工会指導員の人件

費にかかる活動実績の確認など、今後、

審査を徹底する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  補助金交付要綱には、「補助対象職員

の変更をしたときは、すみやかに知事

に届けること。」としており、届け出に

は新たに任命した者の履歴書を添付

することとしているが、提出書類の

確認ができていなかった。要件審査に

必要な書類の提出について、指導を

徹底する。 

 

 



 119

  事例：記帳専任職員の要件の確認 

 

（３）補助金交付要綱の規定について、

見直しを要するものがあった。 

   補助対象職員の勤勉手当について

は、補助金交付要綱第３条別表規定

の補助対象経費の一つである期末

手当の一部として取り扱われていた

が、交付要綱の補助対象経費の規定

と事業主体の給与規程が一致して

おらず、事務処理に誤りを招くおそ

れがあることから、事業主体の給与

規程に合せて、補助対象経費の規定

を見直されたい。 

 

（４）補助金交付要綱に即した事務処理

について、なされていないものがあ

った。 

   補助対象経費の福利環境整備費等

について、知事の承認を得ないで、

事業費の変更が行われていた。所管

課にあっては、補助金交付要綱の

規定に基づき、変更承認申請の規定

を遵守させるよう団体への指導を徹

底されたい。 

 

   知事の承認が必要であった経費の

変更の事例 

福利環境整備費の補助事業に要

する経費 

補助金申請額 

  ６４，１２１，６８７円 

     実績報告額 

   ６９，８７１，６０７円 

 

（５）補助事業の経費の配分についての

変更基準の妥当性を検討されたい。 

知事の承認が必要な補助事業の

変更の対象について、補助金交付

要綱第１１条（２）ロでは、「各経費

区分ごとに配分された経費のうち、

俸給、扶養手当、通勤手当、期末手

 

 

○  平成２３年３月３１日付けで補助金

交付要綱を改正し、補助対象経費の

規定を「期末手当」から「期末及び勤

勉手当」に改めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  事業費の変更を行う際には、変更承

認申請書を提出し、知事の承認を得る

よう、団体に対し指導を徹底する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２３年３月３１日付けで補助金

交付要綱を改正し、知事の承認が必要

な補助事業の変更の対象を「各経費区

分ごと」から「各補助事業の区分ごと」

に改め、要件を緩和した。 
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当、役職加算、住居手当、超過勤務

手当、福利厚生費、福利環境整備費、

記帳指導員謝金等、情報化オペレー

ター設置費若しくは事務局長設置に

係る経費の変更又はこれらの経費

区分以外の経費の３０％を超える

変更となっているが、各経費の項目

ごとの変更まで変更申請が必要か

どうかについて、他商工団体との

整合性も考慮しつつ、その妥当性を

検討されたい。 

   

 

監 査 対 象 機 関 佐賀県商工会連合会ほか７団体 

所 管 課 商 工 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県経営支援緊急対策事業費補助金 

関係】 

（１）補助金に係る消費税及び地方消費

税の仕入控除税額確定に伴う報告書

が、提出されていなかった。 

 

（２）補助金交付申請書及び実績報告書

が、期限を過ぎて提出されていた。 

   提出期限を過ぎているにもかかわ

らず、期限内の日付となっている

補助金交付申請書及び実績報告書を

期限後に受理していた。 

① 補助金交付申請書 

・提出期限   

   平成２１年 ６月 １日 

   ・交付申請書の日付 

 平成２１年 ６月 １日 

・実際の提出日 

   平成２１年 ６月 ４日 

  ② 補助金実績報告書 

・提出期限 

    平成２２年 ３月３１日 

   ・実績報告書の日付 

 平成２２年 ３月３１日 

・実際の提出日 

 

 

○  今後、報告書の提出を依頼する。 

 

 

 

○  補助事業者には提出期限を厳守する

ように指導するとともに、事務処理の

適正化に取り組む。 
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   平成２２年 ４月１２日 

   

 

監 査 対 象 機 関 佐賀県中小企業団体中央会 

所 管 課 商 工 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県中小企業連携組織対策事業費補 

助金関係】 

（１）補助金の内示の在り方について、

検討を要するものがあった。 

   中小企業連携組織対策事業費補助

金については、補助対象職員の設置

費に係る人件費及び人当庁費と指導

事業に係る事業費補助金となって

いるが、内示に当たって、人件費は

金額のみの内示額となっている。

補助金の根拠となる職員数も含めて

内示するよう検討されたい。 

   また、事業費の内示については、

各事業費の経費区分まで細かに内示

されているが、補助金交付要綱で

事業内容を示していることから、

団体の自主性を尊重して各事業費

総額に対する補助金内示額とする

よう検討されたい。 

 

（２）補助対象でないものについて、補

助対象事業費に計上されているもの

があった。 

   補助金交付要綱で、補助対象経費

の規定がない石綿健康被害救済法に

基づく一般拠出金を福利厚生費の

補助対象経費の一部として計上され

ていた。補助対象経費の取扱いにつ

いて指導を徹底されたい。 

  福利厚生費 

区分 実績報告額 正 当 額 

補 助 事 業 に

要した経費 
9,919,716 円 9,915,973 円

中 央 会 が 支

出した経費 
9,919,716 円 9,915,973 円

 

 

○  平成２３年度補助金から職員数も含

めて内示を行っている。 

  また、事業費の内示は、各事業費の

経費区分まで細かに内示することな

く、各事業費総額に対する補助金内示

額とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  石綿健康被害救済法に基づく一般拠

出金については、福利厚生費の補助対

象経費には含まれないことを指導し、

平成２２年度の補助金検査時から徹底

した。 
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補助金の額 4,422,000 円 4,422,000 円

自己負担額 5,497,716 円 5,493,973 円

 

（３）補助金交付要綱で、見直しを要す

るものがあった。 

   財産の管理及び処分の規定で、

財産の単価が５，０００円以上と

なっているが、税法及び団体の経理

規程を勘案して、単価の見直しを

検討されたい。 

   

 

 

 

○  平成２３年３月３１日付けで補助金

交付要綱を改正し、財産の管理及び処

分の規定の単価を「５，０００円以上」

から「５０，０００円以上」に改めた。

 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
佐賀県玄海地区漁業協同組合合併推進 

協議会 

所 管 課 生 産 者 支 援 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県玄海地区漁業協同組合合併促進 

事業費補助金関係】 

（１）補助金の額の確定で、適正でない

ものがあった。 

① 視察時の飲酒代が、補助対象経

費とされているものがあった。 

② 領収書のない支出があった。 

   （事例） 

    合併幹事会の島根県視察研修時 

       １１，７１０円 

 バス賃及び電車賃 

 

（２）実績報告書が、期限を過ぎて提出

されていた。 

   補助金交付要綱に定める提出期限

を過ぎているにもかかわらず、期限

内の日付となっている実績報告書

を、期限後に受理していた。 

・提出期限 

      平成２２年３月３１日 

  ・実績報告書の日付 

 平成２２年３月３１日 

・実際の提出日 

   平成２２年４月１６日 

 

 

 

○  実績報告書の確認が不十分であった

ので、今後は、実績報告書の確認を十

分に行い、再発防止に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後、このようなことがないように

補助金交付要綱を遵守する等、適正な

事務処理を行う。 
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監 査 対 象 機 関 佐賀県玄海漁業協同組合連合会 

所 管 課 生 産 者 支 援 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県玄海地区漁業協同組合事業連携・ 

新事業開発事業費補助金関係】 

（１）実績報告書の審査事務で、不十分

なものがあった。 

   実績報告書で、連携して事業を

実施した漁業協同組合名の記載が

誤っていたにもかかわらず、所管課

は、修正指示を行うことなく受理

していた。 

  （例） 

   事業名：新規水産物流通促進モデ

ル事業（介類集荷力強化）

   組合名 

（誤）Ａ漁協、Ｂ漁協、Ｃ漁協、 

Ｄ漁協 

   （正）Ａ漁協、Ｂ漁協、Ｃ漁協、 

Ｄ漁協、Ｅ漁協、Ｆ漁協、 

Ｇ漁協 

 

（２）連合会の実施要領で、見直しの必

要なものがあった。 

   補助金交付要綱第４条で補助金

交付の条件として、佐賀県玄海漁業

協同組合連合会（以下「連合会」と

いう。）が、玄海地区の漁業協同組合

に対する補助事業を行う場合には、

連合会の補助金の交付条件として、

県が付した交付条件と同様の条件を

付すよう規定されているが、連合会

補助金の交付に係る連合会の実施

要領には、それらの補助条件につい

て規定されていなかった。実施要領

に、県補助金交付要綱に基づく交付

要件を明記するよう指導されたい。 

 

（３）補助金の額の確定通知が、遅れて

いた。 

 

 

○  実績報告書の確認不足により、記載

が誤った実績報告書を受理していた。

今後は、実績報告書の確認を十分に行

い、再発防止に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２３年度事業の実施要領におい

て、県補助金交付要綱に基づく交付

要件を明記するように指導を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  今後、このようなことがないように

補助金交付要綱を遵守する等、適正な
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   補助金の額の確定後、補助金を

支出する場合の補助金の額の確定

通知は、補助金交付の会計年度末

までに行うこととされたい。 

    実績報告書提出日 

    平成２２年３月３１日 

    額の確定通知年月日 

   平成２２年４月２８日 

    補助金支払日（最終分） 

 平成２２年５月２１日 

 

事務処理を行う。 

 

監 査 対 象 機 関 佐賀県農業会議 

所 管 課 農 産 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県農業委員会交付金等関係】 

（１）交付対象事業変更承認申請に対す

る交付決定が、遅れていた。 

交付金等交付要綱第３条第３項で

は、補助金の交付の申請が到着して

から、当該申請に係る補助金の交付

を決定するまでに通常要すべき標準

的な期間は、６０日とされているが、

平成２１年５月２７日の変更承認

申請に対する交付決定が７月３１日

となっており、変更承認申請の交付

決定ではあるものの６０日間を超え

ていた。 

 

 

○  適正に事務を執行するよう、指導を

徹底した。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
社団法人佐賀県園芸農業振興基金協会 

(旧 ： 社 団 法 人 佐 賀 県 果 実 生 産 出 荷 安 定 基 金 協 会 )

所 管 課 園 芸 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県果実生産出荷安定基金造成事業 

費補助金関係】 

（１）補助金交付申請書の審査事務につ

いて、適正でないものがあった。 

   補助金交付要綱で、補助金交付

申請書の事業の内容及び経費配分に

 

 

○  監査の指摘に従って、平成２２年度

実施分から対応した。 
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係る資料に、造成残額の算定資料を

添付し、また、備考欄に県補助金の

算定基礎を記載する旨規定している

が、造成残額の算定資料が添付され

ておらず、また、県補助金の算定基

礎の記載がない不十分な補助金申請

書をそのまま受理し、補助金交付

決定を行っていた。 

 

（２）実績報告書の提出時期で、適正で

ないものがあった。 

   補助事業の完了時期は、県補助金

の支出が終了した平成２１年１２月

９日であるが、補助金交付要綱第

５条で実績報告書は補助事業完了後

３０日以内に提出するよう規定され

ており、本来は、平成２２年１月８

日までに提出させるべきであった

が、平成２２年３月１６日に提出

された実績報告書をそのまま受理

し、補助金の額の確定を行っていた。

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  監査の指摘に従って、平成２２年度

実施分から対応した。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
佐賀県農地・水・環境保全向上対策協議会

ほか８団体 

所 管 課 園 芸 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県農地・水・環境保全向上対策支 

援事業費補助金（営農活動支援事業） 

関係】 

（１）補助金の交付事務で、検討を要す

るものがあった。 

   営農活動支援事業のうち、先進的

営農支援に係る県補助金について

は、補助金交付要綱第７条に基づき、

営農活動支援交付金の算定基礎で

ある営農活動実施面積が概ね確定す

ると見込まれる１２月に全額概算払

で交付されていたが、協議会の活動

組織への交付金の支払時期について

は、実際は、３月が多くなっていた。

 

 

 

○  平成２２年１１月２６日に開催した

市町担当者説明会において、県協議会が

県及び市町補助金を受け入れてから

活動組織へ交付するまでの滞留期間が

なくなるよう、営農活動実施面積を確定

するまでの事務手続きの流れについて、

改めて説明を行った。 

  また、平成２１年度は、平成２１年

１２月１８日に全額概算払いしていた

が、平成２２年度は資金の需要期に合わ

せ平成２３年１月２１日に概算払いを
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県補助金が、協議会で滞留しない

よう検討されたい。 

 

（２）補助金の額の確定について、出納

整理期間後まで遅れているものが

あった。 

   実績報告書提出日： 

平成２２年４月３０日 

   補助金の額の確定日： 

平成２２年６月１８日 

 

行い、滞留期間が短くなるようにした。

 

 

○  平成２２年度の額の確定は、出納整理

期間内に確定している。 

 

実績報告書提出日 

 平成２３年４月２８日 

補助金の額の確定日 

平成２３年５月３１日 

 

 

監 査 対 象 機 関 
佐賀県農地・水・環境保全向上対策協議会

ほか１９団体 

所 管 課 農 山 漁 村 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県農地・水・環境保全向上対策支 

援事業費補助金（共同活動支援事業） 

関係】 

（１）交付申請書及び実績報告書に、事

業の効果の記載がなかった。 

佐賀県補助金等交付規則及び平成

１７年３月２５日に通知された補助

金等交付要綱準則で、「事業の効果」

を補助金交付申請書及び実績報告書

に記載するよう示されていたが、

交付要綱では、事業の効果を記載

するよう規定されていなかった。 

 

（２）補助金の額の確定について、出納

整理期間後まで遅れているものが

あった。 

   実績報告書提出日： 

平成２２年４月３０日 

   補助金の額の確定日： 

平成２２年６月１８日 

 

 

 

 

○  佐賀県農地・水・環境保全向上対策支

援事業費補助金交付要綱を、平成２２年

１２月１０日付け農漁第１１０６号、

園第１５５５号で一部改正し、申請書及

び実績報告書の様式に「事業の効果」の

項目を設けた。 

 

 

 

 

○  平成２２年度の額の確定は、出納整理

期間内に確定している。 
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監 査 対 象 機 関 佐賀県鶏卵販売農業協同組合ほか１団体

所 管 課 畜 産 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県鶏卵価格安定対策事業費補助金 

関係】 

（１）補助金の支払いで、完了払を検討

されたい。 

   補助金の対象が平成２１年４月

１日から平成２２年３月３１日まで

の鶏卵の出荷契約数量に基づくもの

であることから、現状の支払方法（全

額概算払）では、生産者が途中で廃

業等した場合に、補助金返還の可能

性も想定される。よって、完了払を

検討されたい。 

   

 

 

○  県から事業主体（鶏卵販売農協）に

交付した補助金については、事業主体

が農家から徴収する生産者積立金の一

部に充当し、県からの補助金（0.5 円

/kg）と生産者からの積立金（5.25 円

/kg）とを合わせて基金（5.75 円/kg）

に積み立てることとし、万一、生産者

が途中で廃業等をした場合でも、県の

補助金はそのまま事業主体に残るよう

にして、生産者からの補助金返還がな

いように見直す。 

  また、鶏卵価格安定対策事業につい

ては、国の要綱等により、事前に必要

額を積み立てておく必要があり、県の

補助金もその一部に充当されている

ことから、生産者の負担軽減のために

は完了払いは難しいと考える。 

  なお、県補助金の最終の支払い時期

については、できるだけ補助金額が

確定した後の支払いとなるよう、第４

四半期の積立金納付時（１２月）とす

る。 

 

 

監 査 対 象 機 関 佐賀県農業協同組合ほか１団体 

所 管 課 畜 産 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県繁殖雌牛導入対策事業費補助金 

関係】 

（１）補助金交付要綱の見直しを要する

ものがあった。 

  当補助事業においては、子牛の

販売価格の低迷などが要因で、当初

見込んでいた年間３００頭の繁殖雌

牛の導入計画に対し、実績は、計画

 

 

○  補助金交付要綱を見直し、補助事業

者から四半期ごとに事業の遂行状況の

報告を受け、進行管理を行うこととし

た。 
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の４７％に当たる１４１頭の導入に

とどまったところである。そのよう

な中、所管課の事業の進行管理とし

ては、繁殖農家等との意見交換など

は実施していたものの、補助金の

交付決定後に、進行管理に必要な

導入実績等について調査を行った

のは、２月補正予算に係る調査の

１回（平成２１年１２月実施）だけ

で、進行管理の方法としては不十分

であった。 

   補助金交付要綱には、佐賀県補助

金等交付規則第１０条規定の事業の

状況報告及び調査に係る規定がない

ので、規定整備の上、事業の進行管

理を的確に実施されたい。 

 

（２）補助事業採択要件の履行確認方法

を検討されたい。 

補助金交付要綱では、事業の採択

要件を提示し、補助事業が実施され

ているが、事業期間が３年から５年

と数年間に及ぶことから、補助事業

者に対する事業実施期間中の要件の

遵守規定は設置されているが、県で

の事業実施の確認方法が規定されて

いない。 

補助事業採択要件の履行確認に

ついては、対象とする家畜の貸付

期間が終了する年度まで補助事業者

の履行確認ができるよう実施方法を

検討されたい。 

 

 ※繁殖雌牛導入対策事業費補助金

交付要綱 

   （事業の採択要件） 

   第２条 この補助金に係る事業の

要件は次のとおりとし（中略） 

（１）繁殖雌牛の貸付対象者は、

繁殖雌牛の飼養頭数を本事業に

より貸付を受けた頭数分増加

させ、貸付期間中は増頭後の

 補助金交付要綱の見直しの内容 

  （事業の遂行状況の報告） 

  第６条 補助事業者は、補助事業 

遂行の状況に関し、補助金の交 

付決定に係る年度の各四半期末 

日現在において、様式第３号に 

より事業遂行状況報告書を作成 

し、その翌月１０日までに知事 

に報告しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  補助金交付要綱を見直し、補助事業

者から対象家畜の貸付期間中、毎年度

の事業実施状況報告を受け、履行確認

を行うこととした。 

 

  補助金交付要綱の見直しの内容 

（事業の実施状況報告） 

第１０条 補助事業者は、様式第 

７号により事業実施期間中（対 

象牛の貸付期間中）の事業実施 

状況報告書を作成し、毎年度、 

５月末までに知事に報告するも 

のとする。 
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頭数以上の経営規模を維持する

繁殖農家であること。 

（２）（略） 

（３）対象とする家畜の貸付期間

は、貸し付けた日から起算して

次の期間とする。 

     ア 育成雌牛 ５年間 

     イ 成雌牛  ３年間 

   

 

監 査 対 象 機 関 富士大和森林組合ほか２２団体 

所 管 課 林 業 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県造林事業補助金関係】 

（１）補助金交付事務について、適正で

ないものがあった。 

   補助金交付要綱や事業実施要領の

規定どおり行われているか確認を

行っていなかった。 

  （適正でなかった事務の内容） 

   ・補助金の申請事務の受任を行う

際に必要な委任状及び精算依頼

書が、補助金申請書に添付され

ていなかった。 

・補助金の申請事務の受任を行っ

た場合に、委任者への補助金

交付完了後に提出すべき補助金

交付完了報告が提出されていな

かった。 

 

（２）補助金交付申請書に、事業の効果

の記載がなかった。 

補助金等交付規則及び平成１７年

３月２５日に通知された補助金等

交付要綱準則で、「事業の効果」を

補助金交付申請書に記載するよう

示されていたが、交付要綱では、事

業の効果を記載するよう規定されて

いなかった。 

   

 

○  監査直後に、是正するよう指導し、

監査後の直近の申請から、「委任状及び

精算依頼書」の整備及び「補助金交付

完了報告」が提出されていることを

確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２３年３月１７日付けで佐賀県

造林事業実施要領の一部を改正し、

記載するよう規定した。 
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監 査 対 象 機 関 
株式会社ＪＴＢ西日本メディア販売事業部

ほか７団体 

所 管 課 空 港 ・ 交 通 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【平成２１年度佐賀県誘客連携促進事業 

費補助金関係】 

（１）補助金交付要綱の内容について、

適正でないものがあった。 

   有明佐賀空港の利用促進を図ると

ともに、県内への観光客の誘致促進

を図るため、有明佐賀空港発着便を

利用した団体旅行を企画募集する

国内旅行社に対して、補助を実施し

ている。 

   補助金申請書の提出期限は、会計

年度末までと規定すべきところ、

平成２２年１月１日から同年３月

３１日の間の利用便について申請書

は、同年４月３０日まで提出できる

よう規定されていた。 

   また、補助金交付要綱規定の正規

の補助対象期間が、前年度補助事業

の正規の補助対象期間と重複してい

た。年度内に申請できるよう、また、

前年度と重複しないように正規の

補助対象期間及び申請書提出時期に

ついて、規定を見直されたい。 

 

 

 

○  平成２３年度交付要綱では、補助金交

付申請書の提出期限を対象事業実施前、

実績報告書の提出期限を平成２４年３

月３１日とし、また、補助対象期間につ

いては、前年度と重複しないよう規定を

見直した。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 財団法人佐賀県市町村振興協会 

所 管 課 市 町 村 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【市町村振興宝くじ交付金関係】 

（１）交付金交付要綱の策定について、

検討されたい。 

   市町村振興宝くじ交付金について

は、県から当協会への交付金の交付

方法や実績確認方法などを規定した

交付要綱の策定について、検討され

たい。 

 

○  監査後、速やかに市町村振興宝くじ

交付金の交付要綱策定状況を調査した

ところ、 

・全国の状況は約３割の制定に留ま

っているものの、現に交付要綱を

制定している都県があること 

・宝くじ収益金の使途や交付につい
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   て、更なる明確性が求められつつ

あること 

などの状況を踏まえ、佐賀県市町村振

興宝くじ交付金交付要綱を制定した。 

 （平成２２年８月２６日施行）

 

 

監 査 対 象 機 関 

第６２回全国人権・同和教育研究大会佐

賀県実行委員会（旧第６２回全国人権・

同和教育研究大会佐賀県準備委員会） 

所 管 課 学 校 教 育 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【平成２１年度第６２回全国人権・同和 

教育研究大会開催費補助金関係】 

（１）実績報告書の審査で、不十分なも

のがあった。 

   補助金交付要綱第４条に規定の補

助事業に要する経費の配分の変更に

ついて、知事の承認がなされないま

ま、事業が実施された事業実績報告

書を受理し、補助金の額の確定を行

っていた。 

※平成２１年度第６２回全国人

権・同和教育研究大会開催費

補助金交付要綱 

第４条 規則第５条の規定によ

り補助金の交付に付する条件

は、次の各号に掲げるとおり

とする。 

（２） 補助事業に要する経

費の配分又は補助事業の内

容を変更する場合において

は、知事の承認を受けるこ

と。ただし、補助金の額に

影響を及ぼさない次に 規

定する軽微な変更について

は、この限りではない。 

ア．配分した経費の項目

ごとの事業費の２０％

以内の変更。 

イ．補助事業の目的及び

 

 

○  今後は、補助金交付要綱に従い、適

正な事務処理を行う。 

また、補助事業者に対しても、補助

金交付要綱に定める変更が生じた場合

は、速やかに知事への協議を行い、承

認を得るよう指導した。 
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計画の実施に影響を及

ぼさない補助事業の内

容の変更 

経費の配分                （単位：円）

対象項目 補助対象経費 補助金額 実績額 

①人件費 4,372,000  4,365,274

②事務局運営費 3,038,000  1,673,832

計 7,410,000 5,500,000 6,039,106

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
財団法人筑後川昇開橋観光財団 

ほか２１団体 

所 管 課 社 会 教 育 ・ 文 化 財 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【佐賀県文化財保存事業補助金関係】 

（１）補助金の交付決定について、遅延

しているものがあった。 

   補助金交付要綱で定めた、補助金

の交付の決定をするまでに要すべき

標準処理期間を過ぎて、交付決定さ

れているものがあった。 

【当初交付決定】 

補助金交付申請日 

    平成２１年６月１０日 

支出負担行発議日 

    平成２１年６月２７日 

補助金交付決定日 

    平成２１年９月１４日 

標準処理期間     ３０日 

 

 

○  会計課など合議先を含め支出負担

行為決裁処理状況の確認をより密に

行い、標準処理期間に即した適正な

事務処理を行う。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
市民がつくる２００９年レーザーラジア

ルヨット世界選手権大会実行委員会 

所 管 課 体 育 保 健 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【平成２１年度市民がつくる２００９年 

レーザーラジアルヨット世界選手権大 

会開催費補助金関係】 

（１）実行委員会予算の執行について、

 

 

 

○  今後は、当課職員が実行委員会委員
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適正でないものがあった。 

   当実行委員会では、実行委員会規

則第１２条第１項の規定に基づき、

実行委員会総会での議決を要する

予算の増額及び流用について、特に

緊急を要するとして、委員長の専決

処分が行われていたが、同条第２項

で規定の専決処分を報告すべき総会

が開催されていなかった。また、平

成２１年度決算認定や実行委員会

解散のための総会も、開催されて

いなかった。所管課長は、実行委員

会委員で、また、所管課職員が監事

であったことから、指導すべきで

あった。 

  （予算総額変更の状況） 

    実行委員会総会（H21.5.11）で

決定した平成２１年度予算総額 

       ３５，１２１，０００円 

平成２１年度決算総額 

       ４４，３３３，９６９円 

  （予算の流用の状況） 

   事例：競技運営準備費 

    実行委員会総会決定予算額 

       ２０，４５０，０００円 

    流用予算額 

２，７４８，３４０円 

    決算額 

２３，１９８，３４０円 

 

又は監事等となっているものについて

は、事務局にすべてを任せるのでは

なく、県としての立場から指導・助言

を行っていく。 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
平成２１年度全国中学校体育大会佐賀県

実行委員会 

所 管 課 体 育 保 健 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【平成２１年度全国中学校体育大会佐賀 

県実行委員会負担金関係】 

（１）負担金の支出時期について、適正

でないものがあった。 

総会の審議（機関決定）がなされ

る前に、負担金を支出していた。し

 

 

○  今後は、事務局員と兼務していない

職員が機関決定がなされているかの

確認を行い、適正な時期に支出する。 
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かも、当実行委員会の役員及び事務

局員は、県職員が兼務していた。 

負担金支出額 

 １５，０００，０００円 

負担金支出日 

 平成２１年５月 １日 

総会開催日 

平成２１年５月２５日 

 

 

（公の施設の指定管理団体関係） 

監 査 対 象 機 関 

社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

（佐賀県立児童養護施設聖華園、佐賀県

立婦人保護施設佐賀婦人寮） 

所 管 課 母 子 保 健 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県立児童養護施設聖華

園関係（平成２３年４月 1 日民営化）】

（１）仕様書に記載された事業計画書及

び収支予算書の提出方法と実際が、

異なっていた。 

  佐賀県立児童養護施設管理運営

仕様書の第４で、前年度末日までに

次年度事業計画書（案）及び収支予

算書（案）を、年度当初に事業計画

書及び収支予算書を提出することと

なっていたが、所管課からの電話

指示により前年度末に事業計画書

及び収支予算書が１回のみ提出され

ており、仕様書に記載された提出

方法と実際が異なっていた。 

 

（２）仕様書に基づく事業計画書及び実

績報告書の審査を徹底されたい。 

施設の維持管理については、仕様

書で定められているが、事業計画書

及び実績報告書に管理状況が明記

されていないものをそのまま受理

していた。指定管理者と協議の上、

管理状況が確認できる様式の作成を

検討されたい。 

（例）固定資産の購入 

自動車：3,099,644 円 

施設の保守点検状況 

       消防設備、浄化槽等 

 
 

○  事業計画書及び収支予算書が仕様書

の規定に基づき、提出されているかど

うかについて、県において審査を徹底

した上で、受理すべきであった。 

今後、このようなことがないよう適

正な事務処理を行う。 

 

 

 

 
 
 
 

 

○  事業計画書及び事業報告書が仕様書

の規定に基づき、提出されているかど

うかについて、県において審査を徹底

した上で、受理すべきであった。 

今後、このようなことがないよう

適正な事務処理を行う。 

なお、監査時の指摘を踏まえ、平成

２２年度については、施設の維持及び

管理に関する業務の実施状況を明記

した事業報告書を受理した。 
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     ５０万円以上の大規模修繕の 

状況 

 

【公の施設：佐賀県立婦人保護施設佐賀

婦人寮関係（平成２３年４月 1日民営化）】

（１）協定書に定める事業計画書及び事

業報告書の審査を徹底されたい。 

協定書第３条（２）には「施設の

維持及び管理に関する業務」を行わ

せると規定されているが、団体から

県に提出された事業計画書及び事業

報告書には、この業務に関する記載

がないにもかかわらず、そのまま

受理していた。 

  （例示） 

   ・施設及び備品等の管理、維持及

び修繕業務 

   ・清掃業務 

   ・警備業務 

 

（２）協定書で、不備なものがあった。 

① 協定書第１４条第１項に、「管理

運営経費に充てるべき積立金・

繰越金については別表１のとおり

とする。」と規定していながら、

別表１が存在しなかった。 

 

 

  ② 協定書第６条（２）に管理させ

る物件として、「対象物件 甲（佐

賀県）が別に定める財産台帳及び

備品台帳のとおり」と規定してい

ながら、県は指定管理者に台帳を

渡していなかった。 

 

 

 

 

 

 

○  事業計画書及び事業報告書が協定書

の規定に基づき、提出されているかど

うかについて、県において審査を徹底

した上で、受理すべきであった。 

今後、このようなことがないよう、

適正な事務処理を行う。 

なお、監査時の指摘を踏まえ、平成

２２年度については、施設の維持及び

管理に関する業務の実施状況を明記し

た事業報告書を受理した。 

 

 

 

 

 

○  当初協定書の締結時や変更協定書の

締結時などに、書類に不備がないか

どうか、指定管理者とよく確認をして

おくべきであった。 

今後、このようなことがないよう、

適正な事務処理を行う。 

 

 

○  当初協定書の締結時や変更協定書の

締結時などに、書類に不備がないか

どうか、指定管理者とよく確認をして

おくべきであった。 

 

 

監 査 対 象 機 関 
社会福祉法人佐賀ライトハウス 

（佐賀県立点字図書館） 

所 管 課 障 害 福 祉 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県立点字図書館関係】 

（１）点字図書館の指定管理業務の一部

について、他の事業でも委託してい

るものがあった。 

県立点字図書館管理運営業務仕様

 

○  「朗読奉仕員養成事業」及び「点訳

奉仕員養成事業」については、平成

２２年度から、社会参加推進事業では、

実施しないこととした。 
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書で、点字図書館の運営に関する

業務として、 

① 点字図書及び録音テープ等の

製作及び刊行並びに受入れ 

② 点訳奉仕者及び録音奉仕者の

研修の実施 

③ 視覚障害者に対する点字講習等

の実施 

  が規定され、指定管理業務が実施さ

れているが、県が別事業として、県

から佐賀県障害者社会参加推進セン

ター（以下、「センター」という。）

に、「朗読奉仕員養成事業」及び「点

訳奉仕員養成事業」を委託し、セン

ターが、この業務を指定管理団体で

ある社会福祉法人佐賀ライトハウス

に、再委託していた。 

  この別事業で委託された業務は、

点字図書館の本来業務であり、別事

業で委託すべきものではなく、指定

管理業務の中で実施すべきもので

ある。 

 

（２）施設の維持・管理に関する業務で、

仕様書どおりに実施されていないも

のがあった。 

  ① 佐賀県立点字図書館管理運営

業務仕様書には、指定管理者は、

個人利用者の意見や満足度等を

聴取する利用者モニタリングを

実施し、その聴取する意見や満足

度等の項目は、県と協議して定め

ることとされているが、協議され

ていなかった。 

 

  ② 窓ガラスの特別清掃の実施面積

が、仕様書で指示した面積を下回

っていた。 

   

（３）指定管理者指定申請書に記載しな

がら、実施されていないものがあっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  仕様書どおりに実施するよう指導し

た。 

 

○  モニタリングについては、意見や

満足度等の項目内容を事前に協議し、

利用者等へモニタリングを行うよう

指導した。また、適宜、実施状況の確

認を行う。  

 

 

 

 

○  仕様書どおりの面積で特別清掃を

するよう指導した。また、実施状況の

確認を行う。 

 

○  指定管理者指定申請書に基づき事業

を実施するよう指導した。また、適宜

実施状況の確認を行う。 
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   ・運営懇談会を３回開催するとし

ながら、実績は２回であった。 

   ・職員の内部研修 

 

（４）事業報告書の審査で、不十分なも

のがあった。 

   県に提出された事業計画書には、

視覚障害者（中途失明者を含む。）の

更生相談に応じる業務が記載されて

いるが、事業実績報告書には記載が

なかった。 

 

（５）事業計画書が、期限を過ぎて提出

されていた。 

   ・提出期限 

     平成２１年２月２８日 

   ・事業計画書の日付 

 平成２１年２月２７日 

・実際の提出日 

   平成２１年３月２０日 

 

（６）管理運営業務仕様書の内容で、適

正でないものがあった。 

   管理運営業務仕様書第１で規定の

管理対象施設のうち、発送室につい

ては、県は、他団体に対し目的外使

用許可を行っており、指定管理者の

管理業務としては、本来、清掃等に

限定することとしていたが、仕様書

で、管理業務を限定する旨記載して

いなかった。 

 

 

 

 

 

○  事業計画書に記載された業務につい

て、実施内容を事業実績報告書に記載

するよう指導した。 

  今後、事業報告書の審査の際には、

十分な確認を行う。 

 

 

 

○  期限内に提出するよう指導した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  平成２３年度の業務仕様書から、目

的外使用許可する団体、目的外使用

許可期間及び管理業務について明記し

た。 

 

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
特定非営利活動法人佐賀県射撃と狩猟

振興会（佐賀射撃研修センター） 

所 管 課 生 産 者 支 援 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀射撃研修センター関係】

（１）事業計画の変更手続きの指導で、

不適切なものがあった。 

指定管理者指定申請書には、実包

 

○  施設の管理運営について、指定管理

者制度に基づき、指定管理者への適切

な指導を行うこととする。 
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販売と前売り利用券は、自主事業と

して記載されていたが、平成２１年

度の事業計画書には、記載されてい

なかった。また、誘客対策として実

施されている１ラウンド券、サービ

ス券（無料ラウンド券）も、事業計

画書に予算計上されていなかった。

いずれも事業計画の変更手続が必要

であったが行われていなかった。 

指定管理者が、事業計画の変更

手続をせず運用していたのは、所管

課が制度自体を十分理解しておら

ず、指導が不適切であったためで

ある。指定管理者制度について、十

分に理解をされた上で、指定管理者

への指導を適切に行われたい。 

 

（２）実績報告書の決算関係資料で、不

十分なものがあった。 

   実績報告書の決算関係資料として

は、収入・支出状況のみが提出され

ているが、事業実施内容の把握には

不十分であり、貸借対照表について

も提出を求められたい。 

 

（３）指定管理経費の見直しを検討され

たい。 

平成２１年度の指定管理経費の

積算（２期目）では、週休２日の勤

務体制を導入し、施設の開場日を

削減（５０日程度）して人件費及び

管理費が削減されている。一方、利

用料金収入については、１期目の

３か年の平均額で算定し、施設開場

日削減に伴う施設利用料の減額は、

算定されていない。 

   これでは、県が一方的に指定管理

経費を削減するために、指定管理者

に過度の負担を強いたような積算と

なっている。また、平成２２年度に

ついては、災害による施設閉場も

継続していることから、再度、利用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  指定管理者に貸借対照表を添付する

よう指導し、既に提出済である。 

 

 

 

 

 

 

○  平成２１年度の指定管理費について

は、指定管理者に過度の負担を強い

るようなことがないよう、前期間（平

成１８年度～平成２０年度）の状況を

踏まえ、積算したところである。 

また、平成２２年度の指定管理料に

ついては、閉場に伴う利用料収入の減、

及び人件費や施設の管理運営費等の減

等に関して指定管理者と早急に打合せ

を行い、十分協議を行った。なお、協議

の結果、施設の管理運営への影響がなか

ったことから、指定管理料の見直しは

行わないこととした。 
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料金収入の見直しを行い、安心して

運営ができるよう指定管理経費の

算定を見直されたい。 

【指定管理経費の算定根拠】         （単位：円）

項 目 
１期目 

（A） 

２期目 

（B） 

比較増減

（B－A）
備考 

人件費 11,450,345 8,633,000 △2,817,345
開場日

の削減

管理費 10,228,510 8,640,000 △1,588,510
１期目の

実績額

支出合計 

① 
21,678,855 17,273,000 △4,405,855

管理経費

削減額

施設使用料 

② 
13,819,695 13,405,000 △414,695

１期目の

平均額

委託料 

（①－②） 
7,859,160 3,868,000 △3,991,160

委託経費

削減額

 

 

 

監 査 対 象 機 関 
マベック・松尾建設共同企業体 

（佐賀県営住宅（佐賀県東部地区）） 

所 管 課 建 築 住 宅 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県営住宅（佐賀県東部 

地区）関係】 

（１）財産台帳等が、指定管理者に通知

されていなかった。 

   協定書第６条で、県が指定管理者

に管理業務を行わせるに当たって、

管理させる物件を明記し、対象物件

を県が別に定める財産台帳及び備品

台帳を通知することとなっている

が、通知されていなかった。 

 

（２）事業報告の内容確認で、不十分な

ものがあった。 

   指定管理業務が、仕様書どおり

実施されたどうか、事業報告書に

おいて確認できないものがあったに

もかかわらず、所管課は、修正させ

ないまま報告書を受理していた。 

 

 

 

○  協定書第６条に規定する財産台帳

及び備品台帳については、指定管理者

に対して、平成２３年４月１日付けで

通知した。 

 

 

 

 

 

○  「県発行の督促状等未送達書類」の

配布実績については、平成２２年度

第２四半期以降、指定管理者からの

事業報告の際に報告を受けている。 
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（報告がなかった業務） 

「県発行の督促状等未送達書

類」の配布 

 

（３）指定管理者の公募に際し、示した

管理物件の数量に誤りのあるものが

あった。 

   平成２０年度に行った公募の際

に、申請者に示した「県営住宅樹木 

データ」については、現状の実績数

量と異なっていた。 

（佐賀地区県営住宅樹木データ） 

種   別 公募時 

提示数量 

現場 

実測数量

樹 

 

 

 

 

 

 

木 

 

高  さ 幹  周 

3ｍ以上 

0.1ｍ 

～0.29ｍ 
990 本 308本

0.3ｍ 

～0.59ｍ 
737 本 666本

0.6ｍ 

～0.89ｍ 
226 本 475本

0.9ｍ 

～1.19ｍ 
297 本 299本

1.2ｍ～ 64 本 97本

2.1ｍ～2.9ｍ  2,638 本 18,858 ㎡

1.1ｍ～2.0ｍ  5,555 ㎡ 22,109 ㎡

   ～1.0ｍ  7,509 ㎡ 10,718 ㎡

その他（除草面積） 3,294 ㎡ 8,294 ㎡

 

（４）事業報告書で、期限後に提出され

ているものがあった。 

協定書第１６条第 1 項第１号で、

「管理業務の実施状況」については、

年度終了後速やかに県に提出する

こととされているが、「管理業務に

要した経費の収支決算」と一緒に

平成２２年６月に提出されており、

所管課はそのまま受理していた。 

所管課にあっては、協定書に基づ

き提出期限を遵守させるよう団体へ

の指導を徹底されたい。 

 

 

 

 

 

○  県営住宅の樹木のデータについて

は、現状を確認し、数量を変更した。

次期指定管理者選定の際は、誤りが

ないようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

○  事業報告書の提出については、１事

業者については、平成２２年度報告を

４月末までに経理状況を除き提出させ

たが、他の業者は５月中旬となった。

引き続き、今後とも、期間内に提出す

るよう指導する。 
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監 査 対 象 機 関 
川原建設株式会社 

（佐賀県営住宅（佐賀県西部地区）） 

所 管 課 建 築 住 宅 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県営住宅（佐賀県西部 

地区）関係】 

（１）防火管理者としての業務実施につ

いて、指導されたい。 

   消防法に基づき、１棟当たりの

収容人員が５０人以上の県営住宅に

ついては、防火管理者及び消防計画

を定めて消防署長に届け出るととも

に、消防計画を作成することが義務

づけられている。 

   消防計画の作成は、１地区１団地

の作成にとどまっており、県が業務

仕様書で示した防火管理者としての

業務実施について、指導されたい。 

  

   （委託業務） 

    防火管理者の選任、消防計画の

作成、避難訓練等の実施、消火

施設の点検・整備、入居者への

指導等 

 

（２）事業報告の内容確認で、不十分な

ものがあった。 

   指定管理業務が、仕様書どおり

実施されたどうか、事業報告書に

おいて確認できないものがあったに

もかかわらず、所管課は、修正させ

ないまま報告書を受理していた。 

 

（報告がなかった業務） 

「県発行の督促状等未送達書

類」の配布 

 

（３）指定管理者の公募に際し、示した

管理物件の数量に誤りのあるものが

あった。 

 

 

○  消防計画は、対象となる県営住宅

全団地について作成、提出が完了して

いる。 

防火管理者としてのその他の事業

実施についても、状況を把握しており、

指導を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  「県発行の督促状等未送達書類」の

配布実績については、平成２２年度

第２四半期以降、指定管理者からの

事業報告の際に報告を受けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  次期指定管理者選定の際は、誤りが

ないようにする。 
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   平成２０年度に行った公募の際

に、申請者に示した「昇降機」の数

量で、現状と異なっているものが

あった。 

 

   （昇降機設置台数） 

     唐津地区栄町団地 

   （正）１基 

     （誤）２基・・・提示数量 

 

 

監 査 対 象 機 関 
財団法人スマイルアース 

（佐賀県立二十一世紀県民の森） 

所 管 課 森 林 整 備 課 

（監査の結果） （措置の内容） 

【公の施設：佐賀県立二十一世紀県民の 

森関係】 

（１）財産台帳が、提示されていなかっ

た。 

   協定書第６条に定める財産台帳

が、県から財団に提示されていなか

った。指定管理を行う物件が、明確

でない面があり、指定管理の管理

物件を明示した財産台帳を提示され

たい。 

 

（２）施設の維持・管理業務で、仕様書

どおり実施されていないものがあっ

た。 

指定管理業務である遊具等の維持

管理業務で定期点検の回数が、実際

行った回数と県が定めた仕様書の

回数と異なっていた。所管課におい

ては適正な回数を判断し、指導及び

修正されたい。 

・実際行われた回数 毎月１回 

・仕様書の回数   毎月３回 

 

（３）前回監査の指摘について、改善さ

れていなかったものがあった。 

前回監査（平成１９年１１月２日）

 

 

○  財産台帳を指定管理者に提示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  仕様書の記載が誤っていたため、

仕様書を月１回に訂正した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  佐賀市富士町において、インターネ

ットを活用し、地元の情報等を提供す

る「情報化ビレッジ形成プロジェクト
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で、木工芸センターの遊休化、多目

的広場のテニスコートの利用できな

い状況を指摘し、木工芸センターは、

指定管理者が行う森林環境教育、

イベント活動で用いる資材準備に

活用し、テニスコートは、どんぐり

からの苗木づくりの場として活用

するとの回答があっていたが、木工

芸センターは、遊休化が続いており、

テニスコートには、苗木はあった

ものの、雑草に覆われ、利用されて

いる状況ではなかった。前回監査で

指摘していたにもかかわらず、改善

されていなかったものがあった。県

と財団で今後の施設の在り方につい

て、再度協議、検討し、適切な管理

を行われたい。 

 

事業」が実施されている。当事業にお

いて、地域資源を活かした体験型観光

メニュー（木工芸体験・自家菜園等）

が計画されており、木工芸センター及

びテニスコートの利活用についても、

検討されていることから、今後、関係

者で協議の上、適切な活用を図りたい。

 

 

※ 平成２３年４月１日付け機構改革に伴い、所管課が移管したものや所管課の 

名称が変更となったものについては、機構改革後の所管課名で記載している。 


